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1. 調査研究概要 

1.1. 調査目的 

現在我が国では、デジタル庁による、法制事務（国家公務員が法令を起草する業務等）

のデジタル化による効率化、法令データの整備・国民への提供、法令等データを利活用し

たサービスの開発の促進等に取り組んでいる。この取組を着実に推進するとともに、さら

なる向上を図るため、我が国に先行して法制事務デジタル化による効率化や法令データの

整備等に着手している諸外国の状況を調査・分析し、今後の我が国の方針の見直しや改善

の参考とすることを目的とする。 

 

1.2. 実施方針 

上述の①法制事務デジタル化、②より分かりやすい法令データの提供、③法令データを

利活用した新たなビジネスやサービスの創出の促進といった取組の推進に資するよう、諸

外国における立法支援システム、法令データの公表媒体・提供状況、法令データの利活用

状況、及び Rules as Code や AI 技術活用状況について調査、情報整理を行い報告書とし

てまとめるものとする。 

 

1.3. 調査スケジュール 

本調査は、2025 年 5月から 2026 年 3月までにおける 11か月間において実施した。その

うち、2025 年 5月から 8月まで、デジタル庁が実施した法制事務デジタル化、及び法令デ

ータ等の利活用に関する海外事例の過年度調査に関する分析整理を通して、本年度の調査

対象国選定を行った。結果、フランス共和国、カナダ、アメリカ合衆国の 3か国を重点調

査対象国として選定した。次の 2025 年 8月から 2026 年 2月までの 7か月間において、3

か国の法令分野でのデジタル化の動向に関してインターネット情報を基にした調査を行っ

た。これに加え、フランス共和国、及びカナダについては、政府機関の担当職員へヒアリ

ング調査を実施した。調査報告書については、調査実施中に並行して執筆着手し、2026年

3月に最終報告書としてまとめたものである。 

本報告書では、本章での調査目的や調査スケジュールの説明の後、第 2章においてフラ

ンス共和国、第 3章においてカナダ、そして第 4章においてアメリカ合衆国の調査結果の

詳細を述べた上で、第 5章において、過年度の調査報告も参照しながら、諸外国における

取組の概況について分析し、我が国の“「法令」×「デジタル」”政策に向けた示唆をま

とめている。 
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2. フランス共和国  

2.1. 立法制度（基本情報） 

フランス共和国（以下、フランス）は、現行憲法に基づき、行政権を担う大統領と政

府、及び二院制の議会を有する国家である 1。政府が法案起草から成立・公開まで主導的

な役割を果たす 2とともに、成文法を基本とする法体系の下で「法の理解可能性とアクセ

スの容易性」が憲法上の価値を有する目標として確立されている 3。この目標に基づき、

インターネットを通じた法情報の無償提供が、国が確保すべき公共サービスとして位置づ

けられている 4。 

 

2.1.1. 法案作成過程 

各省起草の原則：法案の起草に関する手順は、首相官邸と国務院が共同で作成した立法技

術の手引き「Guide de légistique」に定められている 5。法案起草の主体は、政府提出法

案については省の所管部局が中心となって担う 6。議員提出法案は、議会に属する議員が

主体となる 7。 

 政府提出法案の起草は当該法案のテーマを管轄する省の部局が準備する。フランスに

は、法案を起草することを専門とする中央部局のようなものは存在しない 8。 

 

法案起草等における主要なアクター： 

 
1 国立国会図書館 調査及び立法考査局 高澤美有紀「フランスの議会制度」『調査と情報（ISSUE BRIEF）』第 1047号

（2019年 3月 14日（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11252030_po_1047.pdf?contentNo=1） 最終ア

クセス 2026年 1月 30日 
2 国立国会図書館 調査及び立法考査局「フランス議会下院規則」調査資料（2018年 3 月）

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11062326_po_201701b.pdf?contentNo=1） 最終アクセス 2026年 1

月 30日 
3 フランス道徳・政治科学アカデミー「法の作成：中間報告」 

（https://academiesciencesmoralesetpolitiques.fr/wp-content/uploads/2018/08/rapport1.pdf） 最終アクセス

2026年 1 月 30 日 
4 Légifrance「立法技術の手引き 解説資料 1.4.1 文献情報源」 

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/autour-de-la-loi/guide-de-

legistique/2024_09_04_fiche_1.4.1_sources_documentaires_0.pdf） 最終アクセス 2026年 1 月 30日 
5 フランス首相府「立法技術の手引き（2017 年版）」

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-

legistique-edition-2017-format-pdf.pdf） 最終アクセス 2025 年 9月 30日 
6 Louise Fort「中央行政の法務局 ― 国家行政における法的専門知の機能に関する研究」(https://ecm.univ-

paris1.fr/nuxeo/nxfile/default/b53d33e7-8a34-4989-90a1-dee1a9e2683b/blobholder:0/2023-12%20FORT%20Les.pdf) 

最終アクセス 2025年 9月 30日 
7 フランス国民議会「報告書 第 3227 号（第 15 期）」（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/docs/RINFANR5L15B3227.raw） 最終アクセス 2025 年 9月 8 日 
8 植野妙実子「フランスにおける立法過程:修正権に着目して」（https://chuo-

u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1~31.pdf） 最終アクセス 2026年 3 月 19 日 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11062326_po_201701b.pdf?contentNo=1
https://academiesciencesmoralesetpolitiques.fr/wp-content/uploads/2018/08/rapport1.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/2024_09_04_fiche_1.4.1_sources_documentaires_0.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/2024_09_04_fiche_1.4.1_sources_documentaires_0.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-legistique-edition-2017-format-pdf.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-legistique-edition-2017-format-pdf.pdf
https://ecm.univ-paris1.fr/nuxeo/nxfile/default/b53d33e7-8a34-4989-90a1-dee1a9e2683b/blobholder:0/2023-12%20FORT%20Les.pdf
https://ecm.univ-paris1.fr/nuxeo/nxfile/default/b53d33e7-8a34-4989-90a1-dee1a9e2683b/blobholder:0/2023-12%20FORT%20Les.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/docs/RINFANR5L15B3227.raw
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/docs/RINFANR5L15B3227.raw
https://chuo-u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1%7E31.pdf
https://chuo-u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1%7E31.pdf
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アクター 役割 

中央省（大臣）：  ・法案の構想と起草 

・省庁内に法案の審査や法務上の助言を行う法務局（DAJ）が

設置されている 9 

内閣事務総局 「Secrétariat 

général du Gouvernement (SGG）」  

・首相府に附属する機関として起草から公布に至るまでの立

法プロセスの管理 

・「立法技術の手引き」を国務院と共同で整備 

・法令データの整備において編集責任と監督 

・官報への掲載責任 

法律行政情報局「Direction de 

l’information Légale et 

Administrative (DILA）」 

・SGG に附属する中央行政機関として法令の公的普及 

・法令データベースの維持管理 

・改正を反映した溶け込み版の作成 

・公式法令情報ウェブサイトの運営 

国務院「Conseil d'État(CE)」 ・政府の法律顧問として、法案の憲法適合性等の審査 

・「立法技術の手引き」を SGG と共同で整備 

図表 1 主要機関と役割（フランス） 

 

2.1.2. 立法過程 

 法案の提出権限は首相、及び国会議員に認められているが、実務上は政府提出法案が多

数を占める 10。法案は上院と下院での可決後、大統領が署名して公布される。 

フランスにおける法律の成立件数は 1年の会期において 80から 110本程である 11。 

 

2.1.3. 法令の改正方式 

フランスでは、既存の法律や政令に対して個別の改正法や改正政令を制定し、条項の追

加・変更・削除を行う、逐次改正方式（改め文方式）が基本である。該当条項を「…に改

める」「…を追加する」といった形で積み増していく。そのため、立法技術上のルール

（改正文言・条番号付け・挿入・置換等）が多数存在する 12。 

 

 
9 Direction des affaires juridiques（DAJ）は 1990 年代以降、主要な省庁において法的助言や法案起草の支援など

を一元的に担う組織として整備されている。DAJ という名称ではなく、「法務・自由権局（DLPAJ）」などの名称が使

われる場合もある 
10 フランス国民議会「ファイル番号 47：政府主導の法案」（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/telechargement/629116/file/Fiche%2047%20-%20Initiative%20gouvernementale.pdf）  

最終アクセス 2026年 2月 4 日 
11 植野妙実子「フランスにおける立法過程:修正権に着目して」（https://chuo-

u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1~31.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 25 日 
12 フランス上院事務局「立法技術の手引き」

(https://www.senat.fr/fileadmin/Seance/Documents/Guides_pratiques/Regles_legistiques_conventions_redaction

_loi.pdf) 最終アクセス 2025年 9月 30日 

https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/telechargement/629116/file/Fiche%2047%20-%20Initiative%20gouvernementale.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/telechargement/629116/file/Fiche%2047%20-%20Initiative%20gouvernementale.pdf
https://chuo-u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1%7E31.pdf
https://chuo-u.repo.nii.ac.jp/record/7946/files/0010-4116_48_1_1%7E31.pdf
https://www.senat.fr/fileadmin/Seance/Documents/Guides_pratiques/Regles_legistiques_conventions_redaction_loi.pdf
https://www.senat.fr/fileadmin/Seance/Documents/Guides_pratiques/Regles_legistiques_conventions_redaction_loi.pdf
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2.2. 立法支援システム 

NOPNプログラム導入の背景：従来の立法支援システムは、法令数の増加や迅速な公表要求

に対応しきれず、既存の法令データベース群「Bases de données juridiques（BDJ）」に

は老朽化に伴うセキュリティ面の課題もあった 13。さらに、改め文は一つ一つ手作業で記

述する必要があり、また、溶け込み作業 14を行うためには、DILAの担当者が官報掲載後に

その修正指示を読み解き、溶け込み作業を行い、システムに入力し直すという作業が発生

していた。 

こうした課題に対処し、個別ツールのデジタル最適化から立法プロセス全体の DXへ移

行するため、2021年 1月に、SGG と DILA の主導のもと、規範作成のための新ツール群 

「Nouveaux outils de production normative(NOPN）」プログラムが開始された 15。 

 

NOPNプログラムの概要：フランス下院「2023 年版官報・行政情報出版物予算案

（PAP2023）報告書」16では、NOPN プログラムの成果への期待として、公務員の形式的作業

負担の削減と高付加価値業務への注力、法令データの量・質の向上、溶け込み版作成時間

の短縮による利用者への恩恵、文書作成慣行の調和・簡素化等が記載されている。 

 NOPN プログラムは、国家行政機関のプロジェクトディレクターの指揮のもと、5つのプ

ロジェクトに分割されている 17。 

 

新規に開発又は、改修するプロジェクト： 

① 立法編集ツールの開発（構造化され、溶け込みされた形式での文書作成を支援

するアプリケーションモジュール） 

② アプリケーションチェーンの中核の開発（ワークフローの管理、追跡、検証、

出版物のバリエーション生成のためのアプリケーションモジュール） 

③ 単一データリポジトリの開発（データの整理と保存を目的としたデータベー

ス。テキストの溶け込み版（検証後のもの）、及び公報のテキストを参照して

フランス政府の公式法令情報ウェブサイト「Légifrance」に配信するための情

報源となる）。 

 
13 経済財務省「プログラム 623 戦略的プレゼンテーション 2024 年度」

(https://www.budget.gouv.fr/files/uploads/extract/2024/PLF/BA/PGM/623/FR_2024_PLF_BA_PGM_623_STRAT.html) 

 最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
14 『第 X 条中「□□」を「△△」に改める。』という改正規定の内容に従って、もとの条文に改正内容を組み入れて新

しい条文にする作業について、「溶け込み」と俗称される。 
15 法律行政情報局（DILA）「2022年業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf）最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
16 フランス国民議会「2023 年版官報・行政情報出版物予算案報告書（PAP2023）」 

（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_adminis

trative.pdf）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
17 フランス国民議会「2023 年版官報・行政情報出版物予算案報告書（PAP2023）」 

（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_adminis

trative.pdf）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 

https://www.budget.gouv.fr/files/uploads/extract/2024/PLF/BA/PGM/623/FR_2024_PLF_BA_PGM_623_STRAT.html
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf


9 

 

横断的プロジェクト： 

① 業務と組織の変革 

② 規範的活動に関する統計的指導・追跡機能の改善 

 

NOPNプログラムを構成する中核システム群： 

フェーズ 開発区分 システム名 役割・目的 

本稼働中 新規開発 ÉDILE  NOPN プログラムで新しく開発された法令エディタ。

Légifrance のデータベースからインポートした溶け込みテ

キストを基に作業を行い、官報掲載に必要な改め文や、整合

性の取れたテキストを生成する。2023 年 11 月に最初のバー

ジョンがリリースされ、順次機能が拡張されている 

本稼働中 機能拡充 SOLON 2007 年から全ての省庁、国務院、議会で使用されている法

案起草・審査・溶け込み法令の文書管理・公開の処理プロセ

スの各段階を追跡する、省庁横断型のオンラインアプリケー

ション。2026 年半ばまでに ÉDILE と接続し、法制事務プロ

セス全体をペーパーレス化する予定 

本稼働中 新規開発 Théïa AI を活用した法令溶け込み支援ソリューションであり、

DILA による法令の溶け込み版の作成を支援する。2024 年初

頭から立法プロセスに正式に組み込まれている 

開発中（未

実装） 

新規開発 RUNE 複雑に分岐した現行の法令データベース群（BDJ）に代わ

り、法令データを一元的に管理することを目的として開発が

進められている新たなリポジトリ。官報の公布テキストを参

照しつつ、AI ツール Théïa の支援を受けて改正を反映した

溶け込み法令データを格納し、その構造化データを 

Légifrance に提供する、中核的な基盤となることが想定さ

れている 

図表 2 NOPNプログラムの中核システム一覧 18 

 

プログラム進捗状況：NOPNプログラムは段階的に展開されており、2023年末までに第 1

段階が完了した。ÉDILEは 2023 年 11月に本稼働が開始され、省庁での利用が拡大してい

る。現在、第 2段階が進行中であり、ÉDILEと SOLONとの接続が 2026年半ばに予定されて

いる。 

従来の SOLON が中心の立法プロセスは、テキストが関係機関を順次回付され承認される

ワークフロー管理としての性格が強かったが、ÉDILEと SOLONを接続することで、起草か

 
18 公開情報より作成 
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ら閣僚による署名、SGGや DILA による校正を経て、Légifranceでの公表に至るまでの法

令文書作成のペーパーレス化を完成させることが目指されている 19。 

 

資金の拠出、及び計画： NOPNプログラムが承認された時点の実施計画は期間 60か月、総

予算は 26.9 百万ユーロである 20。その後の作業進捗に伴い、2024年時点で、当初の費用

と期間の計画が再評価され、実施計画は 84か月（計画比+40.0%）、費用のうち「純粋な

投資費用（人件費や既存システム維持費用を除いたもの）」が 20.06百万ユーロ（計画比

+94.43%）と大幅に変更された 21。DILAによれば、省庁間デジタル総局「Direction 

interministérielle du numérique (DINUM)」に承認された当初のプログラム全体の総費

用 26.9 百万ユーロ 22への変更はない、と説明されている。 

 

開発過程でのコスト増：NOPN プログラムの追加費用の理由として以下が挙げられている

23。 

① ÉDILEの開発コストの増大 

② SOLONへの新たなセキュリティ強化対策 

③ NOPNプログラムで最も複雑な要素とされる RUNEの開発長期化 

 

2.2.1. 立法支援システム整備の主体 

フランスにおける立法支援システムの整備は、主に内閣事務総局（SGG）と法律行政情

報局（DILA)が協力して行われる。 

 

2.2.2. 法令エディタ 

ÉDILEは、SGGと DILA の主導で導入された新しい立法支援ツールであり、法律・政令等

の法令文書の起草・修正・溶け込みを支援するために設計された。ÉDILEの開発に関連し

て、SGG、国務院、両院議会が参加する法制事務専門委員会「Comité d’expertise 

légistique」が定期的に開催されている。これは、専用の法令エディタの導入に伴い、各

機関で行われてきた法案起草のルールや慣行を、同一システム上で扱えるよう統一し、簡

素化する目的のために設けられたものである 24。このことは NOPNプログラムが単なる IT

 
19 経済財務省「予算関連資料（ファイル No. 27695）」（https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-

download/27695）最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
20 2025 年 11月 16日時点の換算レート（1 ユーロ＝179 円）で約 48億円 
21 法律行政情報局（DILA）関連予算「2023 年度 年次業績計画 別冊 付属別枠予算『公式出版物・行政情報』」

（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_adminis

trative.pdf）最終アクセス 2025年 11月 16 日 
22 2025 年 11月 16日時点の換算レート（1 ユーロ＝179 円）で約 48億円 
23 経済財務省「予算資料（ファイル No. 27695）」（https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-

download/27695） 最終アクセス 2025年 9月 30日 
24 法律行政情報局 (DILA)「2026 年度 年次業績計画書 予算法案付属書 プログラム 623」（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/1088053/file/Publications_officielles_information_administrativ

e.pdf） 最終アクセス 2026 年 2月 6 日 

https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695
https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695
https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/1088053/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/1088053/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/1088053/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
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ツールの更新にとどまらず、法案起草のプロセスそのものを改善しようとしていることを

示している。  

ÉDILEは新法・改正法を問わず、フランス政府が起草する法律、委任立法、政令、省令

の法案起草を支援する法令エディタである。ワープロソフトのような操作性で、そのまま

電子官報等の公開プロセスに使用できる構造化データ（DTD-XML形式）で法案を起草でき

る 25。 

本調査期間において NOPNプログラムを所轄する政府機関へのヒアリングは実現できな

かった。また、法令エディタのユーザーマニュアル等も公開情報からは確認できなかった

ため、本報告書では 2023年 10月に DILAが公開した「ÉDILE–NOPN プログラム紹介動画」

26を用いて ÉDILEの基本的な機能と操作画面の確認を行った。（本紹介動画には ÉDILEの

ベータ版が用いられている）。 

 

ÉDILE の機能と操作の概要： 

① 法令種別の選択 

ÉDILEが起草を支援する法令は、法律「Loi」、委任立法「Ordonnance」、政令

「Décret」、省令「Arrêté」、及びそれらの改正法である（2023年 11月時点）。

Légifranceのデータベースと連携しており、単一の法令だけでなく、複数の法令をダ

ウンロードし、編集作業を行うことができる。 

 

図表 3 ÉDILE の紹介動画スクリーンショット 27 

 

 
25 専門誌「Acteurs Publics第 172–173 号 2024年 11月」 
26 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s） 最終アクセス 2025年 9月 30日 
27 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s） 最終アクセス 2025年 9月 30日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
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② 最新の法令データの取得 

従来は、起草者がまず現行の条文を参照し、それに対して「第 X条の後ろに、以下の

条文を挿入する」といった複雑な改正の指示文を手動で作成する必要があったが、

ÉDILEは Légifrance のデータベースと直接連携しており、最新のテキスト（施行中の

溶け込み法令等）を操作画面に直接インポートすることができる。改正が複数の法令

におよぶ場合等、改正したい条文を複数選択することが可能である。 

以下の操作画面では、保険法と民法からそれぞれ選択された特定の条文が緑色にハイ

ライトされている。 

 

 

図表 4 ÉDILE の紹介動画スクリーンショット 28 

 

③ 直観的な操作画面 

ÉDILEの起草画面には 3カラム構成が採用されている。左の列にインポートした現行

条文、中央の列に編集中の条文、右の列に自動生成された改正指示文（改め文に相

当）が表示される。ユーザーが中央の列でワープロソフトと同じ要領で、文字の追

加、段落の削除、条文の挿入等を行い、確定すると、システムが自動的に読み取り、

「第 X項を削除する」「第 X条を新しい条文に置き換える」といった法令特有の書き

方による改正指示文が右の列に自動的に生成される。これが従来のアプローチとは大

 
28 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s） 最終アクセス 2025年 9月 30日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
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きく異なる点である 29。 

以下の操作画面では、前述の 3つのカラムが表示されている。 

 

図表 5 ÉDILE の紹介動画スクリーンショット 30 

 

画面左側のサイドバーには、インポートされた現行法令の階層構造（ツリー構造）を

表示するナビゲーションが設けられている。このナビゲーションを操作して階層構造

を表示させ、新規の「条」等を追加することも可能である。階層構造に「条」を追加

すると、中央の列の条文の当該箇所へ自動的に「条」が追加される。 

以下の操作画面は、ナビゲーションを操作し、新規の「条」を追加した様子を示して

いる。 

 
29 法律行政情報局（DILA）「2022年活動報告書」（https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf ）

最終アクセス 2026年 2月 9 日 
30 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s） 最終アクセス 2025年 9月 30日 

https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
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図表 6 ÉDILE の紹介動画スクリーンショット 31 

 

④ 法制事務ルールに準拠した改め文の自動生成 

右の列に表示される改正指示文は、フランス政府の法制事務ルールである立法技術の

手引き「Guide de légistique」に含まれる約 120の厳格な規則に準拠している。こ

の仕組みにより、起草者の負担を大幅に軽減しつつ、テキストの信頼性と高い法的整

合性が担保されることが、ÉDILE の最大の特徴である 32。 

以下の操作画面は、現行条文への編集を終えて次のステップへ進んだ状態を示してい

る。画面上には、「保険法典第 L.111-1条は廃止される」といった、システムによっ

て自動生成された改正指示文が表示されている。 

 
31 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
32 法律行政情報局（DILA）「2022年活動報告書」（https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf ）

最終アクセス 2026年 2月 9 日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
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図表 7 ÉDILEの紹介動画スクリーンショット 33 

 

⑤ 法的形式の入力支援 

ÉDILEでは、採択機関、報告者、根拠法令等の情報入力画面が実装されている。DILA

の資料によれば、2024年に表や別表を作成する機能も実装された。さらに、起草者か

ら要望が強かった発効日や執行に関する条項の情報入力画面についても順次実装が進

められている 34。 

以下の操作画面では、法案の採択機関、担当大臣、前提となる根拠法令、起草過程で

諮問した機関等の情報等を入力する画面である。入力内容は自動的に法案に組み込ま

れる。 

 
33 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
34 法律行政情報局（DILA）「2024年業務報告書」

（https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf）最終アクセス 2026年 2月 25日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
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図表 8 ÉDILEの紹介動画スクリーンショット 35 

 

⑥ エクスポート形式 

ÉDILEには、法案の審査・回覧に向けた比較表の作成機能がある。この比較表画面に

は他省庁等関係者に向けて、条文の修正理由や補足メモをコメントとして書き込む

ことができる。作成されたテキストはボタン一つで草案形式や三列比較表形式でエ

クスポートできる。 

以下の操作画面は、ÉDILEで起草されたテキストが草案の形式で表示されたものであ

る。 

 
35 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s


17 

 

 

図表 9 ÉDILEの紹介動画スクリーンショット 36 

 

以下の操作画面は比較表形式で表示されたものである。３つのカラムにはそれぞれ、現

行条文（左）、修正文（中央）、コメント（右）が表示される。 

 

図表 10 ÉDILEの紹介動画スクリーンショット 37 

 
36 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
37 法律行政情報局（DILA）「ÉDILE – NOPN プログラム紹介動画」

（https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 

https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
https://www.youtube.com/watch?v=fbsEmF5wx5c&t=3s
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ÉDILE では対応できない機能について： DILAの業務報告書によると、2024年 6月の調査

時点で、ユーザーの約 3分の 2が ÉDILEで生成されたテキストに修正を加えているとの報

告がある。これらの修正の大多数は、ÉDILEにまだ組み込まれていない機能の欠如に関連

していたものである（例：法令の施行（発効）、及び執行に関する条文の管理機能等）。

一方で、ÉDILEが生成する改正指示文の品質については、97%のユーザーが満足（又は、非

常に満足）していると報告されている 38。 

 

構造化や高度化の具体例：ÉDILE で作成する法令テキストにはメタデータが付与され、デ

ータ構造が大幅に細分化される。既存の法令データベース群(BDJ)では、データ管理の最

小単位が条文レベルだったが、ÉDILE の導入により、法令データは、条文よりもさらに小

さな単位である「項」や「段落」までメタデータが添付され、細分化される。また、

ÉDILEを使用することで、法案担当者は、法令を起草する初期段階から構造化されたデー

タファイルを作成することが可能である。構造化データファイルは、官報電子版、及び

Légifrance上での溶け込み法令の作成に直接利用することが可能である 39。法案担当者が

起草に構造化フォーマットを使用することで、官報編集や溶け込み版の作成における手動

介入やデータ操作の必要性が低減され、法令公表までのプロセスの正確性の向上や時間短

縮につながる 40。構造化された法令データは、将来的に Légifrance での検索性の向上や、

法令間のリンク設定を容易にする 41。 

 

ÉDILE を使用する職員の属性：ÉDILEは、「法令の起草、修正、承認を行う全ての公務

員」を対象として開発されたツールで、2024 年末時点では全ての省庁で使用されている

42。同年末までに、約 700のユーザーアカウントが作成され、1,500 件以上の法案が起草さ

れている 43 。2025 年 11月現在、DILA が主体となり実施している ÉDILEの研修 44も「法令

文書を作成、修正、承認する全ての担当者」が対象となっている。 

 

 
38 法律行政情報局（DILA）「2024年 業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 15 日 
39 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2027」（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-

strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf）最終アクセス 2025年 11月 15日 
40 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2024」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf）最終アクセス 2025 年 11月 15日 
41 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2027」（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-

strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf）最終アクセス 2025年 11月 15日 
42 法律行政情報局（DILA）「2024年業績年次報告書 決算承認法案付属書 別枠予算・任務：公的刊行物および行政情

（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative

.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 27 日 
43 法律行政情報局（DILA）「2024年 業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 15 日 
44 Campus du numérique public「EDILE ツールの研修プログラム」

（https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-

normatifs-edile/）最終アクセス 2025年 11月 15 日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-normatifs-edile/
https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-normatifs-edile/
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ÉDILE の満足度調査：2024年 5月 27日から 6月 7日まで実施されたユーザー満足度調査

によると、ÉDILE について回答者の 3分の 1が「非常に満足している」と答え、残りの 3

分の 2が「満足している」と答えた（「あまり満足していない」又は、「まったく満足し

ていない」という回答は０件だった)。時間の短縮になるかという設問には、3分の 2が

「顕著に時間を短縮する」と回答し、残りの 3分の 1は「やや時間を短縮する」と回答し

た。ÉDILEによって生成されたテキストを信頼するかという設問には、3分の 1が「非常

に信頼する」、残りの 3分の 2は「信頼する」と回答した。ユーザーの 4分の 3は DILA

による ÉDILE の研修を受講済みで、残りの 4分の 1は同僚からの勧めをきっかけに ÉDILE

の使用を始めている。最も期待されている機能は「表と付属文書の管理」、及び「共同編

集」であった 45。2024年の DILA の資料によると、その後のバージョンアップによって

「表と付属文書の管理」は ÉDILE に実装済み、共同編集機能については導入が検討されて

いる 46。 

 

研修体制：ÉDILEは、省庁の他、国務院、国会、上院、地域行政研究所、パリ市等にも順

次導入される予定である。導入にあたっては、2023年 4月に DILA 内に設立された規範作

成支援センター「Centre d'appui à la production normative(CAPNOR)」のチームが技術

的なサポートを行っている。 

DINUMが運営する公務員向けのデジタル研修プラットフォーム／研修サービス「Campus 

du numérique public」において ÉDILE の研修を提供している 47（ÉDILEの研修提供の主体

は DILA である）。研修の概要は以下のとおり。 

① 研修内容 

ÉDILEを用いて、法令文書を起草し、構造化するテキストをゼロから新規作成する、

又は、既存のテキストを修正する。官報掲載等の公開準備ができた最終テキストの書

式を整える。公開のために必要な関連文書を追加する文書管理を行う。 

② 利点 

このツールの利用を通じて、利用者は法令文書の起草におけるスキルを最適化し、効

率を向上させることができる。 

③ 対象者 

法令文書の作成に関わる全ての国家公務員。 

④ 時間と形式 

研修は 2時間。対面又は、遠隔で提供される。 

 
45 法律行政事務局（DILA）「新法令エディタ ÉDILE の展開と利用者満足度」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/institution/engagements/observatoire-des-usagers/article/deploiement-et-satisfaction-

concernant-le-nouvel-editeur-legistique-edile） 最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
46 専門誌「Acteurs Publics第 172–173 号 2024年 11月」 
47 Campus du numérique public「EDILE ツールの研修プログラム」

（https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-

normatifs-edile/）最終アクセス 2025年 11月 15 日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/observatoire-des-usagers/article/deploiement-et-satisfaction-concernant-le-nouvel-editeur-legistique-edile
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/observatoire-des-usagers/article/deploiement-et-satisfaction-concernant-le-nouvel-editeur-legistique-edile
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/observatoire-des-usagers/article/deploiement-et-satisfaction-concernant-le-nouvel-editeur-legistique-edile
https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-normatifs-edile/
https://www.campus.numerique.gouv.fr/catalogue/un-outil-daide-%C3%A0-la-r%C3%A9daction-de-textes-normatifs-edile/
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⑤ 参加者数 

研修は最低 20人の参加者から開催される。 

 

ÉDILE のベースとなった技術と PoC：2021 年に ÉDILE の概念実証（以下、PoC）が 4か月の

期間で行われ 48、経済財務省財務総局内で試験的に ÉDILEの前身となるシステムが導入さ

れた 49 50 。PoCの費用は 30万ユーロ 51であった。PoCのプロトタイプには、Legistixと

いう技術が使用された。約 25％の時間短縮効果が可能と試算され、この成功を基に ÉDILE

が開発されることになった 52。 

 Legistixはフランスの工学系高等教育機関「l’Ecole des Mines de Paris（現：Mines 

Paris–PSL）」が開発した技術である 53。Legistixは元の法律の条文と新しいバージョン

の条文を比較し、修正テキストを自動的に作成する。テキストを自動的に提案することで

大幅な時間短縮を実現し、内部文書や相談文書の準備のための枠組みを提供するとされる

54。また、テキストのセマンティックな意味を理解しようとするのではなく、法令の構造

や他の法令との関連性のみに着目するという純粋に法制的な観点に立脚している。 

 

2.2.3. その他の立法支援ツール 

法令・規制との関連性の高いものについては、現在以下のものが判明している。その他

の AIが主軸のツールは「2.4.4. フランス政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活

用に係る AI 活用の事例」に記載した。 

 

 

 

 
48 法律行政情報局（DILA）「POC Consolidation：法のためのイノベーションの一例」 

（https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-

exemple-d-innovation-au-service-du-droit）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
49 経済財務省「イノベーション政策パンフレット」（https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-

innov.pdf）最終アクセス 2025 年 9月 30日 
50 Émile Marzolf「官報“職人たち”、新ツール導入へ Acteurs Publics 2023 年 10月 19日」 

(https://acteurspublics.fr/articles/les-artisans-du-journal-officiel-bientot-equipes-dun-nouvel-outil/) 

最終アクセス 2025年 9月 30日 
51 2025 年 11月 16日時点の換算レート（1 ユーロ＝179 円）で約 5,370 万円 
52 beta.gouv.fr（DINUM）「Légistix：規範文書の作成・改正支援ツール Légistix」 

（https://beta.gouv.fr/startups/legistix.html）最終アクセス 2025年 9月 30日） 
53 Emmanuel Barthe「法分野における人工知能：過剰宣伝の裏にある現実」 

（https://www.precisement.org/blog/Intelligence-artificielle-en-droit-derriere-la-hype-la-realite.html）最

終アクセス 2025年 9 月 30 日 
54 経済財務省「イノベーション政策パンフレット」（https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-

innov.pdf）最終アクセス 2025 年 9月 30日 

https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-innovation-au-service-du-droit
https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-innovation-au-service-du-droit
https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-innov.pdf
https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-innov.pdf
https://acteurspublics.fr/articles/les-artisans-du-journal-officiel-bientot-equipes-dun-nouvel-outil/
https://beta.gouv.fr/startups/legistix.html
https://www.precisement.org/blog/Intelligence-artificielle-en-droit-derriere-la-hype-la-realite.html
https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-innov.pdf
https://www.economie.gouv.fr/files/livret-bercy-innov.pdf


21 

 

フェーズ 整備の主体 システム名 データ／成果物／機能 

本稼働中 法律行政情報局（DILA）の規

範作成支援センター「Centre 

d'appui à la production 

normative（CAPNOR）」 

Théïa55  Théïa は Légifrance に毎日掲

載される官報の法令テキスト

を分析し、改正法のタイト

ル、条文、そして実行すべき

修正作業の種類ごとに分類

し、法令や判例等の引用リン

クや、ハイパーテキストリン

クの作成／削除を提案する。 

Théïa は、NOPN プログラムの

一部として開発され、2024 年

2 月に導入された 

本稼働中 法律行政情報局（DILA）が中

心だが、公共財政総局 

「Direction de 

l'information légale et 

administrative（DGFiP）」や

省庁間デジタル総局（DINUM） 

も関与 

SIGNALE(Système 

interministériel de 

gestion des 

amendements 

législatifs) 

省庁間法案修正案管理ツール

で、国会審議中に提出された

法案修正案を各省庁が追跡・

処理するのを支援し、立法プ

ロセスにおける検討作業や会

議準備を効率化する。2020 年

に導入された 

PoC 終了、

展開段階 

法律行政情報局（DILA） Service-public.fr

で、生成 AI を使用し

て会話型エージェン

トを作成する実験  

 

Service-public.fr（市民が行

政手続を容易に行い、自らの

権利と義務を知るために必要

な情報とサービスを提供する

政府公式ポータルサイト）

で、ユーザーの質問により迅

速に応答できるように、最初

に AI を使用する可能性を強

化する実験。DILA の発表によ

れば、本 PoC は現在展開段階

にある 56 

図表 11 その他の立法支援ツール 57 

 
55 法律行政情報局（DILA）「利用者により良いサービスを提供するために AI を活用する」

（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-

artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers）最終アクセス 2025年 11月 15 日 
56 法律行政情報局（DILA）「利用者により良いサービスを提供するために AI を活用する」

（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-

artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers）最終アクセス 2025年 11月 15 日 

57 公開資料より作成 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
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溶け込み支援への AI活用：DILAは、法令の溶け込み版作成の自動化を目指し、2021年に

4か月間の PoCを行った。この PoCでは、元の法律、改正法、改正後の溶け込み版という

三つのデータを突き合わせ、どこを修正するかを AIが提案する仕組みを整えた。あわせ

て、データの管理方法（版管理・統計・可視化）と処理の手順を整理し、手順どおり自動

で流れるようにした。変更箇所の認識精度を高めるためのモデルを学習させ、結果は機械

によるチェックと法律の専門家による目視の両方で確認した。その結果、語句の置換、段

落の追加・削除、条文の新設といった一般的な改正は安定して自動反映できた。思わぬ不

具合を招かぬよう、深層学習に過度に依存しない設計にされた 58 59。なお、本 PoCには

Python、PyTorch、Flask等オープンソース技術が用いられた。本 PoCは肯定的に評価さ

れ、2022年に「Théïa」の開発プロジェクトが開始された 60。 

 

Théïa について：Théïaは、DILA が開発し 2024 年初頭から本番稼働している AIを活用し

た法令溶け込み支援ソリューションである。その技術基盤は、ChatGPTのような文章生成

を行う生成 AIではなく、Pythonや PyTorch（深層学習フレームワーク）を用いた解析ネ

ットワークを中心としており、深層学習への依存を限定的にすることで堅牢性を確保した

設計とされる 61。AIモデルは、官報や Légifrance等、DILA のデータベースに蓄積されて

いる数百万件に及ぶテキストを用いて事前学習されており、現在も継続的に学習・アップ

デートが行われている 62。 

Théïaは、法令を起草するための AIではなく、公表後の法令を維持・管理し、その可読

性を高めるためのツールである 63。具体的な機能としては、毎日官報で掲載される法令テ

キストのデータを解析し、タイトルや条文ごとに分析・分類を行う。その上で、「新設」

や「廃止」といった比較的単純な変更操作を特定し、法令溶け込み担当チームに対して溶

け込み作業を自動的に提案する。これにより、担当者は機械的で反復的な入力作業から解

放され、付加価値の高い業務に集中することが可能になるとされる。 

Théïaは、官報に掲載されたテキストと、Légifrance に掲載されている既存の法令テキ

ストを解析し、Légifrance 内の異なる法令テキストのナビゲーションを可能にするハイパ

ーリンクや引用リンクの自動生成や追加を提案する。これにより、ある法令がどの判例で

 
58 法律行政情報局 (DILA)「統合法の PoC：法のためのイノベーションの一例」(https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-

innovation-au-service-du-droit) 最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
59 Datalchemy「自動化された法令統合法サービス」（https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-

automatisee-de-textes-juridiques/） 最終アクセス 2025年 9月 30 日 
60 法律行政情報局（DILA）「2022年 業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf）最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
61 Datalchemy「自動化された法令統合法サービス」（https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-

automatisee-de-textes-juridiques/） 最終アクセス 2025年 9月 30 日 
62 法律行政情報局（DILA）「2023年 業務報告書（https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2023_web.pdf） 

最終アクセス 2026年 2月 9 日 
63 法律行政情報局（DILA）「2023年年次活動報告」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2023_web_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 15日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-innovation-au-service-du-droit
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-innovation-au-service-du-droit
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/missions-regaliennes/poc-consolidation-un-exemple-d-innovation-au-service-du-droit
https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-automatisee-de-textes-juridiques/
https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-automatisee-de-textes-juridiques/
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-automatisee-de-textes-juridiques/
https://datalchemy.net/nos-prestations/consolidation-automatisee-de-textes-juridiques/
https://www.dila.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2023_web.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2023_web_accessible.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2023_web_accessible.pdf
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引用されているか、あるいは他のどの法令に影響を与えるかといった、複雑な法情報の関

連性をユーザーが容易に把握できるようになる。Théïaが本稼働を開始して以来、2024 年

末時点で Légifrance 上のアクティブなハイパーテキストリンクの数が 2倍以上になった

64。 

ただし、運用面では「人間参加型」のプロセスが徹底されており、AIが勝手に法令を書

き換えることはない。Théïaはあくまで溶け込み担当者に対して変更箇所を「提案」する

役割にとどまり、その結果は必ず法律の専門家によって検証・承認された上で、品質が担

保されてから Légifranceに公開される 65。 

 

官報と溶け込み版の「ゼロ欠陥」目標：DILA は官報や溶け込み版掲載までの編集・公表プ

ロセスにおいて「ゼロ欠陥」を目標としている。そのために、ペーパーレス化や手作業に

よる介入の削減を通じた生産性・品質向上に取り組み、NOPN プログラム以外にも官報に公

表されるテキストの入力処理を行うツール等の技術的改善を進めている。こうした継続的

な改善により、官報の修正件数は 2018年の 19件から 2024年の 8件（目標値は 9件）66に

減少している。2025 年以降も修正件数を同程度の水準に抑える計画である。 

 

 

（執筆者が翻訳） 

※「2024年計画策定時点の目標値」を指す 

図表 12 官報掲載の修正件数推移（実績と目標）67 

 

 
64 法律行政情報局（DILA）「2024年業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 15 日 
65 法律行政情報局（DILA）「人工知能：利用者サービス向上のためにどう活用するか」

（https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-

emparer-pour-mieux-servir-les-usagers）最終アクセス 2026年 1月 28日 
66 法律行政情報局（DILA）「2024年業績年次報告書 決算承認法案付属書 別枠予算・任務：公的刊行物および行政情

（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative

.pdf） 最終アクセス 2025年 12月 24日 
67 法律行政情報局（DILA）「2025年度 年次業績計画書 予算法案付属書 プログラム 623」 

（https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695） 最終アクセス 2025 年 12月 24 日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_2024_accessible.pdf
https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
https://www.dila.gouv.fr/actualites/toutes-les-actualites/dila/article/intelligence-artificielle-s-en-emparer-pour-mieux-servir-les-usagers
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/27695
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2.2.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

NOPNプログラム（規範作成のための新ツール群）の費用対効果については、DILA「2023

年度 年次業績計画別冊 付属別枠 予算公式出版物・行政情報」68に分析が記載されてい

る。以下は当該資料から NOPNプログラムに関する数値を抜粋し、機械翻訳したものであ

る。なお、表中の ETPTはフルタイム労働換算人員を指す。 

 

 

（執筆者が翻訳） 

図表 13 NOPNプログラムの定量的評価 69 

 

コスト増と開発長期化にもかかわらず、目標水準は維持：前述のとおり、当初見積もられ

ていた開発費用は、プログラム開始から約 1年後の再評価でほぼ倍増し、期間も 60か月

から 84か月へ 40%延長されている。これにもかかわらず、常勤職員削減目標と回収期間は

当初の数値のまま維持され、費用増加に合わせて成果指標（利益）の再評価は行われてい

ない。これは、プロジェクトの絶対的な達成目標として定量的な成果目標が課されている

ものの、NOPNプログラムが行政サービスに必要な基盤の持続的な維持と質的向上を目的と

した投資と位置づけられていることを示唆する。 

 

2.3. 法令データの公表媒体・提供状況 

2.3.1. 法令データの整備主体 

内閣事務総局（SGG）は法令データの編集責任と監督、及び官報への掲載責任を担う。 

法律行政情報局（DILA）は法令データベースの維持・管理、溶け込み法令の作成、及び

公式法令情報ウェブサイトの運営を担う。 

 

 
68 法律行政情報局（DILA）「2023年度 年次業績計画 別冊 付属別枠予算『公式出版物・行政情報』」

https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_adminis

trative.pdf）最終アクセス 2025年 11月 16 日 
69 同上 

https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
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2.3.2. 法令データのデータベース 

現在、Légifranceに掲載される法的情報は、「BDJ」と総称される複雑に分岐したデー

タベース群から供給されている。BDJは DILA が整備・運用しているが、NOPNプログラム

で「RUNE」と呼ばれる新しい単一のリポジトリに置き換えられる予定である。 

フランスの国内法、及び規則類に関しては、機能の異なる二つの主要データベースがあ

る。いずれも、DILA が Légifranceを通じて提供している 70。 

 

名称 収録されている法令 情報源 整備の主体 

JORF 官報のデータベース。制定され公布

された時点のオリジナルの全文 

法律行政情報局

（DILA） 

 

法律行政情報局

（DILA） LEGI 公式法典、法律、規制の溶け込みさ

れた全文 

法律行政情報局

（DILA） 

図表 14 フランスにおける法的情報のデータベース 71 72 

 

フランス政府が発する主な法令の種類は以下のとおりである。 

 

法令種別 概要 

憲法 

（Lois constitutionnelles） 

憲法は、国際条約や EU 法を含む他のあらゆる法規や規制よ

りも上位に位置する 

法律（Loi） 議会制定後、大統領により公布される。官報で公布 

委任立法（Ordonnances） 憲法 38 条に基づく行政府への委任立法で、授権法を前提に

国務院の審議を経て閣議で発令され、大統領が署名する。議

会が期限内に批准すれば法律と同等の効力を得る。官報で公

布 

政令（Décrets） 

 

首相又は、大統領が発令する。国務院審議を経た政令、閣議

審議を経た政令、及び単純政令の 3 カテゴリがあり、全て官

報で公布 

省令（Arrêtés） 首相の権限委譲に基づき、政府大臣、県知事、市長によって

発令される。合同省令、県令、市令とも呼ばれることがあ

る。官報で公布 

 
70 法律行政情報局（DILA）「LEGI：法典・法律・統合法テキスト — 再利用とデータサービス」

（https://www.data.gouv.fr/datasets/legi-codes-lois-et-reglements-consolides/reuses_and_dataservices）最終

アクセス 2025 年 9月 30 日 
71 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2020」 

（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan_strate_gique_dila_2020.pdf）最終アクセス 2025 年 9

月 30日 
72 Bertrand Cassar「フランス法における立法技術」（https://forum.guide-legistique.fr/wp-

content/uploads/2021/01/Cours-Le%CC%81gistique-Bertrand-Cassar-DUDEI-2021.pdf）最終アクセス 2025 年 9月 30

日 

https://www.data.gouv.fr/datasets/legi-codes-lois-et-reglements-consolides/reuses_and_dataservices
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan_strate_gique_dila_2020.pdf
https://forum.guide-legistique.fr/wp-content/uploads/2021/01/Cours-Le%CC%81gistique-Bertrand-Cassar-DUDEI-2021.pdf
https://forum.guide-legistique.fr/wp-content/uploads/2021/01/Cours-Le%CC%81gistique-Bertrand-Cassar-DUDEI-2021.pdf
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法令種別 概要 

決定（Décisions） 法的な効力を広く及ぼす決定は官報で公布され、特定の個人

に関わる個別行政決定は署名をもって効力が発生する 

通達（Circulaires） 政策の原則を定めるガイダンスで、行政サービスの運営規則

を確立する。法律や政令のような直接的な強制力はもたな

い。原則として各省庁の公報に掲載される 

指令（Directives） 政策の原則を定めるガイダンスで、法令の適用に関する指針

を提供する。法律や政令のような直接的な強制力はもたな

い。原則として各省庁の公報に掲載される 

図表 15 フランスの法令種別 73 

 

溶け込み法令の枠組み：Légifranceに掲載されている法律・政令は、1945年以降、網羅

的に溶け込み版が作成されている。省令は「選定された一部」のみが溶け込みされ、その

他の省令は 1990 年以降のものが原典として Légifranceで提供されている。 

 2002 年「インターネットによる法令公開の公共サービスに関する政令」74は、インター

ネットを通じて法律・規則・判例等の法情報を一般の人々に無償で提供することを、国の

責任による「公共サービス」として明確に位置づけ、その公式ポータルとして 

Légifrance ウェブサイトを位置づけた。この政令では、Légifranceを通じて提供される

法令データに「溶け込みされた法律、及び規則」が明示的に含まれている。 

 法律や政令等の場合、DILA の法令溶け込みチームが溶け込み作業を担う。溶け込み作業

は、通常、JORF の発行後、最大 3営業日以内に完了し Légifrance に公開される（ただ

し、特に分量が多い、複雑な溶け込み版の作成を必要とする場合は除く）。 

 なお、2021年に下院において溶け込み法令における誤記が指摘されたことを受け、政府

は立法プロセスの全面的なデジタル化により、起草の時間短縮と品質向上を図る方針を示

している 75。 

 

公式法典の枠組み：法律が「理解可能で、アクセスしやすい」ことは、1999年 12月 16日

の憲法院決定によって、「憲法上の価値ある目的」として確立されている。この「アクセ

ス可能性と理解可能性」の原則は、2006 年に最高行政裁判所である国務院により、法律以

外の行政が定める規則（政令等）にも拡大適用された。この憲法上の目的を達成するた

め、政府は溶け込み版の整備のほか、法典化（権利義務や法的効果は変更せずに散在する

 
73 N-Lex（EU 公式ウェブサイト）「EU 各国法令ポータル：フランス」より作成（https://n-lex.europa.eu/n-

lex/info/info-fr/index）最終アクセス 2025年 11 月 13 日 
74 フランス政府「インターネットによる法令公開の公共サービスに関する政令」 

（https://www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000000413818）最終アクセス 2025年 9月 30日 
75 フランス下院「質問第 43615号 Légifrance における物理的誤りについて」(https://questions.assemblee-

nationale.fr/q15/15-43615QE.htm)  最終アクセス日：2025年 9月 30日 

https://n-lex.europa.eu/n-lex/info/info-fr/index
https://n-lex.europa.eu/n-lex/info/info-fr/index
https://www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000000413818
https://questions.assemblee-nationale.fr/q15/15-43615QE.htm
https://questions.assemblee-nationale.fr/q15/15-43615QE.htm
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複数の関連法令を一つの法典に集約すること）を主要な手段として推進している 76。法典

化の目的は、1996年の首相通達 77において、「特定の分野に関する法令を、合理的で、秩

序立ち、一貫性のある形で提示すること」と定義されている。これは、法律が成立した

「日付順」ではなく、主題に沿って並べることを意味している。公式法典の公開に伴う作

業日数も、溶け込み法令と同様、JORFの発行後最大 3営業日以内である。一方で、これら

の取組により法の可読性は向上するものの、根本的な簡素化や、法のわかりやすさの向上

という点では課題も残るという指摘がある 78。 

 

 フランス共和国官報 溶け込み法令 公式法典 

正式名称 Journal officiel de 

la République 

Française 

Codes et textes 

consolidés 

Codes officiels 

法的効力 あり（正本） なし（参考情報） なし（参考情報） 

内容 公布された一次情報と

して、法律、委任立

法、政令、及び一部の

省令、立法、及び規制

文書、憲法院の裁決、

議会情報、及び各種の

法的な公告等 

1945 年以降の法律、政

令、委任立法につい

て、改正が組み込まれ

た溶け込み版として最

新の内容に更新したも

の 

体系的に整理された 73

の現行法典、及び 29 の

廃止された法典につい

て、改正が組み込まれ

た溶け込み版として最

新の内容に更新したも

の 

整備の主体 法律行政情報局

（DILA） 

法律行政情報局

（DILA） 

法典化高等委員会 

(CSC) 

公表の媒体 Légifrance 

（2016 年 1 月 1 日以

降、紙媒体の発行は終

了。Légifrance では

1869 年以降の全ての紙

媒体の官報のデジタル

化、及び OCR 化された

バージョンが公開され

ている） 

Légifrance Légifrance 

 
76 法律行政情報局（DILA）「法へのアクセスを簡素化し容易にする法典化と統合法」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 14 日 
77 憲法院「法律および規制の法典化に関する 1996年 5 月 30 日付け首相通達」

（https://www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000000742705）最終アクセス 2025年 9月 30日 
78 法律行政情報局（DILA）「法へのアクセスを簡素化し容易にする法典化と統合法」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 14 日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000000742705
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/inter_croatie_sept2013.pdf
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 フランス共和国官報 溶け込み法令 公式法典 

公表のタイミング 両院で可決された法律

は SGG に送付され、15

日以内に大統領により

審署され、翌日の官報

に掲載される。政令以

下のものは、首相の署

名日又は、制定日の数

日から数週間後に官報

に掲載される 79 

原則、官報掲載後、3

営業日以内（ただし、

特に分量が多い、及び/

又は、複雑な溶け込み

作業を必要とする場合

は除く）80 

原則、官報掲載後、3

営業日以内（ただし、

特に分量が多い、及び/

又は、複雑な溶け込み

作業を必要とする場合

は除く）81 

図表 16 フランス政府提供の法令情報源の比較 82 

 

2.3.3. 法令データの公表媒体 

2019年に設立された DINUMは、SGGや DILA と連携して、法令データを Data.gouv.fr

（政府のデータ共有プラットフォーム）を通じて公開・流通させるインフラを提供・管理

している。2016 年「デジタル共和国法」83は、オープン・バイ・デフォルト原則、機械可

読形式と標準の義務付け、無料で自由なデータの再利用の保証と法的障害の排除という 3

つの主要な原則を法的に確立し、行政機関にその遵守を義務付けることで、データの公開

と再利用の基盤を強化している。 

フランス政府が一般向けに提供する主要な法令データの公表媒体は 3つあり、それぞれ

に異なる役割を持つ。以下に主な内容をまとめる。 

 

公表媒体（URL） データの種類と特徴 

Légifrance 

(https://www.legifrance.gouv.fr/) 

 

フランス政府の公式法令情報ウェブサイト。法的効力

を持つ電子官報「JORF」が日々公表されるほか、最新

の状態に溶け込みされた公式法典法律、政令、一部の

省令、判例等に無料でアクセスでき、国民にとって主

要な法令アクセス媒体となっている。EU 法関連情報、

 
79 国立国会図書館 リサーチ・ナビ「フランス 政治・法制度ガイド」

(https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/France) 最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
80 法律行政情報局（DILA）「LEGI プレゼンテーション」

（https://echanges.dila.gouv.fr/OPENDATA/LEGI/DILA_LEGI_Presentation_20170824.pdf）最終アクセス 2025年 9 月

30 日 
81 法律行政情報局（DILA）「LEGI プレゼンテーション」

（https://echanges.dila.gouv.fr/OPENDATA/LEGI/DILA_LEGI_Presentation_20170824.pdf）最終アクセス 2025年 9 月

30 日 
82 Légifrance「公式法令ポータル」より作成（https://www.legifrance.gouv.fr/）最終アクセス 2025年 11月 13 日 
83 フランス政府「デジタル共和国法」（https://www.legifrance.gouv.fr/loda/id/JORFTEXT000033202746）最終アク

セス 2025年 9 月 30 日） 

https://www.legifrance.gouv.fr/
https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/France
https://echanges.dila.gouv.fr/OPENDATA/LEGI/DILA_LEGI_Presentation_20170824.pdf
https://echanges.dila.gouv.fr/OPENDATA/LEGI/DILA_LEGI_Presentation_20170824.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/
https://www.legifrance.gouv.fr/
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公表媒体（URL） データの種類と特徴 

EU の公式法令サイトである EUR-Lex へのリンクも設け

ている 

Journal-officiel.gouv.fr 

（https://www.journal-

officiel.gouv.fr/pages/accueil/） 

社団法人や財団に関する官報「JOAFE」や、企業の義

務的な財務情報等の法定公告「BALO」等を専門に配信

するサイトである。経済的・社会的な活動の透明性を

確保する役割を持つ 

Data.gouv.fr  

（https://www.data.gouv.fr/） 

Légifrance の基盤となる法的データ（官報、法令等）

を含む 47,000 以上のデータセットを、無償のオープ

ンデータとして公開する、フランス政府の公式プラッ

トフォーム。再利用しやすい構造化された XML 形式や

API を通じて提供される。Data.gouv.fr や 

Légifrance の溶け込みテキストは情報提供が目的で

あり、法的な効力を持たない 

図表 17 フランス政府・議会による法令情報公表媒体 84 

 

Légifrance訪問者数と API呼び出し件数の推移： 

年 

 

年間訪問者数※ 

（ ）内は

API の年間呼

び出し数 

対前年増減率 

 

DILA による増加の要因分析 

2020 年 145.8 百万 

（非公開） 

+17.1% 過去最高のアクセス数を記録。API の本稼働開始。 

① 新型コロナウイルス危機に伴い、関連法令テキ

ストの需要が急増した 

② サイトの大幅なリニューアルが行われた（検索

機能の強化等） 

2021 年 

 

136.0 百万 

（非公開） 

-6.7% 2021 年は計測ツールの不具合のため、控えめな推

測値で、実際は 136 百万よりやや多いと考えられて

いる 

① 継続的な機能拡充による増加（ワンクリックで

テキスト/記事の最新版にアクセスできる機能

や過去のコンテンツへのアクセスの簡素化） 

② 幅広いユーザーに向けた YouTube チャンネルを

開設し、Légifrance の動画チュートリアルを

 
84 公開情報より作成 

https://www.journal-officiel.gouv.fr/pages/accueil/
https://www.journal-officiel.gouv.fr/pages/accueil/
https://www.data.gouv.fr/
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年 

 

年間訪問者数※ 

（ ）内は

API の年間呼

び出し数 

対前年増減率 

 

DILA による増加の要因分析 

公開した。その結果、最初の 6 か月間でアクセ

ス数は 22%増加した 

2022 年 150.9 百万 

（35 百万） 

+19.5% 過去最高の訪問者数を更新（対前年増加率について

は、前年の数値が過小評価されているため参考値と

なる） 

① 継続的な機能拡充による増加 

② 大統領選挙、及び立法府選挙による関連法令テ

キストの需要増 

2023 年 167.2 百万 

（155 百万） 

+10.8% 過去最高の訪問者数を更新。API も前年の約 4.4 倍

（+342.9%）と大幅に増加 

① 法律関係者以外の一般ユーザーの利便性を高

める施策の成功（Légifranceから Service-

public.fr や Vie-Publique.fr への相互リン

ク等） 

② AI を用いたデータ分析の発展や、官民による

新サービスの開発という文脈で、DILA は法的

情報のデータベースの品質とアクセス性の向

上と API の実装を継続的に推進  

2024 年 183 百万 

(202 百万) 

+9.5% 過去最高の訪問者数を更新 

① 欧州議会選挙、国民議会解散、前倒し総選挙等

による関連法令テキストの需要の増加 

② API の呼び出し数が Légifrance のサイトへの

直接訪問数を上回り、前年に引き続き

LegalTech 企業等によるデータの再利用が堅調

であると考えられる 

※DILA の報告書では「Nombre de visites sur le site‘legifrance.gouv.fr’」と記載。

一般的なウェブ解析におけるセッション数（訪問回数）に相当する。ウェブ解析アプリケ

ーション「At Internet」を使用して毎月測定・抽出されている。 

図表 18 Légifranceウェブサイト訪問者数と API Légifrance呼び出し件数の推移（2020

年以降）85 

 

 
85 公開資料より作成 
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Légifrance ユーザー調査：DILA は、Légifranceについて大規模なアンケートを 2019年

と 2022 年に行った。その結果はウェブサイトの機能拡充や利用者の期待に応じたウェブ

サイトのリニューアルの優先順位付けのために活用されている。 

① 2019年:大幅なリニューアルのベータ版公開後、ウェブサイト上の自己記入式アンケ

ートとして行われた。法律専門家か否かを問わず利用者の期待をプロジェクト各段階

で把握するために用いられた 86。このフィードバックに基づき、条文のタイムライン

表示機能や、簡素化された全文（フルテキスト）検索等の新機能 87が追加された。 

② 2022年:12月 5日から 23日にかけて Légifranceの利用者に対してオンライン調査が

実施され、約 15,000件の回答が寄せられた 88。 

 

また、DILA は、ユーザーの声を継続的に収集・活用する体制を整えている。 

① 2022年 3月に設立されたユーザーオブザーバトリ「Observatoire des usagers」は、

Légifrance を含む DILA のウェブサービスの利用者プロファイルと期待の把握を強

化し、満足度向上とサービス改善を促進することを目的としている。Légifrance の

大幅リニューアル（近代化プロジェクト）以降、メッセージ、専用オンラインツー

ル、ソーシャルメディア（特に「X」）を通じたユーザーフィードバックの継続的分

析も維持されている。機能の拡充はユーザーの意見に基づいて決定される。2024年の

業務報告書でも、DILAのウェブサイト利用者をよりよく知るための努力が続けられて

いることが強調されている。これらの調査結果は、ウェブサイトの人間工学（エルゴ

ノミクス）や API の提供といった Légifrance の継続的な進化の方向性を定める基礎

となっている。 

 

ユーザーからの要望の内容について： Légifrance のユーザーからの問い合わせは、溶け

込み法令に関する問題に集中するとされる。法律関係者からの問い合わせでは、特定の法

的な参照、改訂された条項の追跡、及び判例の複雑な検索に関する要望が多い。2022 年に

は、ユーザーからのフィードバックに基づき、判例に関する高度な検索の簡素化が図られ

た 89。 

 

Légifranceの機能拡充：Légifranceには継続的に新機能の追加や UIのリニューアルが行

われているが、2020 年 9月には大幅な機能の拡充（近代化）が行われている。2020年の

 
86 フランス政府「公的刊行物および行政情報 2019年業績報告」（https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-

download/4814）最終アクセス 2025年 11月 15 日 
87 Légifrance「近代化版クイックスタートガイド」（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/en-

tete/legifrance-modernise-guide-de-prise-en-main-rapide-v1.2.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 15 日 
88 法律行政情報局（DILA）「2022年 業務報告書」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf）最終アクセス 2025 年 11月 15日 
89 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2024」（https://www.dila.premier-

ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf） 最終アクセス 2025年 11月 16 日 

https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/4814
https://www.budget.gouv.fr/documentation/file-download/4814
https://www.legifrance.gouv.fr/
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/rapport_dila_v4_web.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/planstrate_gique-dila2024.pdf
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機能の拡充については、専門的な検索が必要なユーザー向けに「近代化版クイックスター

トガイド」90がインターネットで公開されている。 

 

機能名 概要 有用性 

Service-public.fr へのリンク

（情報実践タブの導入） 

Légifrance 上の法令や条文の記

事ページに、「Informations 

pratiques」（実務情報）タブ又

は、同様の機能が追加され、そ

こから、Service-public.frの

関連する「vos droits et 

démarches」（あなたの権利と手

続）のページへ直接リンクする

機能。Entreprendre.Service-

public.fr（企業向けサイト）へ

のリンク開発も進められている 

法令の具体的な適用や影響を非

法律家にも理解しやすく示し、

行政サービス情報や手続へのア

クセスをスムーズにする 

条文のタイムライン表示 条文ページに表示される年表形

式のタイムラインのスライダー

を動かすだけで、過去の特定の

日の条文や将来施行予定の条文

へ瞬時に切り替えられる機能 

過去・現在・将来の条文バージ

ョン間の追加・削除・修正等の

変更点を明確に比較でき、法改

正のプロセスを追跡しやすくす

る 

新旧対照・バージョン比較 改正前と改正後の条文を左右に

並べ、削除箇所や追加箇所等の

変更部分を色分けして強調表示

する機能。プログラマーが使用

する Diff 等のコード比較ツー

ルと同様の仕組みを応用してい

る 

微細な変更から、意味を変える

重要な変更までで把握でき、法

改正の影響分析を効率化する 

関連する判例へのリンク 条文ページの下部に、その条文

を引用・解釈した判例や、その

条文が根拠とする上位法令・下

位法令へのリンクが自動的に生

成・表示される機能 

抽象的な規定についても、具体

的な適用事例を把握できるた

め、法の予見可能性を高め、調

査時間を短縮する 

高度な検索 キーワード検索の結果に対し、

左サイドバーで法分野、文書の

数千万件規模のデータベースか

ら目的の情報に迅速にたどり着

 
90 Légifrance「近代化版クイックスタートガイド」（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/en-

tete/legifrance-modernise-guide-de-prise-en-main-rapide-v1.2.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 16 日 

https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/en-tete/legifrance-modernise-guide-de-prise-en-main-rapide-v1.2.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/en-tete/legifrance-modernise-guide-de-prise-en-main-rapide-v1.2.pdf
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機能名 概要 有用性 

種別、日付、裁判所の種別等の

属性を使い、動的に結果を絞り

込む機能 

ける。特定キーワードや期間、

裁判所等を組み合わせた複雑な

条件でも、検索式を入力せずク

リック操作だけで直感的に絞り

込めるため、専門知識のない一

般利用者の検索ハードルを大幅

に下げる 

図表 19 Légifranceにおける主な利便性の高い機能(2025年時点)91 

 

Service-public.frとの連携：Service-public.frも、DILAによって運営されるウェブサ

イトである。Légifranceが法令の一次情報を提供し、Service-public.frが、平易な言葉

で法令を説明した「解説シート」と呼ばれる解説や、法令が生活上の具体的な状況や行政

手続にどのように適用されるかという情報を提供する。両ウェブサイトでは、共通の UI、

相互リンク、APIの公開等緊密な連携が図られている。なお、DILAは、企業や起業家向け

の情報と行政手続のための Entreprendre.Service-public.frも運営している。 

 

対象者別の法令解説資料の作成：DILA は、行政機関等で立法を担う専門家向け、一般市民

向け等、対象者に合わせて法令情報を解説した資料（Fiches）を作成している。 

① 立法起草ガイド「Fiches du guide de légistique」は主として省庁の法令作成者向

けの法の品質管理を目的としており、Légifranceを通じて PDF形式と ePub形式 92で

提供されている。国務院と SGGが共同で作成している 93。 

② あなたの権利と手続「Fiches‘Vos droits et démarches’」は、法令の具体的な影

響を非専門家にも分かりやすく説明する解説資料である。Service-public.fr を通じ

て HTML 形式と PDF 形式で提供されている。市民の利便性向上のため、Légifrance 

の法令条文ページからリンクも設定されている。さらに、「あなたの権利と手続」は

オープンデータとしても公開されており、Data.gouv.fr で XML 形式等の構造化デー

タとして提供されている。作成を担うのは DILA のマルチチャネル行政情報部門

「Département de l’information administrative multi-canal(DIAM）」と、日々

の行政情報に関する電話での問い合わせに対応する省庁間コールセンター「Centre 

d’appels interministériels(CAI）」が、利用者からの質問に関する専門知識を活

 
91 公開資料より作成 
92 World Wide Web Consortium（W3C） 「EPUB 3 概要（EPUB 3 Overview）」（https://www.w3.org/TR/epub-

overview/）最終アクセス 2025 年 11 月 30 日  
93 フランス首相府「立法技術の手引き（2017 年版）」

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-

legistique-edition-2017-format-pdf.pdf） 最終アクセス 2025 年 9月 30日 

https://www.w3.org/TR/epub-overview/
https://www.w3.org/TR/epub-overview/
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-legistique-edition-2017-format-pdf.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/autour-de-la-loi/guide-de-legistique/guide-de-legistique-edition-2017-format-pdf.pdf
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かして作成に参加している 94。CAIは DILAの一般向け製品部門「Sous-direction des 

publics et des produits(SDPP）」に属する組織である。 

 

DILAは、Service-public.frの利用者からの質問への応答を支援する AIアシスタント

ツールの実験も行っている。生成 AIモデルの学習には Service-public.fr の解説資料が

含まれている。将来的には、この AIアシスタントを利用者に直接提供することも検討さ

れている 95。 

 

 
94 法律行政情報局（DILA）「法制・行政情報総局の組織に関する決定 D-2025-003」 

（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/d-2025-003-organisation_dila-

abrogeant_la_decision_no_2024-001_du_12_janvier_2024.pdf ）最終アクセス 2025年 11 月 16 日 
95 法律行政情報局（DILA）「イノベーション：DILA における継続的プロセス」 

（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/article/innovation-un-processus-en-

continu）最終アクセス 2025年 11月 16日 

https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/d-2025-003-organisation_dila-abrogeant_la_decision_no_2024-001_du_12_janvier_2024.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/d-2025-003-organisation_dila-abrogeant_la_decision_no_2024-001_du_12_janvier_2024.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/article/innovation-un-processus-en-continu
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/institution/engagements/article/innovation-un-processus-en-continu
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（執筆者が翻訳） 

図表 20 あなたの権利と手続「Fiches‘Vos droits et démarches’」の例 96 

 

Légifrance「電子金庫」導入プロジェクト： DILAは、Légifranceで公開している法令へ

の永続的なアクセスの保証を目的として、電子金庫の設置プロジェクトを策定中である

97。電子金庫自体は、文書の証明価値を安全に保管するツールであり、アクセス制御とト

レーサビリティの機能も提供する。本プロジェクトの目的は、JOEA（公式電子官報）や

INAP（名前の変更や帰化申請等、機密性の高い個人情報を含む官報のカテゴリ）をアーカ

イブし、Légifrance ウェブサイト上で永続的に利用可能にすることである。電子金庫への

アーカイブによって、現在 3年ごとに行われている日付の再更新作業を行う必要がなくな

る 98。 

 

2.3.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

DILAは所轄する目標達成度を所定の評価指標で分析し、年次報告書等で公表している。

Légifranceに特化した定量的パフォーマンス指標は、主に「法規範の普及」というカテゴ

リに含まれる。なお、Légifrance の訪問者数はアクセス解析ツールによるものである。官

報メールの登録者数の集計は自動化された月次統計システムによって行われている。ウェ

ブサイト訪問数は年間合計で、官報メールの登録者数は毎年 12月 31日現在の結果で、ウ

ェブサイトの外部ホスティングプロバイダーの月次統計に基づいている。 

 

評価指標 測定対象 測定結果（2024 年） 

法の普及に関する指標 Légifrance の訪問者数 1 億 8,270 万（前年比＋9.45％） 

法の普及に関する指標 官報メール配信（日刊）登

録者数 

13 万 5,536（前年比＋6.23％） 

品質に関する指標 官報掲載テキストに対する

訂正件数 

31,662 件のテキストに対し 8件の訂正

（0.03％） 

図表 21 Légifranceに特化した主要指標（2024年）99 

 

 
96 Service-Public.fr「社会保障を受け取る権利は残るか？」（https://www.service-

public.gouv.fr/particuliers/vosdroits/F16622）最終アクセス 2025 年 11月 30日 
97 フランス下院「公的刊行物および行政情報 説明資料」（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_adminis

trative.pdf）最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
98 フランス公文書館「公共調達の電子アーカイブ・ガイド」

（https://francearchives.gouv.fr/fr/file/a55581b91128d689900f518fa2afe6f4f2c5ca37/Annexe2_guide_archivage_

electronique.pdf）最終アクセス 2025年 9 月 30 日  
99 フランス政府予算総局「2024年業績年次報告 別枠予算 公式刊行物および行政情報」（https://www.assemblee-

nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf 

）最終アクセス 2025 年 9月 30 日 

https://www.service-public.gouv.fr/particuliers/vosdroits/F16622
https://www.service-public.gouv.fr/particuliers/vosdroits/F16622
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/494496/file/PAP2023_BA_Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://francearchives.gouv.fr/fr/file/a55581b91128d689900f518fa2afe6f4f2c5ca37/Annexe2_guide_archivage_electronique.pdf
https://francearchives.gouv.fr/fr/file/a55581b91128d689900f518fa2afe6f4f2c5ca37/Annexe2_guide_archivage_electronique.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
https://www.assemblee-nationale.fr/dyn/contenu/visualisation/906994/file/Publications_officielles_information_administrative.pdf
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新たな指標の必要性：DILAの「戦略計画 2027」100において、「AIプラットフォームの台

頭」や「APIの利用増加」といった新しい利用形態に適応するため、「サービス利用をよ

り網羅的に測定するために、新しい指標を定義する必要がある」と述べられている。これ

には、データの再利用を含む利用状況を測定することが含まれる。 

 

2.4. 法令データの利活用状況、及び Rules as Code や AI技術活用状況 

2.4.1. 法令データの APIサービス 

「API Légifrance」は、2020 年 9月にリニューアルされた Légifrance サイトの基盤と

なる APIであり、データの再利用促進のために提供されている。公開以来、API 

Légifranceへの呼び出し件数は 2023 年に 1億 5,500万件、2024年には 2億 200万件を超

えた。 

 本 APIで提供されている法令、法典、溶け込み法令、判例等の法的データは、Open 

Licence ETALAB2.0101の下で商業利用を含む再利用が認められているが、法的拘束力は電子

認証された官報（JOEA）の PDF版のみであり、API経由の法令データは法的拘束力を持た

ない。 

 API Légifranceは、フランス政府の APIサービス相互仲介プラットフォームである

「PISTE」という認証基盤を通じて無料で提供されている。API Légifranceの利用には

PISTE、及び API 独自の両方の利用規約への同意が必須である 102。APIのデータエンドポイ

ント（URL）は、登録後に PISTE のドキュメント内で確認が可能になる 103。PISTEは 2025

年現在でもベータ版として運用中である。 

なお、溶け込み版（LEGI）と官報（JORF）については、DILA のデータ管理窓口へ個別に

依頼すると File Transfer Protocol Secure（FTPS）104で一括取得が可能であり、初回の

大量取得は FTPS でファイルの一括ダウンロード、日々の差分は APIを利用という使い方

が可能である。 

 

PISTEにおける API Légifranceの使用には、以下の条件が適用される。 

• オープンライセンス 2.0105 

 
100 法律行政情報局（DILA）「戦略計画 2027」（https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-

strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf）最終アクセス 2025年 11月 15日 
101 フランス政府が作成したオープンライセンス。出典と最終更新日を明記することを条件に、データの自由な複製・

改変・再配布や商用利用を幅広く認めている 
102 法律行政情報局（DILA）「API Légifrance利用規約」

（https://piste.gouv.fr/images/cgu/DILA_Legifrance_Beta_v2.pdf） 最終アクセス 2025 年 11月 16 日 
103 国家財務情報システム庁（AIFE）「PISTE登録ページ」 (https://piste.gouv.fr/registration） 最終アクセス

2025年 11月 16 日 
104 FTPS（File Transfer Protocol Secure）は、ファイル転送プロトコル（FTP）の機能に、SSL/TLS（Secure Sockets 

Layer/Transport Layer Security）によるセキュリティ層を統合したプロトコルで、インターネット上での機密性およ

び完全性を確保するための安全なファイル転送手段のこと 
105 Etalab「オープンライセンス Ver.2.0」（https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2017/04/ETALAB-

Licence-Ouverte-v2.0.pdf）最終アクセス 2025 年 11月 16日 

https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2017/04/ETALAB-Licence-Ouverte-v2.0.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://www.dila.premier-ministre.gouv.fr/IMG/pdf/plan-strategique-_dila-2027_pdf-access.pdf
https://piste.gouv.fr/images/cgu/DILA_Legifrance_Beta_v2.pdf
https://piste.gouv.fr/registration
https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2017/04/ETALAB-Licence-Ouverte-v2.0.pdf
https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2017/04/ETALAB-Licence-Ouverte-v2.0.pdf
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• PISTE の一般利用規約 106 

• API Légifrance の一般利用規約 107 

• PISTEの詳細な割り当て 

 

各 APIに関する技術ドキュメントは、PISTE108で入手可能である。 

• さまざまなコレクションで利用可能なソートとフィルター109  

• API 利用例 110  

• API で使用される用語の主な定義 111 (例: LEGI、NOR、CID等) 

 

APIアクセスと認証メカニズムの使い分け：ソフトウェア開発者等が Légifrance のオープ

ンデータ API を利用する際は、PISTE でアカウントを登録し、OAuth 2.0112で認証を受ける

必要がある。一方、個人情報等の保護されたデータを扱う制限付きの APIを利用し、個人

の身元確認が求められるケースにおいては、FranceConnect（フランス政府が運営する電

子個人認証サービスで、税務や健康保険等の既存アカウントを利用して安全にシングルサ

インオンできる仕組み）がアクセスを制御するための認証メカニズムとして機能する 113。 

 

2.4.2. 法令データの民間利活用を促す政府の施策、及び利活用事例 

フランス政府は、法令データの民間利活用を促すコミュニティ活動の促進、協調的なプ

ログラム、及び官民パートナーシップを通じて働きかけを多数行っている。 

 

法令データを活用した政府機関によるサービスの事例 

（AIが主体の事例については「2.4.4. フランス政府機関主導の法制事務、及び法令デー

タ利活用に係る AI活用の事例」に記載している）。 

 
106 国家財務情報システム庁（AIFE）「PISTEポータル利用規約」

（https://piste.gouv.fr/images/com_apiportal/CGU/cgu_portal_FR.pdf） 最終アクセス 2025年 11月 16日 
107 法律行政情報局（DILA）「API Légifrance利用規約」 

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/pied-de-page/cgu-legifrance-api-vf-15-12-2022_0.pdf 

）最終アクセス 2025 年 11月 16日 
108 国家財務情報システム庁（AIFE）「Piste行政機関向け API 提供プラットフォーム」 

（https://piste.gouv.fr/en/） 最終アクセス 2025年 11 月 16 日 
109 法律行政情報局（DILA）「API Légifranceのソート条件およびフィルターの説明」 

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/description-des-tris-et-filtres-de-l-

api.xlsx）最終アクセス 2025年 11月 16日 
110 法律行政情報局（DILA）「API 利用例」（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-

page/exemples-d-utilisation-de-l-api.docx）最終アクセス 2025年 11月 16 日 
111 法律行政情報局（DILA）「API Légifrance用語集」

（https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/lexique-api-lgf.docx） 最終アクセス 2025 年 11月 16日 
112 OAuth 2.0 とは、利用者の ID・パスワードを共有せずに、限定的なアクセス権のみを第三者サービスに与えるため

のオープンな認可フレームワーク 
113 フランス政府「データ総局報告書 2016–2017）」（https://www.etalab.gouv.fr/wp-

content/uploads/2018/04/RapportAGD_2016-2017_web.pdf）最終アクセス 2025年 11 月 16 日 

https://piste.gouv.fr/images/com_apiportal/CGU/cgu_portal_FR.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/pied-de-page/cgu-legifrance-api-vf-15-12-2022_0.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/description-des-tris-et-filtres-de-l-api.xlsx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/exemples-d-utilisation-de-l-api.docx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/lexique-api-lgf.docx
https://piste.gouv.fr/images/com_apiportal/CGU/cgu_portal_FR.pdf
https://www.legifrance.gouv.fr/
https://piste.gouv.fr/en/
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/description-des-tris-et-filtres-de-l-api.xlsx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/description-des-tris-et-filtres-de-l-api.xlsx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/exemples-d-utilisation-de-l-api.docx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/Files/pied-de-page/exemples-d-utilisation-de-l-api.docx
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/Media/files/lexique-api-lgf.docx
https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2018/04/RapportAGD_2016-2017_web.pdf
https://www.etalab.gouv.fr/wp-content/uploads/2018/04/RapportAGD_2016-2017_web.pdf


38 

 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用される 

法令データ 

社会保障手当

の受給資格の

評価や申請手

続 

Mes 

Aides114／

社会保障

総局他 

2014 年に行政内部のプロジェクトとして開

発された社会保障手当シミュレータ（ウェ

ブサービス）だが、リニューアルを経て、

現在は利用者の属性に応じて以下の二つの

主要な行政サービスへ誘導するポータルサ

イトとして機能している 

①30 歳未満を対象に、奨学金や住宅手当等

公的支援策の受給資格を診断するサービ

ス、②全国民を対象に主要な社会保障手当

の受給資格の評価や申請手続を行うサービ

ス。適格性の診断や支給見込額の計算には

OpenFisca115が採用されている 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、 

JORF(公布された法令) 

政策影響評価 Lex 

Impact／

フランス

下院議会 

 

 

 

2019 年に行政内部のプロジェクトとして開

発された政策影響評価プラットフォーム。

現在は国民議会が公式運用をしており、国

会議員や議会職員が法案修正による影響を

即座に試算するためのツールとして機能し

ている。①所得税や社会給付の変更が家計

や国家予算に与える影響を測定する「社

会・税制改革シミュレータ」、②交付金計

算ルールの変更が各自治体の財政に与える

影響を可視化する「自治体交付金シミュレ

ータ」等が提供されており、税や給付計算

には OpenFisca が採用されている。さら

に、LexImpact システムのパラメータ(シミ

ュレーション計算に使われる数値や条件の

設定値)更新業務に対し、弁護士資格を持つ

職員による人的検証を行うことを前提とし

た上で Mistral AI が実装されており、正確

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、 

JORF (公布された法令) 

 
114 フランス政府「Mes Aides」(https://mes-aides.gouv.fr/) 最終アクセス 2025 年 11月 16日 
115 OpenFisca はフランス発のオープンソース推論エンジンで、税法・社会保障制度のルールをコンピュータで実行可

能なコードとして表現することで、個人の給付・受給資格判定から政策立案に伴う社会影響評価までを可能にし、官民

双方で広く利活用されている。OpenFisca Association 公式サイト（https://openfisca.org/en/） 最終アクセス

2025年 11月 16 日 

https://mes-aides.gouv.fr/
https://openfisca.org/en/
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用される 

法令データ 

性の担保及び大幅な作業効率化が図られて

いる 

国民の行政手

続 

 

Service-

public.fr

/法律行政

情報局

（DILA） 

2000 年開設のフランス政府の公式行政サー

ビスポータルサイトで、引越し、出産等利

用者のライフイベントに基づいたナビゲー

ションにより、オンライン行政手続へ誘導

するワンストップ窓口として機能してい

る。Légifrance の法令データを一次情報源

とし、平易な言葉で法令を説明した「解説

シート」や、交通違反の罰金額や退職金法

定手当額、相続税の計算等が行える各種シ

ミュレータを提供している。行政機関の所

在地や連絡先を網羅した「行政ディレクト

リ」は API を通じても提供されている 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、 

JORF(公布された法令) 

企業・個人事

業主の行政手

続 

Entrepren

dre.Servi

ce-

public.fr  

/法律行政

情報局

（DILA） 

企業や起業家向けの法令情報と行政手続の

参照サイト。以前は Service-public.fr サ

イト内に設置されていたが、2022 年に独立

し、法令解説シート、オンライン手続情

報、行政手続フォーム等を提供する 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、

Répertoire Sirene (国立

統計経済研究所が管理す

る全企業の登録データベ

ース)、API Entreprise

（行政機関向けの企業・

協会情報連携 API）、

BOAMP/BODACC（公共調達

や民事・商事公告） 

政策の解説 Vie-

publique.

fr/法律行

政情報局

（DILA） 

市民に対し公共政策の解説と政治参加に資

する情報を一体的に提供する総合サイト。

2002 年に開設され、法令解説シート、公的

報告書、公式発表等を収録する。

Légifrance から Vie-publique.fr の「法の

パノラマ」へリンクを設置し、Vie-

publique.fr からも Légifrance の条文へリ

ンクを貼る等、相互連携が図られている 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、JORF 

(公布された法令)、

Assemblée nationale、

Sénat（議会が提供する法

案、修正案、審議状況

等） 

図表 22 公式法令データを利活用したサービス事例（政府）116 

 
116 公開情報より作成 
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法令データを活用した民間サービスの事例 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

高度な検索と

法的分析 

Hammurabi

／

Hammurabi

社 

 

生成 AI とセマンティック検索を組み合わ

せ、判例や法文の文脈を理解した上で検索

し、より迅速で効率的な分析を提供する 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版) 

JORF (公布された法令)、 

及び判例データベース

（CASS、JADE、CONSTIT

等） 

高度な検索と

法的分析 

Juribot／

Aïkan 社 

AI を活用したフランスの法令に特化したチ

ャットボット。法令に関する質問に対し

て、迅速に明確な回答を提供することを目

的にしている。Legifranc のデータを利用

している。ユーザーや専門家による修正・

補完を通じて学習し、性能を向上させる

「協調的な強化学習」を採用しているとさ

れる 

オープンデータ（主に法令データ）を再利

用したアプリケーションとして

data.gouv.fr に登録されている 117 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、 

JORF(公布された法令)、 

判例データベース等、

Légifrance で公開されて

いる法的データ 

高度な検索と

法的分析 

LawLeap 

／官民合

同イベン

ト発のプ

ロジェク

ト 

法律専門家が理解する法的概念を中心に検

索を構築し、長文の文書ではなく構造化さ

れた回答を返すことで、時間とコストを節

約する 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版) 

法改正の影響

予測 

 

Doctrine

118／

Doctrine

社 

生成 AI を用いて、審議中の法律案や提案が

現行法の条文に与える影響を予測し、公布

前に自動的に溶け込み版を生成して顧客に

表示する 

LEGI(公式法典、法律、規

制の溶け込み版)、 

JORF (公布された法令) 

 
117 Data.gouv.fr「Juribot」（https://www.data.gouv.fr/reuses/juribot/）最終アクセス 2025 年 11月 16日 
118 Doctrine社「生成 AI はどのように法令の溶け込みプロセスを自動化するのか」

（https://blog.doctrine.fr/comment-les-modeles-dintelligence-artificielle-generative-automatisent-la-

consolidation-de-la-loi/） 最終アクセス 2026年 1 月 30 日 

https://www.data.gouv.fr/reuses/juribot/
https://blog.doctrine.fr/comment-les-modeles-dintelligence-artificielle-generative-automatisent-la-consolidation-de-la-loi/
https://blog.doctrine.fr/comment-les-modeles-dintelligence-artificielle-generative-automatisent-la-consolidation-de-la-loi/
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

契約書・法務

文書作成支援 

 

Contracte

o／Open 

Law119 

労働協約のデータを利用し、雇用契約書の

作成プロセスを簡素化し、信頼性の高い作

成支援を提供する 

 

KALI(全国労働協約データ

ベース)、 

LEGI(収録された中から主

に労働法典等) 

図表 23 公式法令データを利活用したサービス事例（民間）120 

 

 

 

 

コミュニティ活動の促進やイベントの実施 

施策名／プロジェクト名 概要 

OpenLaw 2014 年に DILA・Etalab・NUMA121が主催した協働イノベーション計

画で、法のオープンデータの公開・活用を促進し、新サービス創出

とエコシステム形成を目指した。定期イベントでプロトタイプを作

り、優秀案に DILA 賞と継続支援を付与し、法律家・学生・開発

者・起業家らの“共同構築”コミュニティ（法のファブラボ、

gouvcamp 等）を育成した 

BlueHats コミュニティ DINUM によって 2018 年に開始され、公共部門のエージェントがフリ

ーソフトウェアやオープンソースに関心を持ち、利用し、貢献する

ことを目的としたコミュニティ。ワークショップや交流会を組織

し、情報交換と専門知識の共有を促進している 

デジタルコモンズ戦略 DINUM は「自由ソフトウェア、及びデジタルコモンズ行動計画」を

2021 年に策定し、行政内で「ソフトウェアコモンズ」としてソース

コードの開発を支援している 

イニシアチブ・アクセラレータ

ー  

 

DINUM が市民社会発の「デジタルコモンズ」に対して、資金提供と

包括的な伴走支援を行う取組。公共の利益は政府だけの専権ではな

いとの前提に立ち、優れた市民イニシアチブの活用を促進している 

公共利益のための起業家プログ

ラム（EIG） 

デジタル分野の専門家が公的機関に 10 か月間在籍し、公共サービ

ス改善を目的とした「課題」にデータ活用で取り組み、Etalab が主

導したプログラム。外部の高度なデータサイエンス人材が行政デー

 
119 DILA、Etalab、NUMA（非営利団体）が共同で実施した共創イノベーションプログラム 
120 公開情報より作成 
121 NUMA はスタートアップ支援のためフランス・パリに設立された非営利団体で、2020 年頃に事業を停止している。 
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施策名／プロジェクト名 概要 

タ（例：司法データ）を活用し、サービス設計やイノベーションを

推進する機会を提供した 

政府によるハッカソンの開催 データ利活用を促すイベントとして、Data.gouv.fr では公開データ

に関するハッカソン（MétéoRessources Hackathon 等）が開催され

た。司法分野でも、国務院が 2023 年 11 月にハッカソンを初開催

し、司法判断の簡易化ツール開発の課題を提示した 

図表 24 コミュニティ活動の促進やイベントの実施 122 

 

2.4.3. フランス政府機関主導の Rules as Code の事例 

フランスでは 1990年代、上級法典化委員会（CSC）の資料において、法令を「if-

then」等の規則として機械可読な形式で記述し、その規則を用いて推論させる方式で形式

化し、整合性・独立性・欠落・含意を検証するという構想が示されている。 

 

ソースコードの公開をめぐる法的整備：フランス政府は 2008 年の「国民と行政との関係

に関する法典（CRPA）」の施行や、とりわけ 2016年の「デジタル共和国法」において、

行政決定で使われるアルゴリズムの内容を市民に開示する仕組みを導入した。また、公共

ソフトウェアのソースコードを行政文書として市民のアクセス対象とすることを明確化し

た。しかし、これらのソースコードの多くは COBOL等のレガシー言語で記述されているの

が実情であり、公開されたとしても実行環境や計算内容、変数の意味を説明する文書が不

足していることから、再利用や検証・分析には必ずしも適さないとの指摘もある 123。こう

した背景から、レガシー言語で書かれたシステムをいかに安全に置き換えるかが喫緊の課

題となっており、検証可能で保守性の高い「計算可能な法」を実現するためのアプローチ

が模索されてきた 124。  

 

Catala：税法や社会保障給付の資格判定といった行政事務において、法律や規則を正確に

コンピュータシステムへ反映させるために開発されたプログラミング言語（DSL）125である

126。国立デジタル科学技術研究所（Inria）127のリサーチ・エンジニアらが、フランス公共

 
122 公開情報より作成 
123 Denis Merigoux, Nicolas Chataing, Jonathan Protzenko「Catala：法のためのプログラミング言語 

arXiv:2103.03198v2 [cs.PL]」（https://arxiv.org/pdf/2103.03198） 最終アクセス 2026 年 2月 6日 
124 Merigoux, Denis 他「規則・計算・政治－フランス住宅手当における見過ごされたプログラミング上の選択の検

証」（https://inria.hal.science/hal-03712130/file/2024-02-merigoux-alauzen-slimani.pdf）最終アクセス 2025

年 11月 13 日 
125  特定の用途や領域（ドメイン）の問題解決に特化して設計されたプログラミング言語のこと 
126 Merigoux D., Chataing N., Protzenko J.「法のためのプログラミング言語」

（https://arxiv.org/abs/2103.03198）2025年 9 月 30 日 
127 フランス国立デジタル科学技術研究所（Inria）公式サイト(英語版)（https://www.inria.fr/en） 最終アクセス

2026年 2 月 6日 

https://arxiv.org/pdf/2103.03198
https://inria.hal.science/hal-03712130/file/2024-02-merigoux-alauzen-slimani.pdf
https://arxiv.org/abs/2103.03198
https://www.inria.fr/en
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財政総局（DGFiP）の所得税計算に用いられていたレガシーシステムの改善に取り組んだ

ことが開発の発端となった 128 129。 

Catala を用いたレガシーシステム刷新の具体的な事例として、フランスの全国家族手当

金庫（CNAF）130における取組が挙げられる。同金庫が運用する家族手当等の社会給付計算

システムは構築から 50年ほど経過し、老朽化している。この課題に対し同金庫は、47種

類ある給付制度のうち、まず一つ Catalaで書き換えて本番稼働させ、残る給付は既存の

旧システムで維持しながら数年かけて順次切り替えていくという、リスクを抑えた段階的

な移行計画を推進している 131。 

 Catalaは法令特有の「原則と例外」という論理構造を崩さずにコードとして記述できる

点が特徴である。条文のテキストとコードを一対一で併記する手法（リテラシープログラ

ミング）を採用しているため、弁護士資格をもつ政府職員とエンジニアが同じ画面を見な

がら「コードが法の意図どおりに実装されているか」を共同で検証することが可能となっ

ている。Catalaは「Apache License Version 2.0」132で配布されるオープンソース・ソフ

トウェアであり、ライセンス料不要で自由に利用できる。Catalaで記述された法令のルー

ルは、一般的なプログラミング言語（Java、C、Python、JavaScript等）のソースコード

へ自動変換（コンパイル）できるため、既存の ITシステムへの組み込みも容易である、

とのことである 133。 

 

 
128 国立デジタル科学技術研究所(Inria)「Mlang：フランス所得税計算を近代化するために」

（https://www.inria.fr/en/mlang-modernise-tax-calculations） 最終アクセス 2025年 9 月 30 日） 
129 Merigoux D., Chataing N., Protzenko J.「法のためのプログラミング言語」

（https://arxiv.org/abs/2103.03198）2025年 9 月 30 日 
130 全国家族手当金庫（CNAF）https://politiques-sociales.caissedesdepots.fr/CNAF  最終アクセス 2026年 2 月 6

日 
131 Denis Merigoux博士（Inria リサーチ・エンジニア）へのヒアリング結果より 
132 Apache License Version 2.0 は、アメリカの非営利団体 Apache Software Foundation が策定したオープンソー

ス・ライセンスである。詳細は Apache Software Foundation の公式サイトを参照。

https://www.apache.org/licenses/LICENSE-2.0 最終アクセス 2025年 9 月 30 日 
133 Denis Merigoux博士（Inria リサーチ・エンジニア）へのヒアリング結果より 

https://www.inria.fr/en/mlang-modernise-tax-calculations
https://arxiv.org/abs/2103.03198
https://politiques-sociales.caissedesdepots.fr/CNAF
https://www.apache.org/licenses/LICENSE-2.0
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図表 25 Catalaによる法令のプログラムコードの実装例 

 

Catala の実装においては、技術選定以上に開発プロセスが重要視される。開発者で

Inriaのリサーチ・エンジニアの Denis Merigoux博士は、弁護士資格を持つ政府職員とエ

ンジニアが隣り合って作業する「ペアプログラミング」を必須の要件として挙げている。

なお、同氏は「法は数学ではなく、機械が正しさを証明することはできない」と述べ、コ

ードが法の意図に合致しているかの最終的な検証は、人間（弁護士）にしか行えないと強

調している。なお、Catalaは現時点では AIは使用していない。高信頼性が求められる行

政システムにおいては、人間による検証が不可欠であるため、AIへの過度な依存は時期尚

早と考えているとのことであった 134。 

 

OpenFiscaとの位置づけの違い：同じく法令をコード化する技術に「OpenFisca」がある

が、Catalaとは設計思想や主たる用途が異なる。OpenFiscaは、「税率を変更した場合に

 
134 Denis Merigoux博士（Inria リサーチ・エンジニア）へのヒアリング結果より 
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どのような影響が出るか」といった政策の波及効果を分析するマイクロシミュレーション

や、社会給付金等の適格性判断を行うことに適したツールである。統計的な全体傾向の把

握を主眼とするため、個別の複雑なケースにおける計算精度よりもシミュレーションの柔

軟性が重視されるとされる。Catalaは行政機関が税額や社会給付金の額の計算といった行

政決定を法令どおりに厳密に執行することを目的としている。既存の基幹系システム（と

りわけレガシーシステム）の近代化を前提としており、複雑な例外処理を含めた高い精度

が担保されるよう設計されている 135。 

 

OpenFisca：法令や規制をコード化し、機械可読な形で実行できるようにするオープンソ

ースの Rules as Code エンジン（コード化された法令や規則等の「ルール」に、具体的な

条件や事実関係等を当てはめると実際にどうなるかという論理的な推論を行い、判定や計

算等の結果を導き出す中核的なソフトウェア）として、フランス政府の支援により 2011

年に開発された「デジタルコモンズ」の一つである。2025年 3月からは非営利団体

「OpenFisca Association」へと運営体制が移行した 136。OpenFiscaの代表的な導入例とし

て、市民向け給付シミュレータ「Mes droits sociaux」137があり、年間数百万人の市民が

使用している。さらに現在、フランス公共財政総局（DGFiP）は、フランス政府が他国と

締結している租税条約（約 130件）を OpenFiscaを利用してコード化した、海外居住フラ

ンス人向けの所得税試算システムを新たに開発中である。 

フランス国外でもこれまで、ニュージーランド、オーストラリア、カナダ、スペイン等

複数の国や地域で利用されているほか、EUの「GovTech4All」イニシアチブによる欧州規

模での活用検討や、米州開発銀行（IDB）による中南米地域への導入推奨 138等、世界各地

において事例が拡大しつつある。フランス政府内では、DINUM 内の「オープンソース・デ

ジタルコモンズ担当局」が、行政機関におけるフリーソフトウェアの利用、開発、及びソ

ースコードの公開を推進しており、EUの「GovTech4all」イニシアチブでは、ギリシャと

オランダに対し、OpenFisca 導入のための具体的な協力プロジェクトによる支援を行った

139。 

日本においては、一般社団法人 Project Inclusiveらが、OpenFiscaを用いて行政サー

ビス情報をコード化した事例がある 140。本イニシアチブについては、デジタル庁「法令立

 
135 Denis Merigoux博士（Inria リサーチ・エンジニア）へのヒアリング結果より 
136 OpenFisca Association 公式サイト（https://openfisca.org/en/）最終アクセス 2025 年 9月 30 日 
137 フランス政府「Mes droits sociaux」（https://www.mesdroitssociaux.gouv.fr/accueil/）最終アクセス 2025年

9月 30日 
138 米州開発銀行「OpenFisca：ルールをコードとして記述するためのオープンソース・ソリューション」

（https://knowledge.iadb.org/en/knowledge-resources/code-development/open-source-solution/openfisca）最終

アクセス 2025 年 9月 30 日 
139 欧州委員会 Interoperable Europe「社会保障のための PRA 事例」（https://interoperable-

europe.ec.europa.eu/collection/eugovtech/personal-regulation-assistants-social-benefits） 最終アクセス

2025年 9 月 30 日 
140 プロジェクト・インクルーシブ「OpenFisca-Japan」（https://github.com/project-inclusive/OpenFisca-Japan）

最終アクセス 2025年 9月 30日 

https://openfisca.org/en/
https://www.mesdroitssociaux.gouv.fr/accueil/
https://knowledge.iadb.org/en/knowledge-resources/code-development/open-source-solution/openfisca
https://interoperable-europe.ec.europa.eu/collection/eugovtech/personal-regulation-assistants-social-benefits
https://interoperable-europe.ec.europa.eu/collection/eugovtech/personal-regulation-assistants-social-benefits
https://github.com/project-inclusive/OpenFisca-Japan
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案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」（2025 年 3

月）の 5.1.1.OpenFisca項を参照されたい 141。 

 

2.4.4. フランス政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活用に係る AI活用の事例 

法律の「アクセスしやすさ」と「わかりやすさ」は、フランス憲法の人権宣言第 6条・

第 16条が掲げる法の下の平等、及び権利保障の原則に根拠を持つ。市民が自らに適用さ

れるルールを十分に理解できなければ、これらの原則は実効性を持ち得ない。フランス政

府による AI 活用事例には、法令へのアクセス性の改善を目的とするプロジェクトが多く

含まれており、こうした取組は上述の原則を背景とするものと考えられる。 

 

ツール／シス

テム名 

フェーズ 整備の主体 データ／成果物／機能 

デジタル労働

法典「Code du 

travail 

numérique」 

導入中 社会問題担当

省庁 

雇用主又は、従業員に法令や規定（労働法典の規定に

加え、30,000 件の協定文書や、労働監督局によって作

成された 2,500 件の回答といった多様な情報源を統合

したもの）へのアクセスを提供する。労働法その他規

定へのアクセス性を改善するための主要プロジェクト

である。AI を活用して適用規定を翻訳する。2018 年 4

月に最初のプロトタイプが公開された。システムの維

持管理には年間 70 万ユーロ 142の予算が割り当てらお

り、労働総局の支援も受けている 

LLaMandement 本稼働中 公共財政総局

（DGFiP） 

Meta 社の LLaMa-2 から派生した LLM「LLaMandement」

を活用し、議会に提出された膨大な修正案の中立的な

要約を自動生成するとともに、担当部署への自動割り

当てや類似する過去の修正案の検索等の機能を備えた

AI ツールである。これにより、閣僚向け答弁資料の作

成や省庁間会議の準備といった業務の効率化を支援す

る 

ALBERT 導入中 公職・国家改

革省 

フランスサービスセンター（Service-public.fr）の

職員 200 名が試験運用を開始した対話型エージェン

ト。行政文書データに基づいて訓練され、職員のユー

ザー対応を支援する 

 
141 デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」

（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-

2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 9日 
142 2025 年 11月 16日時点の換算レート（1 ユーロ＝179 円）で約 1億 2,000万円 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
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ツール／シス

テム名 

フェーズ 整備の主体 データ／成果物／機能 

フランス語 AI

のために

「Pour une 

IAfrancophone 

（PIAF）」 

限定導入

中 

Etalab（省庁

間デジタル総

局 DINUM の部

門） 

フランス語の自然言語処理アルゴリズムを開発し、チ

ャットボットや検索エンジンを改善するプロジェク

ト。翻訳や会話型エージェントの基盤技術は、開発済

みでオープンソースとして公開されているものの、行

政全体への「規模拡大（スケールアップ）」に課題が

残るとされる 

個人情報匿名

化ツール 

導入中 最高裁判所 オープンデータ公開義務（2016 年のデジタル共和国法

で定められ、2019 年の法律で詳細が規定された）を履

行するため、氏名や銀行口座番号、社会保障番号、生

年月日等の間接的な識別情報を全て隠蔽する、教師あ

り学習に基づく独自の AI システムを開発した。この

システムがなければ現在 20 人で担当している業務に

約 300 人が必要になると見積もられている 

AI を活用した

「文字起こ

し」と「音声

認識」 

PoC 法務省 AI を活用した二つのソフトウェア開発を 2025 年から

実施中。通訳機能の統合等への応用も検討している 

図表 26 フランス政府の法令データ利活用に係る AI活用の事例 143 

 

国務院が首相の要請を受けて作成した「公共部門での AI利用について首相の要請を受

けて作成した 2022年の調査報告書」144では、フランスにおける「信頼できる公共 AIの戦

略的軸」として以下の 4つが記述されている。 

 

I – 「AI」を取り巻く幻想、混乱、用語の曖昧さを打破し、明確な定義に基

づいた、多くの人々に理解される共通概念を採用・活用する。 

II – すでに開始されている取組を拡大し、AIシステムの潜在能力とプラス

の外部効果を最大限に活用するために、AIシステムの導入に断固として、か

つ遅滞なく取り組む。 

III – 信頼性の高い公共 AI の原則を定義し、運用上実施する。これは、あ

らゆる種類のリスク（個人、及び集団）を管理し、あらゆる状況において 

 
143 公開情報より作成 
144 フランス国務院「人工知能と公共行動：信頼の構築、パフォーマンスの向上」（https://www.conseil-

etat.fr/content/download/180485/file/etudePM%20IA_1.pdf） 最終アクセス 2025年 11 月 16 日 

https://www.conseil-etat.fr/content/download/180485/file/etudePM%20IA_1.pdf
https://www.conseil-etat.fr/content/download/180485/file/etudePM%20IA_1.pdf
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AI システムの公共の有用性を保証するための特定の原則、及び要件を順守

することを前提とする。 

IV – AI システムの設計、導入、保守に不可欠なリソース（人材、データ、

資金、インフラ等）の可用性を確保し、公共 AIの必要な目標に適したガバ

ナンスを確立する。 

 

また、同報告書では、AIシステムに関する標準化作業への関与は、フランスの競

争力にとって戦略的な優先事項であるが、フランスはドイツ等の他の国や、巨大な

民間のデジタル企業に比べて関与が控えめだ、と述べられている一方、 

 

フランスは「立法」の文化を持っており、「標準化」の文化は持っていない。

規範的パラダイムが逆転し、行政機関が民間セクターによって、あるいは民間

セクターのために設計された規則を遵守しなければならない事態になることは

遺憾に思う。 

 

との記述があり、フランスの行政機関が、AI技術の急速な進展においても国際標準化団体

や民間のグローバルテック企業が設計した規則に従わされるべきではないという、規範的

な主権維持の重要性が強調されている。 
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3. カナダ 

3.1. 立法制度（基本情報） 

カナダは、英国型の立憲君主制・議院内閣制（上院、及び下院）と米国型の連邦制を併

用している 145。成文法と裁判例に基づく法慣習との整合性や、英仏二つの言語を同等に扱

う法的義務 146が、独自の起草支援システムの発展を促す背景となっている 147。 

 

3.1.1. 法案作成過程 

本節では連邦政府の立法制度を取り上げる。 

 

政府提出法案の起草手続と承認プロセス：政府提出法案の起草作業は、カナダ司法省（以

下、司法省）の立法サービス部門「Legislative Services Branch（LSB）」が一元的に担

う。担当省庁が法案の方針や詳細を定めた閣議決定のための覚書「Memorandum to 

Cabinet（MC）」、及び起草指示書「Drafting Instructions（DI）」を作成し、内閣の承

認を得ると 148、通常は枢密院事務局「Privy Council Office（PCO）」の指示を受けて起

草が開始される。司法省は関係の省との協議に基づいて起草を行い、内閣の承認を経て提

出に至る 149。法案起草のプロセスは、カナダ政府の立法活動の枠組みと、それを規定する

原則を定めた閣議指令法制化に関する内閣司令「Cabinet Directive on Law-making150」、

及び連邦法令作成の手引き「Guide to Making Federal Acts and Regulations」によって

規定されている。 

 

法案起草等における主要なアクター： 

アクター 役割 

首相／内閣 ・政府方針の決定 

・MC の承認 

・提出法案の承認 

連邦省庁（大臣） ・政策立案 

・MC の作成と内閣への提出 

・DI の作成と LSB への提出 

 
145 国立国会図書館 調査及び立法考査局 山田邦夫「カナダの議会制度」『レファレンス』2014年 1 月号

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1）最終アクセス 2026年 1 月

30 日 
146 カナダ司法省「立法サービスの評価最終報告書 2013 年」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-

rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf) 最終アクセス 2026年 1 月 30 日 
147 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
148 カナダ司法省「立法サービスの評価最終報告書 2023 年」（https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-

pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf） 最終アクセス 2025年 9 月 10 日 
149 カナダ下院「立法手続」（https://www.ourcommons.ca/procedure/procedure-and-practice-3/ch_16_2-e.html）最

終アクセス 2025年 9 月 8日 
150 カナダ首相府枢密院「連邦法令作成の手引き」公開資料（https://www.canada.ca/en/privy-

council/services/publications/guide-making-federal-acts-regulations.html#pt1） 最終アクセス 2025 年 9月 7 日 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
https://www.ourcommons.ca/procedure/procedure-and-practice-3/ch_16_2-e.html
https://www.canada.ca/en/privy-council/services/publications/guide-making-federal-acts-regulations.html#pt1
https://www.canada.ca/en/privy-council/services/publications/guide-making-federal-acts-regulations.html#pt1
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アクター 役割 

枢密院事務局（PCO） ・MC の LSB への提供と起草指示 

・「連邦法令作成の手引き」の整備 

・政策の一貫性確保のための助言 

司法省立法サービス部門（LSB） ・連邦政府の法案、及び規則の起草・審査 

・法的リスク管理の適切な手段に関する連邦省庁への助言 

・法制事務マニュアル類の整備 

・改正を反映した溶け込み法令の作成 

・法令データベースの維持管理 

・公式法令情報ウェブサイトの運営 

・公式法令出版物の作成 

法務サービスユニット（LSU/DLSU） 

※各連邦省庁、及び機関に割り当て

られた法務顧問で構成 

・政策目標達成のための提案等、立法プロセスにおける助言

と支援を、LSB と連携し提供する 

※税制関連の起草は、財務省職員（弁護士、会計士、経済学

者等）が財務省 LSU と直接協力して起草 

図表 27 主要機関と役割（カナダ） 

 

司法省主体の起草と専門的な支援：LSBと LSUは各省庁と政策目的、施策内容を協議しな

がら法案を起草する。LSB は、起草担当者向けガイドやマニュアルの作成、研修の提供

等、補完的活動にも関与する 151。 

 

LSB は、以下の 3グループから構成される。 

① 立法課「Legislation Section」 

租税関連法案を除く連邦政府提出法案の起草、及び法案修正案の起草を担当する。 

② 規制課「Regulation Section」 

保健省と運輸省は規制案件が多いことから専属の規制課を持つ。その他の省庁の規

制案件は本部規制課が所管し、税制関連規制の法案は財務省が担当する。 

③ 専門立法サービス課「Specialized Legislative Services Section」 

二法体系チーム、 法言語チーム、立法文法校閲チーム、溶け込み作成・立法出版

チームの 4つから成り、主に起草された法律・規則の品質に係る業務と公表を担当

する。立法出版チームは、溶け込み法令の作成、法令データベースの維持管理、及

び公式法令情報ウェブサイト「Justice Laws Website152」の運営責任を負う。 

 
151カナダ司法省「立法サービスの評価最終報告書 2013年」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-

rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf) 最終アクセス 2025年 9 月 8日 
152カナダ司法省「Justice Laws Website」（https://laws-lois.justice.gc.ca/）最終アクセス 2025年 9 月 8日 

https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/13/lsb-dsl/lsb-dsl.pdf
https://laws-lois.justice.gc.ca/
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3.1.2. 立法過程 

法案の提出権限は政府、及び議員に認められているが、実務上は政府提出法案が多数を

占める。法案は、上院と下院での可決後、国王裁可（総督が代行）を経て公布される 153。

カナダでは、アナログ時代の手続規定を見直し、デジタル社会に即した法適合性を確保す

るため、「年次規制近代化法案」154という枠組みを採用している。これは、アナログ時代

の手続規定の改正や、各省庁への「規制サンドボックス」設置権限の付与等を通じ、規制

環境をイノベーションに親和的なものへと包括的に整備するものである。 

 カナダにおける法律の成立件数は年間 30〜40本である。 

 
3.1.3. 法令の改正方式 

改め文方式と溶け込み方式の併用：カナダ政府では、既存の法律や規則に対して個別の改

正法や改正規則を作成する。これらの改正文書は、元の法令全体を書き直すのではなく、

既存の法律の変更点のみ記述する逐次改正方式(改め文方式)が採用されている 155。官報に

は一次情報としてこれらの改正法がそのまま掲載される。 

改正法の官報掲載後、司法省は、国民が最新の法令を閲覧できるようにするため、元の

法令のテキストに直接組み込み、最新の状態に更新する溶け込み法令を作成する。これは

LSB の溶け込み作成・立法出版チーム「Consolidation and Legislative Publishing 

Team」が担当する 156。カナダでは、法令の改正、及び統合法「Legislation Revision and 

Consolidation Act（R.S.C., 1985, c. S-20））」157により、2009年 6月 1日以降、司法

省が印刷形態又は、電子形態で刊行した溶け込み版の法律と規則は公式であり、当該法令

又は、規則の内容は証拠として扱われると定められている。ただし、溶け込み法令におけ

る条項が、当初に制定・公布された法令の条項と矛盾する場合には、制定法が優先する

158。正本はあくまで電子版官報である。 

 

 
153 国立国会図書館 調査及び立法考査局 山田邦夫「カナダの議会制度」『レファレンス』2014年 1 月号

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1）最終アクセス 2026年 2 月 4

日 
154 カナダ政府「年次規制近代化法案」（https://www.canada.ca/en/government/system/laws/developing-improving-

federal-regulations/modernizing-regulations/annual-regulatory-modernization-bill.html） 最終アクセス 2026

年 2 月 4日 
155 カナダ司法省「Justice Laws Website」（https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/faq/?wbdisable=true#g1） 最終

アクセス 2025 年 9月 8 日 
156 カナダ司法省「立法サービスの評価 2023 年：概要」」https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-

rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf 最終アクセス 2025年 9 月８日 
157 カナダ司法省「法令の改正および統合法 (R.S.C., 1985, c. S-20)」（https://laws-

lois.justice.gc.ca/eng/acts/S-20/） 最終アクセス 2025年 9 月 8 日 
158 カナダ政府「法令の改正および統合法」（https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/S-20）最終アクセス 2025

年 9 月 8日 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1
https://www.canada.ca/en/government/system/laws/developing-improving-federal-regulations/modernizing-regulations/annual-regulatory-modernization-bill.html
https://www.canada.ca/en/government/system/laws/developing-improving-federal-regulations/modernizing-regulations/annual-regulatory-modernization-bill.html
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/faq/?wbdisable=true#g1
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/S-20/
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/S-20/
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/S-20/
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3.2. 立法支援システム 

LSB の起草実務には、PTC社の「Arbortext Editor」をカナダ司法省向けにカスタマイ

ズした「Electronic Publishing and Information Control（EPIC）」が導入されてきた

が、現在、当該システムは「Arbortext」の名称で呼ばれている。司法省が法案の文書管

理とデータ公開を目的として運用している「Legislation Information Management 

System（LIMS）」は Arbortextを含む立法支援システム全体の総称であり、司法省独自の

法令 XMLスキーマである「LIMS-DTD 形式」を採用している。法令 XMLスキーマやシステム

全体の維持管理は、「LIMSチーム」と呼ばれる専任のチームによって行われている 159。 

 

3.2.1. 立法支援システム整備の主体 

法令データベースの維持管理、改正を反映した溶け込み法令の作成、及び公式法令情報

ウェブサイトの運営は、司法省立法サービス部門（LSB）が一元的に担う。官報掲載デー

タについては、公共事業・調達省「Public Services and Procurement Canada（PSPC）」

が管轄する。 

 

3.2.2. 法令エディタ 

構造正規化の支援：Arbortextは XMLを用いた法令エディタであり、司法省が同国の法制

事務の慣行に適合するよう独自にカスタマイズを行っている。Arbortextはウェブベース

やクラウドベースのアプリケーションではなく、PCにインストールされるローカルベース

のデスクトップアプリケーションである。データ形式を XMLで統一しているため、司法省

が下院や上院等とデータを共有する際、ファイル形式の変換を行う必要がない。また、一

つのデータソースから、ウェブサイトや印刷物等、異なる媒体に合わせて表示形式を柔軟

に変更することも容易である 160。 

図表 28 Arbortext画面例（法令本文の表示）161 

 
159 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
160 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
161 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
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一貫性の担保：Arbortext は XML タグを構成要素「Building block」として扱い、構造化

された文書作成を支援する機能を有する。起草者によるフォーマットの不統一を防ぎ、一

貫性を担保するため、例えば、「条」の中に「項」を追加することは可能だが、逆に

「項」の中に親要素である「条」を入れることはできない（構造上、「条」が親要素であ

るからとのこと）。「前文」や「目次」等は文書の冒頭にのみ配置可能で、末尾には配置

できない等、システム的な制限が設けられている。 

 

 

図表 29 Arbortext画面例（法令 XMLタグ構造の表示）162 

 

編集の自動化：新しい「条」を作成すると、自動的に必要な全てのタグ（条番号、見出

し、本文タグ等）がセットで自動的に生成される。司法省向けにカスタマイズされた挿入

「J Insert」や操作「J Action」メニューが実装されており、ドロップダウンやショート

カットキーによる操作に対応している。これらを用いることで、長大な条文を複数の

「項」へ分割したり、「条」と「項」の種別を相互に変換したりすることが可能である。

これらの機能はカット＆ペースト等の手作業を省き、業務スピードを向上させているとの

ことである 163。更に、Arbortextには、文書全体の体裁を自動的に整えるクリーンアップ

機能が搭載されている。本機能は、連続するスペースを検知して単一のスペースに変換す

る等、XML文書の内容を正規化する処理を自動的に実行するものである。 

 

 
162 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
163 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
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図表 30 Arbortext画面例（J Insert（挿入）のプルダウンメニュー）164 

 

 

図表 31 Arbortext画面例（J Action（操作）のプルダウンメニュー）165 

 

共同起草の環境：法令の起草は、LSBに所属する起草担当者（以下、ドラフター。ドラフ

ターは通常弁護士の資格を持つ）、立法顧問や依頼元省庁の政策立案担当者を含めたチー

ム体制で進められる。ドラフターによる法案起草、及び修正業務は、全て Arbortext上の

XML 環境で完結しており、Microsoft Word等のワープロソフトは使用されていない。

 
164 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
165 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
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Arbortextにはクラウド共同編集機能はなく、政策立案担当者等への共有や協議の際に

は、Web 会議システムを通じた編集画面の共有（Live drafting）や、Arbortextから生成

した PDFや Microsoft Word 形式のファイルが用いられる 166。 

なお、カナダ連邦の法制度は、英語とフランス語の双方を等しく正文とし、かつ英米法

系（コモン・ロー）と大陸法系（シビル・ロー）の双方を尊重することを前提としてお

り、最大 4つの対象者（英・仏言語の英米法利用者、及び英・仏言語の大陸法利用者）を

考慮して条文を構成する必要がある。ドラフターは、英語担当とフランス語担当の 2名

（通常、一方が英米法の訓練を受けた者、もう一方が大陸法の訓練を受けた者という組み

合わせ）がペアとなり、各自の端末で担当言語の入力作業を個別に行う。パートナーの修

正内容を確認する際には、司法省のサーバーに保存された最新データを自分の画面に取り

込むための「リフレッシュ」操作（画面の再読み込み）を行う運用となっている。 

Arbortextの「プリントツール」を使用することで、別々の XMLファイルとして作成さ

れた英語・フランス語の条文を、左右対訳形式の PDFとして溶け込み版を出力することが

可能である。 

 

改正の比較と溶け込み支援：Arbortextには、取り消し線を自動で入れる機能、新旧対照

表や溶け込み版を自動作成する機能はないが、改正案条文テキストの下に現行の条文テキ

ストを表示する「説明注釈」を自動生成する機能があり、議員による条文の比較検討に用

いられている 167。可決・成立後の溶け込み版の作成、及び法令データベースへの反映は、

LSB 内の専任の溶け込み作成担当チームが別のシステムを用いて実施している 168。ドラフ

ターが Arbortext上で作成した XMLデータが、そのまま法令データベースに反映されるこ

とはない。 

 

3.2.3. その他の立法支援ツール 

カナダ政府は、複雑化する法令や、政府からの早期立法化の要請、二言語・二法体系

等、カナダ固有の起草の複雑さ等に対応すべく、さまざまなツールを開発・導入してい

る。その内容は、法令検索、AI アシスタント、ナレッジマネジメント等広範に及ぶ 169。 

法令・規制との関連性の高いものについては、現在以下が判明している。その他の AI

が主軸のツールは「3.4.4. カナダ政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活用に係

る AI活用の事例」に記載した。 

 

 
166 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
167 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
168 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
169 カナダ司法省「立法サービスの評価報告書 2023 年：概要」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-

pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf) 最終アクセス 2025 年 9

月 16日 

https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
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フェーズ 整備の主体 ツール／システム名 データ／成果物／機能 

試験運用中 司法省 Otto 法律顧問等専門家向けに、法務リサ

ーチと分析の効率と精度を向上させ

る AI ツール（「3.4.4. カナダ政府

機関主導の法制事務、及び法令デー

タ利活用に係る AI 活用の事例」参

照） 

本稼働中 司法省 Bijural Terminology 

Records  

立法業務において、カナダの法体系

に適した用語の使用を支援するため

のリソース。起草担当者だけでな

く、法言語学者等専門家や一般市民

もウェブサイトを通じて利用可能 

本稼働中 司法省 Justipedia 2012 年導入の司法省公式内部情報

ポータルで、判例・意見・訴訟文書

等のナレッジを管理し、立法顧問や

パラリーガルらの業務を支援する。

近年ではさらなる業務効率化を目指

し、AI を活用した文書の自動要約

やデータ抽出、自動翻訳、チャット

ボット支援等の実験的な導入も進め

られている 

本稼働中 司法省 JUSTranslate 機密情報を安全に扱うことを目的と

した AI 翻訳支援ツール。立法顧問

が起草過程で特定の単語や法概念を

もう一方の公用語へ翻訳・確認する

際に活用されており、導入初年度に

約 2 万件の文書（5,700 万語）を処

理した実績を持つ。AI ツール

「Otto」にも類似の翻訳機能が搭載

されるが、JUSTranslate は Otto に

先行して 2023 年に導入された 

図表 32 その他の立法支援ツール 170 

 

 
170 公開資料より作成 
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3.2.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

カナダ政府における AIやデジタルツールの導入において、定量的なアウトプット評価

指標は公開情報からは確認できなかった。 

 

3.3. 法令データの公表媒体・提供状況 

3.3.1. 法令データの整備主体 

法令データの整備は LSBが一元的に担う。公式法令ウェブサイトの運営も LSBが担当す

る。官報の作成・データ整備については公共事業・調達省（PSPC）が担当する。  

 

3.3.2. 法令データのデータベース 

カナダ連邦政府の法的情報については、Justice Laws Websiteを通じて提供される溶け

込み法令（法律・規則）のデータを収録するものと、Canada Gazette Websiteを通じて提

供される官報のデータを収録するものの二つのデータベースが併存している。司法省で

は、法令エディタを用いた起草から、溶け込み版の作成、ウェブサイトでの公開に至るま

での一連のシステム環境を総称して「Legislation Information Management System 

(LIMS）」と呼称しているが、データベースには固有の名称は付されていない 171。 

 

名称 収録されている法令 情報源 整備の主体 

特定の名称

は付されて

いない 

制定法、溶け込み法令 司法省立法サービス

部門（LSB） 

司法省立法サービス

部門（LSB） 

特定の名称

は付されて

いない 

官報のデータベース。制定され公布

された時点のオリジナルの全文 

司法省立法サービス

部門（LSB）、公共事

業・調達省官報局

（CGD） 

公共事業・調達省カ

ナダ官報局（CGD） 

図表 33 カナダにおける法令情報のデータベース 172 

 

 

カナダ連邦政府が発する主な法令の種類は以下のとおりである。 

 

法令種別 概要 

憲法

（Constitution） 

カナダの最高法規であり、これに反する法規は無効である。成文憲法は 1982 年

憲法法を中心に、1867 年以降の憲法法や連邦加盟・自治付与に関する制定法から

 
171 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
172 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
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法令種別 概要 

構成され、加えて議会特権、判例法、国王大権、慣習等の不文憲法要素も含まれ

る 

法律（Acts） 両院の可決、及び国王の裁可を経て成立する。官報第Ⅲ部で公表される。新しい

法律の制定や既存法の改正・廃止を行う 

規則

（Regulations） 

議会から権限を委任された者又は、機関（枢密院総督、大臣ら）によって作成・

承認される。提案段階（規則案）が第 I 部に掲載されて意見募集が行われる。最

終的な規則は官報第Ⅱ部で公表される。法的効力を持ち、法律の具体的な適用詳

細を定める 

枢密院令（Orders 

in Council） 

内閣（形式上は枢密院）による決定で、法的文書として機能する。官報第Ⅱ部で

公表される 

命令（Orders） 多くの場合、「枢密院令」又は、「大臣令」として発出される。法律の施行日を

定める命令等が含まれ、官報第Ⅱ部で公表される 

指令

（Directives） 

主に連邦政府機関に対して適用される行政上の要件又は、指針を定めた文書で、

通常、カナダ財務委員会事務局等が発行し、政府ウェブサイト（Canada.ca 又

は、発行元省庁）で公表される 

布告

（Proclamations） 

新しい法律の施行日を定める等、公式な宣言として利用される。布告は官報第Ⅱ

部に含まれるが、儀礼的な布告等は第Ⅰ部に掲載されることもある 

告示（Public 

Notices） 

政府、議会、委員会等の公式通知（任命、聴聞会通知等）であり、官報第 I 部に

掲載される 

基準・ガイドライ

ン（(Standards / 

Guidelines) 

活動やその結果に関する規約、ガイドライン、又は、特性を設定する、合意によ

って作成された文書で、組織がどのように障壁を特定・除去・防止するかといっ

た具体的な方法や、サービスの技術的要件等を定めたもの。原則として任意だ

が、特定の条件下で義務となる 

図表 34 カナダの法令種別 173 174 175 

 

法令データベース整備とカナダ政府デジタル戦略の関係：法令データベースは、カナダ政

府のデジタル戦略が掲げる①利用者中心設計、②デジタル原則の遵守、③相互運用性の確

保、④セキュリティとプライバシー、⑤データの戦略的活用の方針に準拠しながら整備さ

れている。 

 
173 国立国会図書館 調査及び立法考査局 山田邦夫「カナダの議会制度」『レファレンス』2014年 1 月号

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1）最終アクセス 2025年 9 月 8

日 
174 国立国会図書館「リサーチ・ナビ カナダ」（https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_641）最終アク

セス 2025年 9 月 8日 
175 カナダ官報編集局「カナダ官報の役割と立法過程における位置づけ」 （https://gazette.gc.ca/cg-gc/lm-sp-

eng.html#a5）最終アクセス 2025年 9 月 8日 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8408484_po_075604.pdf?contentNo=1
https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_641
https://gazette.gc.ca/cg-gc/lm-sp-eng.html#a5
https://gazette.gc.ca/cg-gc/lm-sp-eng.html#a5
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① 利用者中心設計（2020年「サービスとデジタルに関するポリシー」では、サービスの

設計・提供は利用者のニーズを基点に行うことを義務付けている）。 

② デジタル原則の遵守（2018年「カナダ政府デジタル標準」では、デジタル・ファース

ト、オープン標準、クラウド技術の使用を推奨している）。 

③ 相互運用性の確保（カナダ政府のデータ戦略でも、API等相互運用性はデータ基盤の

重要な要素とされている）。 

④ セキュリティとプライバシー（2020 年「サービスとデジタルに関するポリシー」で

は、セキュリティ・バイ・デザインやプライバシー・バイ・デザインが不可欠な要素

として強調されている）。 

⑤ 2023年「連邦公務員のための 2023-2026年データ戦略」（データを「戦略的資産」と

して扱うこととし、エビデンスに基づいた意思決定を行い、国民からの信頼と透明性

を維持しながら、省庁の枠を超えてデータを活用できる体制を目指している）。 

法案についてはカナダ議会の公式ウェブサイト「LEGISinfo176」に掲載され、規則案、及

び告示案は官報第 I部で公表される。最終的に制定された規則は官報第Ⅱ部で公表される

177。 

 

3.3.3. 法令データの公表媒体 

政府提供の法令情報源の比較：現在カナダ政府が提供する主要な法令データの公表媒体は

現在 4媒体ある。 

 

公表媒体（URL） データの種類と特徴 

Justice Laws Website 

（https://laws-

lois.justice.gc.ca/eng/） 

連邦政府の公式法令情報ウェブサイト。連邦の溶け込み法

令・規則を公用語である英語とフランス語の二言語で公開

している。年次制定法集も掲載している。溶け込み法令の

更新は、通常 2 週間ごとに行われる。溶け込み作業後の法

令は、個別に PDF 形式、及び XML 形式で提供されている。

本ウェブサイトは司法省が運営主体である 

LEGISinfo 

（https://www.parl.ca/legisinfo） 

カナダ議会が運営するウェブサイトであり、法案が議会に

提出されてから法律として成立するまでの過程を追跡する

ための公式な情報源として位置づけられている。法案や審

議データは、XML 形式（LIMS-DTD)や JSON 形式等でのダウ

ンロードが可能となっている 

 
176 カナダ議会「LEGISinfo」（https://www.parl.ca/legisinfo/）最終アクセス 2025年 9 月 8日 
177 国立国会図書館リサーチ・ナビ「カナダ」（https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_641）最終アクセ

ス 2025 年 9月 8 日 

https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/
https://www.parl.ca/legisinfo
https://www.parl.ca/legisinfo/
https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_641
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公表媒体（URL） データの種類と特徴 

Open Government Portal 

（https://open.canada.ca/en） 

連邦政府のオープンデータへの一元的なアクセス手段を提

供する公式ポータル。法令データについては、個別の法令

テキストに加え、データ分析等に有用な全法令の一括デー

タや特定時点（Point-in-time）の履歴データ等が、XML 形

式（LIMS-DTD）や HTML 形式で無償提供されている。デー

タを利用する開発者向けに、XML の構造を解説したデータ

辞書も併せて公開されている。本ポータルはカナダ財務委

員会事務局（TBS）が運営の主体である 

Canada Gazette 

（https://gazette.gc.ca/accueil-

home-eng.html） 

連邦政府の公式な公示媒体であり、制定された法令、規則

案、政府通知等を国民に周知する役割を担う。2014 年 4 月

1 日に印刷版の提供が廃止されており、現在は完全に電子

化されて公開されている。本ウェブサイトは公共サービ

ス・調達省（PSPC）が運営主体である 

図表 35 カナダ政府・議会による法令・情報公表媒体 178 

 

政府提供の法令情報源の比較：「Justice Laws Website」は司法省が管轄する公式法令情

報ウェブサイトであり、その役割は、発表された改正を本文に溶け込ませ、「現在の法令

の姿」を維持することである。溶け込み法令は公式情報として証拠能力を持ち、一般市民

や実務家が最新の法を容易に閲覧できるよう体系化されている 179。過去の特定の日付時点

の法令テキストを閲覧できる時点表示機能「Point-in-time (PIT）」も提供しており、法

改正の比較・追跡を行うニーズにも応えている。 

溶け込み法令の全文の XML形式データセットは、連邦政府機関が公開する情報リソース

やデータセットへのアクセスを提供する「Open Government Portal」180で公開されてい

る。XML データは 3種類の一括配布「Bulk Download」として提供され 181、現行溶け込み版

の全文 XMLを収録した標準パッケージである「Bulk XML」、その Web配信向けの派生版で

ある「Bulk XML(WEB)」、Justice Laws Websiteに基づく PITのスナップショット一式

で、改正前後の比較や時点検証に用いる「Bulk XML PIT」からなる。これら 3種はウェブ

ページ「Consolidated federal Acts and regulations in XML」から取得できる。さら

に、データ辞書が公開されており、要素名・語彙の定義を参照しつつ再利用できる 182。一

 
178 公開情報より作成 
179 カナダ司法省「統合法」(https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/)  最終アクセス 2025 年 9月 8 日 
180 カナダ政府「Open Government Portal」（https://search.open.canada.ca/data/）最終アクセス 2025 年 9月 8 日 
181 カナダ政府「オープンガバメントポータル 連邦統合法および規則（XML データセット）」 

(https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403) 最終アクセス 2025年 9 月 8日 
182 カナダ政府「オープンガバメントポータル 連邦統合法および規則（XML データセット）」 

(https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403) 最終アクセス 2025年 9 月 8日 

https://open.canada.ca/en
https://gazette.gc.ca/accueil-home-eng.html
https://gazette.gc.ca/accueil-home-eng.html
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/acts/
https://search.open.canada.ca/data/
https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403
https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403
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括配布によりデータベースへの取り込みと二次利用が容易になり、外部開発者や研究者ら

による法律情報へのアクセスのほか、ツール開発等再利用を積極的に促進している 183。 

LEGISInfoは、議会審議中、及び過去の法案を対象として、法案の追跡情報を提供する

ウェブサイトであり、立法府である上院、下院、及び議会図書館が共同で運営している。

法案情報を、議会の責任の下、外部での再利用を前提として機械可読な形式（JSON／

XML）で提供している。 

 

主な機能と利用者評価：司法省による「立法サービスの評価最終報告 2023年」184では、

省庁や政府機関へのインタビュー等を通じた調査の結果、Justice Laws Websiteは、「現

行の連邦法規制へのアクセス手段として信頼性が高く、ユーザーフレンドリーで効率的で

ある」と評価されている。特定の時点の法にアクセスできる時点表示、未施行の規定をシ

ェーディング（色付け）して表示する便利な機能（PITでは条項ごとに個別の改正履歴を

追跡できる機能）が提供されている。成立済みで未施行の改正内容を事前に一覧表示する

「未施行改正の表示」機能（「Amendments Not in Force」や「Coming into force」とし

てユーザーに提供される)や、他の法令に含まれる関連経過措置等を自動で集約表示する

「関連規定の表示」機能がある。これらの機能群が、法令の過去・現在・未来の姿をシー

ムレスに提供することで、法務調査における効率性と正確性を向上させている。 

Justice Laws Websiteでは利用者の利便性向上を目的としたさまざまな機能が提供され

ている 185。 

 

機能 概要 有用性 

特定時点の法令条文を表示する

時点表示機能 

 

特定の日付を指定すると、その

時点で有効であった条文を自動

的に再現して表示 

「その時点の法令」の確認が必

要な裁判・法務調査等におい

て、改正履歴をさかのぼって条

文を復元する手間を省き、必要

な条文に迅速にアクセスできる 

未施行規定の識別表示（シェー

ディング） 

制定法のうち、まだ施行されて

いない規定にシェーディング

（色付け）を施して表示 

未施行規定を一目で判別できる

ようにし、参照時にどの部分が

まだ施行されていないかを把握

しやすくしている 

関連規則一覧への直接リンク 

 

法令のページから、その法令に

基づいて制定された全ての関連

法律ごとに関連規則を個別に検

索する手間を省略できる 

 
183 カナダ政府オープンデータ「連邦統合法・規則 XML データセット」

（https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403）最終アクセス 2025 年 9月 8 日 
184 カナダ司法省「立法サービスの評価最終報告書 2023 年」（https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-

pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf) 最終アクセス 2025年 9 月 8日 
185 2025 年 11 月時点 

https://open.canada.ca/data/en/dataset/eb0dee21-9123-4d0d-b11d-0763fa1fb403
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
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機能 概要 有用性 

規則の一覧ページをワンクリッ

クで表示 

最新改正履歴リストの提供 

 

特定の法令について、2019 年 1

月 1 日以降に発効した改正のう

ち直近 10 件までの改正の引用と

日付を示す「Amendments list」

を提供 

利用者が当該法令の最近の改正

内容と発効日を簡潔に把握でき

る 

条項ごとの履歴追跡 

 

各セクションやスケジュール末

尾に、その条項を改正した改正

法又は、規則への引用を表示 

個々の条項やスケジュールにつ

いて、どの改正法・規則によっ

て改正されてきたかが把握しや

すい 

条文目次とナビゲーション 条文の目次は条文単位で表示・

非表示の切り替えが可能 

 

 

「章」「節」「条」等の構造を

把握しやすく、必要な条文だけ

を素早く表示できるため、全体

をスクロールし続ける負担を軽

減し、効率的に条文を閲覧でき

る 

レイアウトを最適化した印刷機

能 

ウェブブラウザの印刷オプショ

ンを使用する際、メニューやウ

ェブ固有のアイテムを自動的に

削除し、HTML バージョンからの

ハードコピー印刷に適したレイ

アウトを生成 

紙ベースでの閲覧・配布に適し

た体裁調整を自動化できる 

バイリンガル溶け込み版の提供 公式 PDF 版を英仏対訳で提供

し、ナビゲーションもバイリン

ガルに対応 

法令解釈の効率化に資するとと

もに、法的引用や裁判資料とし

て利用する際に、両言語の正確

な文言を同時に提示できる 

図表 36 Justice Laws Websiteにおける主な利便性の高い機能(2025年時点)186 

 

 
186 公開資料より作成 
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図表 37 溶け込み法令の時点管理、及び関連規則への参照機能 187 

 

LSB の評価報告書（2023年）188では、Justice Laws Websiteに対して、以下のような改

善提案が行われている。 

① 検索機能を強化し、CanLII（無料のカナダ弁護士会整備の法令検索システム）や

Quicklaw（有料の民間商用法令検索システム）等の他ツールと同等の高度な検索を実

現すること 

② 2001年以前の立法文書の過去のバージョンへのアクセスを提供すること 

③ 英語版とフランス語版を切り替えるトグル機能を復活させること 

④ モバイル端末でのウェブサイトアクセシビリティを向上させること 

⑤ 用語にマウスオーバーすると、その定義が表示される機能を追加すること 

 

 
187 カナダ司法省「カナダ労働法」(https://laws.justice.gc.ca/PDF/L-2.pdf) 最終アクセス 2025年 11月 23日 
188 カナダ司法省「立法サービスの評価 2023年 最終報告書 」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-

pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf ) 最終アクセス 2025年 9 月 16 日 

https://laws.justice.gc.ca/PDF/L-2.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
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Justice Laws Website のリニューアル：2025年 11月 5日付で、Justice Laws Websiteの

デザイン更新が告知された。このリニューアルは、政府プラットフォーム全体

（canada.ca）との一貫性を高めるとともに、ウェブサイトのユーザビリティ、及びアク

セシビリティを向上させることを目的として実施されたものである 189。司法省は、

Justice Laws Websiteのデザインをカナダ政府のウェブアクセシビリティ標準に準拠さ

せ、視覚障害者がスクリーンリーダー等のソフトウェアを用いて法令にアクセスしやすく

なるよう対応している。これらの取組は、「アクセシブル・カナダ法」190、及び「カナダ

政府デジタル標準」191の原則に合致するものである。 

 

Justice Laws Website の利用実績と利用者属性： LSBの評価報告書には、2021－2022会

計年度の統計として、年間利用者数約 1,000万人、年間総訪問回数約 1,800万回（英語

版・フランス語版の合計）が報告されている。 

 

（執筆者が翻訳） 

図表 38 Justice Laws Websiteの年間利用実績（2021－2022年会計年度）192 

 

法令データと Canada.ca 統合の課題と対応：カナダ政府は、行政サービスへアクセスでき

る公式の単一窓口である「Canada.ca」を通じて雇用、移民、旅行、健康等、国民の「ラ

イフイベント」に基づくサービスへのアクセスを提供している 193。統合サービスをシーム

レスに提供するためには、申請資格、義務、権利等について、サービス提供システムが基

盤となる連邦の法令データを正確に理解し、適用する必要がある。司法省の法令データベ

ースが管理する XMLデータは独自の法令スキーマである「LIMS-DTD形式」に基づいている

ため、現代の標準的なウェブ技術や外部システムとの相互運用性に乏しく、自動連携のボ

 
189 カナダ司法省「Justice Laws Website」（https://laws.justice.gc.ca/eng/）最終アクセス 2025年 9 月 18 日 
190 カナダ政府「アクセシブル・カナダ法 概要」（https://www.canada.ca/en/employment-social-

development/programs/accessible-canada/act-summary.html）最終アクセス 2025年 9 月 16 日 
191 カナダ政府「デジタル標準」(https://www.canada.ca/en/government/system/digital-government/government-

canada-digital-standards.html)  2025年 9月 16日 
192 カナダ司法省「立法サービスの評価 2023 年：概要」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-

rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf) 最終アクセス 2025年 9 月 16 日 
193 カナダ政府「Canada.ca ウェブサイト」（https://www.canada.ca/en.html）最終アクセス 2025年 11月 23日 

https://laws.justice.gc.ca/eng/
https://www.canada.ca/en/employment-social-development/programs/accessible-canada/act-summary.html
https://www.canada.ca/en/employment-social-development/programs/accessible-canada/act-summary.html
https://www.canada.ca/en/government/system/digital-government/government-canada-digital-standards.html
https://www.canada.ca/en/government/system/digital-government/government-canada-digital-standards.html
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_EvaluationSummaryFinal-en.pdf
https://www.canada.ca/en.html
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トルネックとなる可能性がある。そのため、Canada.caの各サービスが法改正を迅速かつ

正確に反映できるよう、データ形式をカナダデジタル標準へと更新し、システム間のシー

ムレスなデータ連携を実現することが求められている 194。 

 

3.3.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

司法省における立法サービス評価の実施状況：司法省は、実施している立法サービスにつ

いて、継続的な妥当性、有効性、効率性を検証し、その結果を「立法サービスの評価」と

して定期的に公表している 195。2023 年に公表された同評価レポートのスコープは以下のと

おりである。 

 

起草業務 連邦法、及び規則の法案起草 

助言 政策立案段階や解釈に関する法的助言 

審査 法案全体の構成や論理的な整合性の精査 

出版・溶け込み版

の作成 

公布された法令をウェブサイトで公開、及び溶け込み版の作成 

図表 39 「立法サービス評価(2023年)」評価範囲 

 

分析は、関係者へのインタビューや、職員数・労働時間やウェブサイト閲覧数といった

業務データに基づく定性的・定量的評価によって構成されているが、現時点で確認できる

範囲では、本評価は司法省の「運営効率性」を中心課題としており、ROI等の経済的指標

によるインパクト評価は行われていない。デジタル技術の活用が立法サービスに与える影

響については定性的な側面から以下の評価がされている。 

 

記載箇所 概要 

法務サービスユニット（LSU）に

よる立法業務の特殊性（Section 

2.3.3） 

Arbortext について、クライアント省庁がファイルにアクセスし

てテキスト内で変更を提案でき、関係者間のリアルタイムな協働

や問題の早期発見に寄与したとする一方で、デジタルツールの導

入によって業務スピードが加速したことで、納期の短縮化が常態

化し、品質管理プロセスを圧迫しているという懸念も報告された 

連邦法のアクセシビリティ

（Section 4.3.3） 

Justice Laws Website は年間約 1,800 万回の訪問を記録し、信頼

性が高く、ユーザーフレンドリーで、効率的である。国民の「法

 
194 一般社団法人行政情報システム研究所「カナダ政府のデジタルガバメント戦略と組織―政府 CIO 及びカナディア

ン・デジタル・サービスへのインタビュー」（https://www.iais.or.jp/articles/articlesa/20190208/201902_05/） 

最終アクセス 2025年 11 月 23 日 
195 カナダ司法省「立法サービスの評価 2023年 最終報告書 」(https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-

pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf ) 最終アクセス 2025年 11月 23 日 

 

https://www.iais.or.jp/articles/articlesa/20190208/201902_05/
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
https://www.justice.gc.ca/eng/rp-pr/cp-pm/eval/rep-rap/2023/ebiaes-desaie/pdf/ebiaes-desaie_FinalReport-en.pdf
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記載箇所 概要 

へのアクセス」を確保し、その利便性と信頼性を劇的に向上させ

たと評価されている 

図表 40 「立法サービス評価(2023年)」デジタル技術の活用についての言及箇所 

 

「立法サービスの評価」における評価の観点と設問は以下のとおりである。 

 

評価の観点 主な評価設問 具体的な検討事項 

目的適合性 

 

評価期間において、立法サービスの必要

性はどのように変化したか 

 

・立法・規制業務は政府、及び省庁の優先

事項とどのように整合しているか 

・評価期間中に需要に変化はあったか 

デザインと

デリバリー 

立法サービスの設計と提供は、確立され

た枠組みに従ってどの程度機能している

か  

・立法サービスへの主要な変更、チームの

構造／組織、人的資源の補充とレベル 

・様々なクライアントに提供されるサービ

スの種類、確立された業務プロセスと手

順、責任と役割 

立法サービスの設計・提供体制はどの程

度効果的か 

・評価期間において、立法サービスはサー

ビス需要の潜在的な変化にどのように対応

してきたか 

・立法サービス提供の設計・提供手法に代

わる、効果性を向上させる代替案は存在す

るか 

効果 高品質な立法サービスをどの程度提供し

てきたか 

例：タイムリー、対応力、有効性 

立法専門家は、立法サービスの提供を支

援する専門知識と体制をどの程度有して

いるか 

例：実務グループ、委員会、研修、メンタ

リング 

立法サービスは、カナダ国民にとってア

クセスしやすい連邦立法の制定にどの程

度貢献しているか 

― 

様々なグループとの効果的な連携がどの

程度構築されているか 

例：立法サービス内部、省内の他部門／担

当分野、クライアント省庁・機関 

効率性 

 

立法サービスは効率的かつ経済的に提供

されているか 

その効率性や経済性を向上させる代替案は

あるか 

図表 41 立法サービス評価枠組み（2017-2018 年度から 2021-2022年度） 
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官報印刷廃止による削減効果：2014 年にカナダ政府が制定した「カナダ官報発行命令」196

では、官報の印刷を廃止し、PDF形式による電子発行へ完全移行した。これにより、年間

30万カナダドル 197の経費削減効果があると報告されている。 

 

3.4. 法令データの利活用状況、及び Rules as Code や AI技術活用状況 

3.4.1. 法令データの APIサービス 

カナダの連邦法令データ（法律、及び規則の溶け込み版）は、APIではなく、主として

「公式 XML の一括配布」という形で提供されている。法令 XMLデータは司法省の GitHub

リポジトリ（https://github.com/justicecanada）に格納され、バージョン管理されてお

り、Open Government Portal が、データセットをオープンデータとして公式に提示するた

めの窓口としての役割を果たしている。リポジトリからは、最新データをまとめた「Bulk 

XML」と、履歴・時点情報や差分を提供する「Bulk XML／PIT」の 2種類が提供されてい

る。これらは「オープン・ガバメント・ライセンス・カナダ」198のもとで公開されてお

り、法令情報の XMLについては、「公式なバージョンとして表示しない」という条件で複

製・再利用が認められている。これは連邦政府全体として推奨されている「API、リアル

タイム REST/JSON」モデルとは異なる。 

 

3.4.2. 法令データの民間利活用を促す政府の施策、及び利活用事例 

法令データを活用した政府機関によるサービスの事例 

（AIが主体の事例については「3.4.4. カナダ政府機関主導の法制事務、及び法令データ

利活用に係る AI 活用の事例」に記載） 

 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

高度な検索と

法的分析 

Otto/ 

司法省 

主に法律顧問等の LSB の専門家向けに、法

務リサーチと分析の効率と精度を向上させ

る AI ツールとして、LSB の AI 作業部会が

開発したオープンソースの AIプラットフォ

ーム 

Justice Laws Website

（溶け込み法令、以下

JLW） 

図表 42 公式法令データを利活用したサービス事例（政府）199 

 
196 2012 年 5月のカナダ上院国家財政委員会における説明によれば、直近年度における紙版官報の印刷費は約 22 万カ

ナダドル、郵送・配布費は約 11.6 万カナダドルで、合計約 33.6 万カナダドルであった。これらの経費削減額から、紙

版購読料収入の減少分等を考慮した上で「年間約 30万カナダドルの削減」と整理されている。 
197 2025 年 11月 30日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 3,340万円 
198 カナダ政府はオープンデータの利活用を促進するため、オープンデータ・ポータル等で公開した情報に対して複

製・再利用する広範な権利を付与している。本ライセンスは、その利用に際して利用者が同意すべき契約条件を定めた

ものである。カナダ政府「オープン・ガバメント・ライセンス・カナダ」 （https://open.canada.ca/en/open-

government-licence-canada） 最終アクセス 2026年 2 月 2日 
199 公開情報より作成 

https://open.canada.ca/en/open-government-licence-canada
https://open.canada.ca/en/open-government-licence-canada
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法令データを活用した民間サービスの事例 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

高度な検索と

法的分析 

Codify／

Codify 

Legal 

Publishin

g 社 

カナダの法令、及び議会情報の追跡・分析

に特化したレジスレーティブ・インテリジ

ェンス・プラットフォーム。過去・現在・

未来（未施行）の法改正の推移をシームレ

スに可視化することを目的にしている。

日々更新される法案情報を現行法に即座に

反映させる。特定の日付時点の条文を再現

する高度な「Point-in-Time（時点指定）」

機能を採用している 

JLW、 LEGISInfo 

（LEGISInfo を 1 日 2 回

チェックし、法案の進捗

が既存の法律にどう影響

するかを「リアルタイ

ム」に反映させる） 

司法判断の予

測分析・リサ

ーチ支援 

Blue J／

Blue J 

Legal 社 

AI を活用した税法・労働法に特化した予測

分析プラットフォーム。特定の事実関係に

基づき、裁判所がどのような判断を下すか

（勝率等）を 90%以上の精度で予測するこ

とを目的にしている。JLW の法令データ

（所得税法等）や過去の判例データを利用

している。大量の判決文から司法判断のパ

ターンを学習する機械学習技術を採用して

いる 

JLW、判例データ, CRA

（歳入庁）裁定データ 

 

高度な検索と

法的分析 

CanLII／

Canadian 

Legal 

Informati

on 

Institute

(FLSC) 

 

 

 

カナダ法曹連盟が資金を拠出・主導する、

非営利サービスで国内最大級の法情報プラ

ットフォーム。連邦・全州の判例や法令を

含む 350 万件以上の文書データを保有・公

開している。データは主に閲覧用の HTML、

及び PDF 形式で提供される。基本的な検

索・閲覧機能は無償であり、開発者向け

API プログラムも提供されているが、利用

はメタデータへのアクセス等に留まり、バ

ルクアクセスは制限されている。なお、連

携ツールの高度な機能には一部有料のオプ

ションも存在する 

JLW、各州・準州の政府機

関のデータ（法令データ

（憲法、法律、規則）、

裁判所、及び行政審判所

（判例データ） 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

AI 開発用デー

タ基盤 

A2AJ/Acce

ss to 

Algorithm

ic 

Justice( 

(ヨーク大

学ロース

クール他) 

カナダの法情報へのアクセス改善を目指

し、同国内の二つのロースクールが共同運

営する研究・提言プロジェクト。11 万件以

上の判例と 5 千件以上の法令データを保

有・公開している。データは API、Hugging 

Face、Parquet 形式に加え、生成 AI エージ

ェントとの連携を容易にする MCP（Model 

Context Protocol）を通じて、無償かつ登

録不要で提供されている 

JLW、オープンデータ、裁

判所、及び行政審判所

（判例データ） 

立法追跡・政

策モニタリン

グ 

Global 

Public 

Affairs 

／

iPolitics

INTEL 

議会情報や規制動向のモニタリングに特化

したパブリック・アフェアーズ、及び情報

サービス。企業やロビイストに対して、法

案の進捗状況や委員会の活動内容をリアル

タイムで通知することを目的にしている。

議会の LEGISinfo データや委員会記録を利

用している。法規制の変更がビジネスに与

える影響を早期に検知するための高度な追

跡ツールを提供している 

LEGISinfo、 

企業法務・コ

ンプライアン

ス 

Athennia

／

Athennian 

社 

法人実体管理（エンティティ・マネジメン

ト）に特化したクラウド型ソフトウェア。

法律事務所や企業の法務部門に対し、会社

情報の更新作業やコンプライアンス管理を

自動化することを目的にしている。Open 

Government Portal 等で公開されている連

邦、及び各州の法人登記データを利用して

いる。公的な登記情報と連携し、煩雑な書

類作成やデータ入力を効率化するワークフ

ロー自動化技術を採用している 

Open Government 

(Corporate Registry), 

Canada.ca 

判例分析・リ

サーチ支援 

Loom 

Analytics

／Loom 

Analytics

社 

カナダの判例分析と訴訟戦略立案に特化し

たリーガル・アナリティクス・プラットフ

ォーム。裁判官の判断傾向や訴訟の結果

（勝率・棄却率等）を統計的に可視化する

ことを目的にしている。CanLII や各裁判所

から公開される判決文データを利用してい

JLW、CanLII、裁判所（判

例データ） 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

る。非構造化データである判決文テキスト

を自然言語処理（NLP）と機械学習を用いて

構造化・タグ付けし、定量的なデータ分析

を可能にする技術を採用している 

法務文書作成

支援 

 

CiteRight 

／

CiteRight

社 

 

訴訟文書の作成と引用管理を効率化する

Microsoft Word アドイン型ナレッジ管理ツ

ール。正確な判例引用（Citation）の自動

生成と、事務所内の過去の起草物の再利用

を促進することを目的にしている。CanLII

等の判例データベースや JLWの法令データ

を利用している。また、CanLII の API 等と

リアルタイムで連携し、裁判所が要求する

書式で引用を自動整形すると同時に、リン

ク切れのない有効な参照元を保持し続ける

技術を採用している 

JLW、CanLII 

法制情報の高

度追跡 

FiscalNot

e／

FiscalNot

e 

Holdings

社 

世界各国の法案や規制動向を監視する政府

渉外（GR）、及びレギュレータリー・イン

テリジェンス・プラットフォーム。法案の

成立確率の予測や、規制変更が組織に与え

るリスクの管理を目的にしている。世界中

の政府・議会データを利用している。AI と

自然言語処理を用いて法案テキストや審議

状況を解析し、法案が可決される可能性を

数値で予測する独自のアルゴリズムを採用

している 

LEGISinfo（法案、議事

録、委員会記録） 

図表 43 公式法令データを利活用したサービス事例（民間）200 

 

法令データ利用の現状と課題：Justice Laws Websiteは、最新の連邦法令、及び規則の主

要な情報源であるが、カナダ独自の LIMS-DTD形式が採用されているため、スタートアッ

プ企業や小規模な開発者が法令データを利用するには技術的な障壁が高い状況にある。 

これに対し、オープンデータに付加価値を与えて社会へ還元する非営利団体等の「イネ

ーブラー」は、政府の法令データを開発者がプログラミングに活用しやすいよう複数のデ

ータ形式で提供するほか、一般市民や実務家向けには検索性の向上や逐条解説の提供等、

 
200 公開情報より作成 
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利用者ごとに、より利便性の高い形式で法令データを実質無料で提供し（一部の付加価値

サービスについては課金する場合もある）、政府のオープンデータ戦略を支える重要な役

割を果たしている。この背景には、大手法律情報サービスプロバイダによる法令情報の寡

占に対抗する動き 201と、国民の「司法へのアクセスの確保」202の保障という二つの構造的

要因がある 203。 

 

段階 主要なアクター 

一次情報 政府（Justice Laws Website、Open Government Portal、GitHub リポジト

リ）、議会（LEGISinfo） 

中間加工（イネーブラ

ー） 

非営利団体が中心（CanLII、A2AJ、SOQUIJ、Cyberjustice Laboratory） 

応用（アプリケーショ

ン） 

リーガルテック企業、学術機関、行政機関（政府、自治体等） 

図表 44 カナダの法令データ流通構造 204 

 

イネーブラーのうち、とりわけ CanLIIと A2AJ は、共に「司法へのアクセス向上」を目

指す非営利の取組であるが、そのアプローチと役割は異なっている。 

CanLII は、実務家、及び一般市民に対し、信頼性の高い法令情報への広範な無料アクセ

スを提供するカナダ最大級のプラットフォームである。膨大なデータ収録規模に加え、法

令の要約、判例の引用分析や解説といった付加価値サービスを提供しており、カナダの法

的リサーチ分野において圧倒的な地位を確立している 205 206。一方で、AI学習用に必要な

大量データの一括取得については制限を設けている。これは、CanLIIが単なるデータの転

載にとどまらず、要約作成・引用リンクの構築・メタデータ付与といった独自の付加価値

加工を行っており、これらの部分に著作権が存在すると主張しているためである。CanLII

の利用規約は大量ダウンロードやスクレイピングを明示的に禁止しており、利用者はサイ

ト利用時にこれに同意したとみなされる。また、非営利組織として多大なコストをかけて

整備した成果物を第三者が商業利用することへの懸念も背景にある。実際、2024 年には

 
201 Poulin, D. 「Free Access to Law in Canada”, Legal Information Management, 12 (2012), pp.165-172」

（https://lexum.com/sites/default/files/publications/2012-free-access-law-canada.pdf）最終アクセス 2025 年

12 月 29 日 
202 カナダ司法省「連邦法複製命令 SI/97-5）」（https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/regulations/SI-97-

5/FullText.html）最終アクセス 2025年 12 月 29 日 
203 Lexum社 Daniel Poulin「カナダにおける法情報へのフリーアクセス」

（https://lexum.com/sites/default/files/publications/2012-free-access-law-canada.pdf） 

 最終アクセス 2026年 2 月 2日 
204 公開情報より作成 
205 CanLII「The CanLII Blog」（https://blog.canlii.org/tag/how-to/）最終アクセス 2025 年 12月 29 日 
206 A2AJ「Canadian Legal Data」─計算法時代の CanLII に代わるオープンソース基盤」

（https://arxiv.org/pdf/2509.13032）最終アクセス 2025年 12 月 29 日 

https://lexum.com/sites/default/files/publications/2012-free-access-law-canada.pdf
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/regulations/SI-97-5/FullText.html
https://laws-lois.justice.gc.ca/eng/regulations/SI-97-5/FullText.html
https://lexum.com/sites/default/files/publications/2012-free-access-law-canada.pdf
https://blog.canlii.org/tag/how-to/
https://arxiv.org/pdf/2509.13032
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AIスタートアップ企業が利用規約に違反して大量のデータをスクレイピングしたとして、

CanLII から提訴される事例も確認されている 207。 

A2AJは、法令情報の一括取得（Bulk Access）と計算法学（Computational Law）の研究

を推進する学術プロジェクトである。CanLIIが「人間が読むための検索ツール」として最

適化されているのに対し、A2AJ は「AIの時代において、法律情報は法律の専門家だけで

なく、機械学習や解析を通じて全ての人の手に届くものになるべきである」という思想の

もと、AI開発に不可欠な機械可読データの提供拠点としての重要性を強調している 208。 

 

項目 Canadian Legal Information 

Institute 

Access to Algorithmic Justice 

サービス名 CanLII A2AJ 

URL https://www.canlii.org/ https://a2aj.ca/ 

設立年 2011 年 2024 年～2025 年 

運営主体（概要） 弁護士会連盟によって設立され

た非営利団体 

学術機関によって共同ホストさ

れる研究プロジェクト 

主な用途 サービス開発・連携 機械学習モデルのトレーニン

グ・研究開発 

データの種別／収録数 

（2025 年 9 月時点） 

判例、法令、法的な解説 

判例（350 万件以上） 

制定法（91,000 件） 

データ総量 12 億トークン（約

10 億語） 

裁判所の決定（116,000 件以

上）法律、及び規制（5,000 件

以上）AI 資産（コード、モデル

等） 

データ形式／提供方法 JSON／主に API（CanLII API）

で提供。必要なデータを動的に

呼び出すインターフェースを提

供。検索機能の統合や、メタデ

ータ・テキストの取得に適して

いる 

JSONL（JSON Lines）や Parquet

／Hugging Face 等のデータセッ

ト共有プラットフォームを通じ

て、データセットの一括ダウン

ロードを提供 

図表 45 CanLIIと A2AJの比較 209 

 

 
207 Laura Crimi Torkin Manes LLP「AI を用いたデータスクレイピングの適法性：カナダにおける再検討」

（https://www.torkin.com/insights/publication/legality-of-data-scraping-using-ai-revisiting-in-canada）最

終アクセス 2025年 12月 29 日 
208 A2AJ「Canadian Legal Data」─計算法時代の CanLII に代わるオープンソース基盤」

（https://arxiv.org/pdf/2509.13032）最終アクセス 2025年 9月 16 日 
209 公開情報より作成 

https://www.canlii.org/
https://www.torkin.com/insights/publication/legality-of-data-scraping-using-ai-revisiting-in-canada
https://arxiv.org/pdf/2509.13032


73 

 

法令データ利活用の促進策：カナダ政府は、法令データの民間利活用を促すコミュニティ

活動の促進、協調的なプログラム、及び官民パートナーシップを通じて法令データ利活用

促進の働きかけを多数行っている。 

 

コミュニティ活動の促進やイベントの実施 

施策名／プロジェクト名 概要 

GitHub 等でのデータ提供と窓口

対応（司法省） 

司法省は JLW の XML データに加えて、新たに開発した AI ツール

「Otto」の技術情報も GitHubで公開している。同省は、開発者コ

ミュニティ専用の窓口を設けており、この窓口を通じて技術的な指

摘を行うと、担当者が応答する仕組みが整えられており、データの

一方的な配信から開発者コミュニティとの共創へと関係性を発展さ

せる取組となっている 

オープンな政府（Open 

Government）に関する「Multi-

Stakeholder Forum」の開催（カ

ナダ財務委員会事務局） 

Multi-Stakeholder Forum（MSF）210は、カナダ政府が主催し、政

府・市民社会・民間企業の代表が集まり、「次にどのデータを公開

すべきか」「どのようにすれば使いやすくなるか」について議論す

る場である。このフォーラムでは、「法令データの API 化」や「企

業登記情報のオープン化」等の要望が出され、実際の政策（アクシ

ョンプラン）に反映されている 

Rules as Code の実証実験公開

やウェビナーの開催（カナダ・

スクール・オブ・パブリックサ

ービス） 

カナダ・スクール・オブ・パブリックサービス（CSPS）211は政府機

関、民間企業、オープンソースコミュニティの専門家と共同で

「Rules as Code Discovery Project」、「休暇手当の自動計算」

や「規制の API 化」等、多くの実験的取組を行っている。開発の過

程で作成したコードやデータモデルは、GitHub 上でオープンソース

として公開している。これにより、民間のリーガルテック企業は

「政府が検証済みのコード」を自社の開発の参考にし、再利用する

ことが可能になる。CSPS は公務員向けの教育だけではなく、過去に

Rules as Code に関するウェビナーも開催し、政府職員と民間のエ

ンジニアが対話する場を作っている 

Code with Canada (カナディア

ン・デジタル・サービス) 

2018 年に行われた取組で、カナディアン・デジタル・サービス

（CDS）がシビックテックの Code for Canada と提携し、民間のエ

ンジニアやデザイナーを政府に派遣（フェローシップ）して課題解

 
210 カナダ政府「オープンガバメントに関するマルチステークホルダー・フォーラム」 

（https://www.canada.ca/en/government/system/government-wide-reporting-spending-operations/trust-

transparency/about-open-government/multi-stakeholder-forum-open-government.html）最終アクセス 2025年 11月

23 日 
211 連邦公務員向けに公共部門イノベーションの研修プログラム等を開発・提供する政府機関 

https://www.canada.ca/en/government/system/government-wide-reporting-spending-operations/trust-transparency/about-open-government/multi-stakeholder-forum-open-government.html
https://www.canada.ca/en/government/system/government-wide-reporting-spending-operations/trust-transparency/about-open-government/multi-stakeholder-forum-open-government.html
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施策名／プロジェクト名 概要 

決を行う取組 212。フェローは Code for Canada の雇用のまま、カナ

ダ政府の「Interchange program（官民人事交流制度）」という仕

組みを利用して CDS に出向する形がとられた。具体的には、退役軍

人向けのサービス改善（給付金申請の簡素化等）に取り組み、CDS

の正規職員と共にユーザーリサーチやプロトタイピングを行った。

（本プログラムは 2021 年に終了） 

イノベーション・ソリューショ

ン・カナダ（ISC） 

本プログラムはイノベーション・科学経済開発省が主導し、20 以上

の連邦省庁が連携して実施する。参加省庁は年間 R＆D 予算の 1%を

拠出し、スタートアップや中小企業を対象にコンペティション形式

で政府の具体的な課題へのソリューションを募り、初期の研究開発

から商業化までを一貫して支援する。本プログラムの年間予算規模

は、約 1 億 4,760 万カナダドル（約 160 億円）である。日本の SBIR

制度（中小企業技術革新制度）に近い性質を持つ。法令データ利活

用の例では、2021 年に先住民族サービス省が、複雑な政府支援プロ

グラムと利用者をマッチングさせる「デジタルナビゲーションツー

ル」の概念実証実施企業として、スタートアップ企業 2 社へ開発資

金を提供した事例がある 

G7 GovAI グランドチャレンジ

（G7 GovAI Grand Challenge） 

カナダ財務事務局（TBS）や Impact Canada イニシアチブ 213を通

じ、公共部門における責任ある AI 導入を推進する国際的取組。そ

の中核となるハッカソン形式の「Rapid Solution Labs」は、2025

年 11月 17 日から 12月 1 日までの 2 週間オンラインで開催され、

G7、及び EU 加盟国等のチームが 4 つの公共部門課題に対して実用

的かつ広く展開可能な AI ソリューションの開発に取り組んだ。総

額最大 10 万カナダドル 214の資金が提供され、選定された提案には

最大 1 万カナダドルが支給されるほか、G7 各国での研究・展開に発

展する可能性がある。また、カナダが招集・議長を務める G7 AI ネ

ットワーク（GAIN）が本チャレンジを支援し、成功事例の展開やオ

ープンソース AI ソリューションのカタログ化等を通じて国際連携

を強化している。本プログラムで選抜されたツールのデモや実装計

画が 2026年 3 月に公表される見込み 

 
212 カナディアン・デジタル・サービス（CDS）「Code for Canada とのパートナーシップ」

（https://digital.canada.ca/2018/04/19/our-partnership-with-code-for-canada/）最終アクセス 2025年 11月 23

日 
213 枢密院事務局（PCO）「Impact Canada 公式サイト」 (https://impact.canada.ca/en/) 最終アクセス 2025 年 11 月

30 日 
214 2025 年 11月 30日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 1,110万円 

https://digital.canada.ca/2018/04/19/our-partnership-with-code-for-canada/
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図表 46 コミュニティ活動の促進やイベントの実施 215 

 

3.4.3.カナダ政府機関主導の Rules as Codeの事例 

取組の背景と初期の実証実験：カナダ政府は、現時点で Rules as Code のロードマップに

関する公式見解は示していない。しかし、各省庁では実験的な取組が進められており、連

邦公務員向けに公共部門イノベーションの研修プログラム等を開発・提供する政府機関で

ある、カナダ・スクール・オブ・パブリックサービス「Canada School of Public 

Service（CSPS）」がそれらのプロジェクトの大部分に関与している 216。 

カナダ政府で Rules as Code を実証的に活用しようとする取組は 2019 年頃に開始され

た。当時、政府機関において、法令や政策をデジタルシステム上で運用することに困難が

あるとの認識が広がりつつあった。特に、利用者が自らの状況に応じて公共サービスの手

続の流れを理解したり、社会保障給付等の受給資格を確認したりできるよう支援する仕組

みの必要性が意識されるようになっていた。このような背景のもと、Rules as Codeアプ

ローチでの給付資格の判定や制度内容の説明を目的とする小規模なシステムを構築する実

証実験が複数の省庁で開始された 217。実証実験の初期段階において、カナダ政府は、

Rules as Code分野で先行していた他国のモデルを検討した。ニュージーランド政府の

「Better Rules Better Outcome」218 219アプローチに着目し、これを取り入れたパイロッ

トプロジェクトを行ったほか 220、フランス政府やニュージーランド政府から専門家を招

き、職位や階層を問わずカナダ連邦公務員を対象とした「デジタル変革に向けた Rules as 

Codeの活用」と題するウェビナー221を 2021年に開催している。また、司法省は、CSPS、

カナダ財務委員会事務局（TBS）や省庁等との共同で、Rules as Codeアプローチの実証・

研究に積極的に取り組んでいる。 

 

翻訳的なコード化の限界と起草段階からのアプローチ：カナダ政府における Rules as 

Codeの初期の事例（カナダ航行可能な水域法「Canadian Navigable Waters Act」、採掘

許可等）では、各省庁が CSPSの Rules as Code担当者に依頼する形でプロジェクトが選

定されている 222。初期の段階では、OpenFisca、PolicyEngine223、Catala といった Rules 

 
215 公開情報より作成 
216 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
217 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
218 ニュージーランド政府が主導する政策立案手法。初期段階から多分野の専門家が協働するサービスデザインアプロ

ーチを用い、法令のデジタル実装（コード化）を見据えたもの 
219 ニュージーランド政府「Better Rules – Better Outcomes 公式サイト」（https://www.betterrules.govt.nz/） 

最終アクセス 2026年 2月 9 日 
220 カナダ・スクール・オブ・パブリックサービス Scott McNaughton「Rules as Code」（https://ciaj-icaj.ca/wp-

content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509）最終アクセ

ス 2025 年 12月 26日 
221 カナダ・スクール・オブ・パブリックサービス「Leveraging Rules as Code: Towards Digital Transformation」

（https://www.csps-efpc.gc.ca/events/rules-as-code/index-eng.aspx）最終アクセス 2025年 12月 26日 
222 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
223 OpenFisca を基盤として、政策や法改正の家計への影響評価を行うために開発された Rules as Codeツールで、主

に米国・英国で活用されている 

https://www.betterrules.govt.nz/
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://www.csps-efpc.gc.ca/events/rules-as-code/index-eng.aspx
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as Code ツールの活用が検討されたが、OpenFiscaは税制や給付制度等、要件が明確で規

範性の高い定型的な規則については有効に機能する一方、条文の解釈を要する複雑な規則

については適用が困難であることが明らかとなった、とのことであった 224。とりわけ、接

続詞（and/or）や句読点（カンマ等）に起因する自然言語の曖昧さは、論理構造の正確な

再現を妨げ、既存ルールを事後的にコード化する手法の限界を浮き彫りにし、複雑な法的

論理を記述するための、より適したツールの検討が必要であると認識するに至った 225。こ

のような過程を経て、カナダ政府は、規則を起草する段階からデジタル環境下での適用を

前提にコード化を行い、施行前にシミュレーションや検証ができるツールのプロトタイプ

開発へと発展していった。 

 

カナダ発の Rules as Code ツール Blawxの導入とその利点：こうした中、カナダ政府は、

論理的推論を正確に扱えるツールとして、Rules as Code ツール「Blawx」226に注目した。

Blawx は、一般的な命令型プログラミングではなく、条件やルールの関係を記述する宣言

型のプログラミング手法を採用している。Blawxの基礎となる「シンボリック AI」は、デ

ータから学習させるのではなく、人間があらかじめ与えた論理式に基づいて答えを導き出

すアプローチで、「論理的 AI」や「ロジックベース AI」とも呼ばれる。さらに Blawx

は、こうした論理プログラミングの仕組みの上にユーザーフレンドリーな「Blockly」227と

呼ばれるインターフェースを備えることで、専門的なプログラミング知識を必ずしも必要

とせずにコードの検証が行える環境を提供する。そのため、立法顧問と開発者がコード化

を行う際、コミュニケーションが図り易いといった利点も併せ持つ。 

 

時期 主要ツール 対象法令 パートナー省庁 概要 

2019 年 OpenFisca カナダ労働基準規

則（第 12 条・第

13 条） 

雇用・社会開発省 既存規制のコード化。年次休暇、

及び休暇手当の計算ルールをコー

ド化した 

2023 年 Blawx 連邦公務員年金法

（第 3 条(1)項） 

財務委員会事務局 新規制の策定プロセスにおいて、

法案の起草と並行してコード化

（Co-drafting)を実施 

2023 年 Blawx 鉱山活動に関連す

る許可要件 

天然資源省 鉱山開発の許認可申請を支援する

ウェブアプリケーションの開発 

 
224 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
225 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
226 プログラミング知識を持たない非技術者向けに設計された、カナダ発の推論エンジン搭載型 Rules as Code ツール 
227 Google 社が開発した、難しいコードを書かずに、画面上のブロックを並べるだけでルールを記述できる、視覚的な

プログラミング機能 
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時期 主要ツール 対象法令 パートナー省庁 概要 

2024 年 Blawx カナダ航行可能な

水域法（第 2 条

等） 

司法省 Blawx を用いて条文をコード化

し、同一の法的質問に対する回答

精度を生成 AI（ChatGPT）と比較

検証した 

図表 47 CSPS 等による Rules as Code の主な実証実験 228 

 

カナダ航行可能な水域法における Rules as Code実証実験の概要：CSPS と司法省によるチ

ームは、カナダ航行可能な水域法における「航行可能な水域」の定義、及び関連規定（第

2条、第 2.01条等）を対象に、Rules as Code の技術検証を実施した 229。本技術検証で

は、Blawxを用いて既存の条文をコード化し、同一の法的質問に対する回答精度を生成 AI

（ChatGPT）と比較検証した。その結果、Blawx は複雑な法的論理を正確に処理し、根拠に

基づいた説明可能な回答を導き出すことができたのに対し、生成 AI単独では、存在しな

い条文の引用（ハルシネーション）や重要な例外規定の見落としが発生した。結論とし

て、生成 AI に条文そのものを起草させるのではなく、Blawxのようなツールを用いて生成

した論理的に正確で説明も可能な条文を生成 AIに「平易な言葉」でわかりやすく要約、

説明させるハイブリッドアプローチ 230が、行政サービスの自動化において「法の正確性」

と「ユーザーへの伝達力」を両立させるための有効なモデルであると提案している。 

なお、これまでの複数の実証実験を通じて、Blawx については法律や規則の論理構造を

忠実に再現する形で条文をコードにでき、起草段階において高い柔軟性を提供し得ること

が確認されている一方で、Blawx は依然として開発途上のプロトタイプであり 231、現段階

では比較的単純で定型的な規則を対象に実験的に運用されているとのことである。カナダ

政府は、より複雑な処理には Blawx以外のソリューションを使用することも含め、目的に

応じた柔軟な選択を行っていくとのことである 232。 

 

Rules as Codeの導入により期待される主な便益と論点：政府内の Rules as Code の実証

実験の大部分に関与している担当者へのヒアリングに基づき、Rules as Code の導入によ

り期待される主な便益や論点を以下に整理する。 

 
228 公開資料より作成 
229 コモンウェルス立法顧問協会（CALC）「The Loophole 2024年 12月号（The Loophole – Journal of the 

Commonwealth Association of Legislative Counsel, December 2024, Issue No. 2 of 2024）P.73-P.107」

（https://www.calc.ngo/sites/default/files/loophole/Loophole%202024-2_0.pdf）最終アクセス 2025年 12 月 26 日 
230 上の論文中では、論理ベースの「シンボリック AI（Blawx）」とニューラルネットワークベースの「生成 AI

（ChatGPT）」を併用する手法として、「ニューロシンボリック AI（Neuro-symbolic AI）」と呼称されている。 
231 Blawxは 2025年 11月リリースの ver.2.0.0 より生成 AI統合などの新機能を含む有料プランが導入されたが、中核

となる推論エンジンや基本機能は引き続きオープンソース・ソフトウェアとして利用可能である。Blawx公式 GitHub 

(https://github.com/Lexpedite/blawx) 最終アクセス 2026年 3 月 3 日 
232 カナダ政府ヒアリング調査結果より 

https://www.calc.ngo/sites/default/files/loophole/Loophole%202024-2_0.pdf
https://github.com/Lexpedite/blawx
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① 起草段階からコード化に取り組むことで、政策意図をより正確に伝達することが可能

になる。自然言語の代わりにコードという曖昧さのない共通言語を用いることで、コ

ミュニケーションにおける解釈の誤りのリスクを低減し、業務効率化が期待できる。 

② コード化した法令（ルール）を公開・共有することで、法令の再解釈や法令データの

再入力等の作業を削減することができる。法改正等によりルールが変更された際に

も、個々のシステムに手作業で改修を加えることで生じるさまざまなリスクを回避す

ることができる。これはコスト削減につながり得る。 

③ 法令の論理構造をコードとして公開することで検証可能性や透明性が高まる。これに

より政府への信頼を高められる。また、法律の専門家以外の利用者にとっても法の理

解が容易となり、法へのアクセスの向上が期待できる。 

④ 政府にとってはデジタル化された規制の遵守状況のモニタリングが容易になる一方、

利用者側もシステムを通じて自らの申請や手続が正しいかを自律的に検証し、確信を

持って行動できるようになる。カナダのように英語とフランス語の双方が正文とされ

る複雑な法体系においても、コンプライアンスを促進する有用な補助ツールとして機

能する。 

⑤ 大局的な視点から見れば、Rules as Code導入における核心的な論点は費用対効果で

ある。 

 

CSPSは、個別の省庁だけでは解決できない横断的な課題に対し全政府的な目標を持って

活動する組織であり、Rules as Code の実証実験でも各省庁と協力している。現在、

CSPSにおいて Rules as Code 専任としては１名の担当者が活動している 233。Rules as 

Codeの研究により得られた知見は公開されており、政府内での活用にとどまらず、国際

的な知識共有や法令のコード化に関する研究の発展にも寄与している。 

 

資料名 概要 URL 

Rules As Code 

Discovery Project 

and Possibilities 

for the Future 

CIAJ-ICAJ 

Legislative 

Drafting Conference 

September 10, 2020 

労働基準規則「休暇手当」のコード化実験に

関する報告書。 ルールをコードに変換する

試みを通して、条文中の論理的欠陥が発見で

き、法品質の向上等の成果が示されている。

一方で、政策立案者、起草者、開発者が共同

で条文の「翻訳作業」を行う際の難しさや、

ツールの技術的な成熟度、作成されたコード

の法的効力の位置づけ等の課題も今後の検討

事項として挙げられている 

https://ciaj-icaj.ca/wp-

content/uploads/documents/2

020/11/ld259_rules-as-

code_scott-

mcnaughton.pdf?id=12754&160

7290509 

 
233 カナダ政府ヒアリング調査結果より 

https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509
https://ciaj-icaj.ca/wp-content/uploads/documents/2020/11/ld259_rules-as-code_scott-mcnaughton.pdf?id=12754&1607290509


79 

 

資料名 概要 URL 

Rules as Code in 

Canada Summary of 

Experiments and 

Lessons Learned 

カナダ政府の Rules as Codeの取組の進展

と展望をまとめた資料。運輸省による「カ

ナダ航行可能な水域法」の API 化やカナダ

財務委員会事務局による「給与の定義」の

起草（ともに Blawx を活用）等、複数の実

証実験を紹介。成果として法品質の向上を

示す一方、今後の課題として、コーディン

グの専門知識を補うため、シンボリック AI

と生成 AI を組み合わせるアプローチ等が提

案されている 

https://oecd-opsi.org/wp-

content/uploads/2024/04/Rul

es-as-Code-in-Canada.pdf 

New Techniques for 

Building and Using 

Legal Encodings in 

the Drafting Room 

TBS と CSPS による公務員年金法の「給与の

定義」について、法案の起草と並行してコー

ド化（Co-drafting)を実施。非プログラマー

向けツール「Blawx」を用いて政策立案者が

自らコード化することで、条文の曖昧さや論

理的欠陥を早期に発見できることを実証して

いる。一方で、プロトタイプであるツールの

更なる開発や、この手法を非技術者に普及さ

せるための課題も挙げられている。OECD か

ら Rules as Code 事例として紹介された 

https://oecd-

opsi.org/innovations/new-

techniques-for-building-

and-using-legal-encodings-

in-the-drafting-room/ 

図表 48 カナダ政府の Rules as Code 研究成果の主な公表資料 234 

 

2025年 G7におけるリーダーシップ：2025年にアルバータ州カナナキスで開催された G7

の公式エンゲージメント・グループである Think7（T7）がとりまとめた Rules as Code 関

連の政策ブリーフ（提言）235では、CSPS や TBSによる取組は、G7内の共同研究・パイロッ

トに直接資する基盤となったと述べられている。 

この政策ブリーフでは、機械実行可能な法制の研究と勧告を行うために、G7デジタル・

技術ワーキンググループの監視の下に「規制イノベーションタスクフォース（G7 

RITF）」を設立すべきであると提言されている。このタスクフォースの設立は、カナダの

G7議長国期間中に成功裏に決定されることに高い優先順位と依存関係があると明記されて

おり、カナダがその設立を主導する重要な立場にあることが示唆されている。この政策ブ

 
234 公開資料より作成 
235 G7 2025 エンゲージメント・グループ（T7 Canada 2025）「より透明で効率的なグローバル経済に向けた Rules as 

Code ポリシーブリーフ」(https://www.think7.org/publications/rules-as-code-for-a-more-transparent-and-

efficient-global-economy/) 最終アクセス 2025年 9 月 17 日 

 

https://oecd-opsi.org/wp-content/uploads/2024/04/Rules-as-Code-in-Canada.pdf
https://oecd-opsi.org/wp-content/uploads/2024/04/Rules-as-Code-in-Canada.pdf
https://oecd-opsi.org/wp-content/uploads/2024/04/Rules-as-Code-in-Canada.pdf
https://www.think7.org/publications/rules-as-code-for-a-more-transparent-and-efficient-global-economy/
https://www.think7.org/publications/rules-as-code-for-a-more-transparent-and-efficient-global-economy/
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リーフの著者には複数のカナダ人専門家が含まれており、G7における Rules as Codeの戦

略形成において、カナダがリーダーシップを発揮していることを示している。なお、CSPC

は、G7 の Rules as Code戦略において重要な役割を果たす組織として挙げられている。

Rules as Codeの研究や実践において、ドイツのイノベーション調達能力センター

「KOINNO」と CSPSのような組織間の共同ネットワークを奨励すべきであると明記されて

いる。 

 

フェニックス給与システム「Phoenix Pay System」：2016年、公共事業・調達省「Public 

Services and Procurement Canada（PSPC 又は、フランス語では PWGSC）」は、29万人の

職員の給与計算を近代化・集約化するため、IBM製の既製ソフトウェアをカスタマイズし

た「Phoenix Pay System」を導入した。これは連邦政府職員の約 70%を雇用する 46の部

門、及び機関に対する賃金サービスを一元化することと、101の部門、及び機関が採用し

ている 40年の歴史を持つ給与制度を代替するという目的を持つ、システム開発期間 7

年、費用 3億 1000万カナダドル 236による巨大プロジェクトであった。 

しかし、稼働直後から大規模なシステム障害が発生し、以後数年にわたり職員への給与

未払い、過払い、支払遅延が常態化し、甚大な社会的・経済的混乱を招いた。当初、年間

7,000万カナダドル 237のコスト削減を見込んでいたが、システムの修復と被害を受けた職

員への補償等のため、2019年時点で約 15億カナダドル 238以上の公金が投入され、新たな

給与体系の導入には 5,700万カナダドル 239が必要になると算出された 240。 

 本事例における失敗の要因は、8万とおりとも言われる連邦政府の複雑な給与ルールを

正確にコード（計算ロジック）へ変換・実装することができなかったこととされる。会計

検査院（OAG）によると、公共事業・調達省が各省庁や機関と十分に連携できないこと、

具体的には「法律・規則を決めるポリシー部門」と「それを実装する IT部門」の間に断

絶があったことが問題の根幹であると分析している 241。  

 本事例は、複雑な給与制度（ルール）を人手による解釈を経て後付けでシステム化する

ことの限界と、政策と IT実装の乖離が抱えるリスクを客観的に示すものである。本報告

書で取り上げた Rules as Codeは、まさにフェニックス・システムで露呈したような「ル

ールの複雑化」と「実装の乖離」という構造的な課題を解決し、将来的な行政システムの

失敗を防ぐための有効なアプローチとして位置づけられる。 

 

 
236 2025 年 11月 30日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 345 億円 
237 2025 年 11月 24日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 77億円 
238 2025 年 11月 24日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 1,660億円 
239 2025 年 11月 24日時点の換算レート（1 カナダドル＝111円）で約 63億円 
240 CBC News「フェニックス給与システム、代替稼働前に費用最大 26 億ドルの見込み」

（https://www.cbc.ca/news/canada/ottawa/phoenix-pay-system-cost-report-1.5138036）最終アクセス 2025年 11月

24 日 
241 会計監査院(OAG)「2017 年秋季カナダ監査総長報告書 レポート 1—フェニックス・ペイの問題 2017」

（https://www.oag-bvg.gc.ca/internet/English/parl_oag_201711_01_e_42666.html）最終アクセス 2025年 11月 24

日） 

https://www.cbc.ca/news/canada/ottawa/phoenix-pay-system-cost-report-1.5138036
https://www.oag-bvg.gc.ca/internet/English/parl_oag_201711_01_e_42666.html


81 

 

3.4.4. カナダ政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活用に係る AI活用の事例 

司法省の AI検索支援ツール：カナダ司法省は現在、生成 AIの強み、及び弱みを踏まえつ

つ、立法起草業務における潜在的な活用事例について検討を進めている段階である。その

一環として、同省は「Otto」と呼ばれる AIツールを内部開発した。Ottoは、カナダ司法

省職員の業務を支援することを目的として設計された人工知能プラットフォームであり、

同省における管理業務的な作業から訴訟業務まで、幅広い業務分野での利用を想定してい

る 242。 

Ottoの機能の一つとして、立法起草担当者が法令調査を行う際に利用できる「概念検

索」機能がある。これは、特定の用語に限定した検索ではなく、例えば「罰則」といった

概念に基づいて関連する法令を検索することが可能な、いわゆるファジー検索である。こ

の機能は、従来の正確な語句検索を前提とした法令調査ツールを補完するものとして位置

づけられている 243。 

これらの機能の利用にあたっては、AIによる出力結果の正確性を確保するため、人間に

よるレビューが不可欠であるとされている。カナダ司法省では、政府として適用される各

種方針、業務上のニーズ、及び生成 AIの強みと限界を考慮しつつ、特に立法起草業務に

おける適切なユースケースについて継続的な評価を行っており、諸外国における動向につ

いても注視している。このように、Otto の活用に関する検討は、立法起草者としての専門

性を前提としつつ、政府全体として掲げる「責任ある AI活用」の方針に基づいたアプロ

ーチの下で進められている 244。 

 コスト管理について、Otto の初期のパイロットプロジェクトでは、少数のユーザーにそ

れぞれ数十ドル程度の予算枠を割り当てる従量課金制が採用された。結果的に、職員が予

算上限に達するケースは稀であり、日常的な業務利用においても月額数ドル（5～10ドル

程度）の範囲内に収まることが確認された。こうした運用実績を受け、ヒアリング時点

（2025 年 12 月）では対象ユーザーの拡大が進められているとのことである 245。 

 

政府公式用語データバンク「TERMIUM Plus」：公共サービス・調達省（PSPC）の翻訳局が

整備する公式の用語・言語データバンクであり、英語とフランス語を中心に、スペイン語

やポルトガル語を含む数百万語規模の専門用語、略語、定義、用例を収録している。本ツ

ールはカナダ政府のウェブサイトで公開されており、誰でも無償で利用することが可能で

ある 246。正確な法令翻訳や公文書作成を支援する重要なデジタルインフラとして広く活用

されているほか、TERMIUM Plusのカタログデータは、政府内使用に限定された AI翻訳ツ

 
242 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
243 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
244 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
245 カナダ政府ヒアリング調査結果より 
246 カナダ公共サービス・調達省（PSPC）「TERMIUM Plus」(https://www.btb.termiumplus.gc.ca/tpv2alpha/alpha-

eng.html?lang=eng) 最終アクセス 2026 年 3月 13 日 

https://www.btb.termiumplus.gc.ca/tpv2alpha/alpha-eng.html?lang=eng
https://www.btb.termiumplus.gc.ca/tpv2alpha/alpha-eng.html?lang=eng
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ール「GCtranslate」247の学習・教師データとしても用いられている。これを AI翻訳ツー

ル「GCtranslate」に組み込むことで、出力の正確性や一貫性を向上し、生成 AI特有の不

正確な出力リスクの低減に繋げている。 

  

 
247 カナダ公共サービス・調達省（PSPC）「ニュースリリース：GCtranslate」 (https://www.canada.ca/en/public-

services-procurement/news/2025/09/gctranslate-using-artificial-intelligence-to-build-a-more-agile-modern-

and-bilingual-public-service.html) 最終アクセス 2026 年 3月 13 日 

https://www.canada.ca/en/public-services-procurement/news/2025/09/gctranslate-using-artificial-intelligence-to-build-a-more-agile-modern-and-bilingual-public-service.html
https://www.canada.ca/en/public-services-procurement/news/2025/09/gctranslate-using-artificial-intelligence-to-build-a-more-agile-modern-and-bilingual-public-service.html
https://www.canada.ca/en/public-services-procurement/news/2025/09/gctranslate-using-artificial-intelligence-to-build-a-more-agile-modern-and-bilingual-public-service.html


83 

 

4. アメリカ合衆国（米国） 

4.1. 立法制度（基本情報） 

アメリカ合衆国（以下、米国）は、合衆国憲法に基づき、三権分立の下で独立した権限

を有する大統領、二院制の議会、及び裁判所からなる立憲連邦共和国である。過去の裁判

例を主な法源とする判例主義を基本とする一方で、連邦議会による制定法も重要な法源と

なっている 248。近年、立法府と行政府において法令データの構造化規格を共通にする標準

化の取組が推進されている 249。 

 

4.1.1. 法案作成過程 

本節からは主に連邦政府の立法制度を取り上げる。特段の注記がない限り、米国連邦法

のうち、制定法を対象とする。 

 

米国の立法制度：法案の提出権限は上院と下院の両院の議員のみに認められている。法案

を提出する議員は、上院、下院それぞれの立法顧問局から立法技術を中心とした法的整合

性についての補佐を受ける。また、議会に提出される法案には､ 大統領や行政府省庁の依

頼のもとに提出されるものも少なくない 250。 

大統領は必要かつ適切と認める施策の審議を「エグゼクティブ・コミュニケーション」

という形式で連邦議会に勧告することができ、これらの政策を実行するための法律案の草

案は行政府が作成し、依頼を受けた議員が議会に提出する 251。大統領令と布告は、合衆国

大統領によって発出される 252。 

 

両院に設けられた立法顧問局：法案には上院と下院にそれぞれ設置されている委員会や議

会調査局（CRS）、立法顧問局（OLS）等、様々な部門が関与する。法案の起草は、主に上

院立法顧問局「Senate Office of Legislative Counsel（SOLC）」と下院立法顧問局

「House Office of Legislative Counsel（HOLC）」が行う。SOLC と HOLCのスタッフは、

 
248 米国国務省 国際情報プログラム局「米国の統治の仕組み」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-

PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf） 

 最終アクセス 2026年 1 月 30 日 
249 政府出版局（GPO）「FY2025 年次業績計画および FY2023 年次業績報告書」（https://www.gpo.gov/docs/default-

source/mission-vision-and-goals-pdfs/fy25-plan-and-fy23-performance-report-08272024.pdf） 最終アクセス

2026年 1 月 30 日 
250 松橋和夫「アメリカ連邦議会上院における立法手続」レファレンス 2004.5 

（https://dl.ndl.go.jp/pid/999946）最終アクセス 2025 年 10月 10 日 
251 国立国会図書館「アメリカ合衆国の議会制度」

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11247815_po_1045.pdf?contentNo=1）最終アクセス日：2025年 10

月 10日 
252 イェール・ロースクール「米上院立法顧問局 立法起草マニュアル」

(https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_Legisl

ativeDraftingManual%281997%29.pdf) 最終アクセス 2025 年 10月 10 日 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/mission-vision-and-goals-pdfs/fy25-plan-and-fy23-performance-report-08272024.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/mission-vision-and-goals-pdfs/fy25-plan-and-fy23-performance-report-08272024.pdf
https://dl.ndl.go.jp/pid/999946
https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11247815_po_1045.pdf?contentNo=1
https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_LegislativeDraftingManual%281997%29.pdf
https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_LegislativeDraftingManual%281997%29.pdf


84 

 

議員のスタッフや委員会等の関係者と緊密に連携し 253、議員や委員会の政策上の意図を、

実際にその政策を実行に移すことができる立法提案（法案、決議、修正案）に翻訳する

254。上院においては、SOLCが整備する立法起草マニュアル「Legislative Drafting 

Manual」が起草の原則、構造、様式等を定めている 255。下院においては、HOLC が整備する

下院立法顧問局起草スタイルマニュアル「House Legislative Counsel’s Manual on 

Drafting Style」がこれに該当する 256。 

連邦規則（行政規則）を策定、改正、又は、廃止するための手続は、行政手続法

「Administrative Procedure Act（APA））によって定められている 257。 

 

起草から大統領署名まで（新法、改正法）： 

① 両院の立法顧問局（SOLC、及び HOLC）が法案を起草する。 

② 両院で可決された法案は、最終可決法案「Enrolled bill」として紙に印刷され、これ

が記録上の原本「Official document of record」となる 258。大統領がこの紙の原本に

署名することで法律（Act）となる。 

③ その後、政府出版局「Government Publishing Office（GPO）」は、最初にスリップ・

ロー「Slip Law」として、後に制定順法律集「Statutes at Large」として、デジタル

と印刷物の両方で公表する（どちらも法的証拠として裁判所で受け入れられるが、溶

け込み作業はされていない）。 

④ HOLCは、法律の改正を溶け込ませた編纂法令「Statute Compilations」を作成・維持

している。（これは、下院が将来の法改正等に備えて独自に整備しているもので、法

的拘束力は持たない）。 

 

合衆国法典（U.S.C.）の起草から大統領署名まで（法典化）： 

① 下院法律改定委員会「Office of Law Revision Counsel（OLRC）」が法典化法案

（Codification Bill）を起草する。 

 
253 国立国会図書館「アメリカ合衆国の議会制度」

（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11247815_po_1045.pdf?contentNo=1）最終アクセス 2025 年 10 月

10 日 
254 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する報告」 

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
255 イェール・ロースクール「米上院立法顧問局 立法起草マニュアル」

(https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_Legisl

ativeDraftingManual%281997%29.pdf) 最終アクセス 2025 年 10月 10 日 
256 下院立法顧問局「下院立法顧問局起草スタイルマニュアル」 （https://legcounsel.house.gov/sites/evo-

subsites/legcounsel-evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
257 米国連邦議会「連邦法が成立するまでの過程」 

（https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
258 議会調査局 R. Eric Petersen「立法：清書・最終可決法案・大統領への送付」In Focus, IF12855 

（https://www.congress.gov/crs-product/IF12855） 最終アクセス 2026 年 2月 9 日 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11247815_po_1045.pdf?contentNo=1
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf
https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_LegislativeDraftingManual%281997%29.pdf
https://law.yale.edu/sites/default/files/documents/pdf/Faculty/SenateOfficeoftheLegislativeCounsel_LegislativeDraftingManual%281997%29.pdf
https://legcounsel.house.gov/sites/evo-subsites/legcounsel-evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf
https://legcounsel.house.gov/sites/evo-subsites/legcounsel-evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.congress.gov/crs-product/IF12855%EF%BC%89
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② 法典化法案も通常法案と同様に両院を通過し、大統領が紙の正本に署名することで成

立する。これにより、対象となる編「Title」は「Positive Law」となり、法典そのも

のが法的証拠力を持つ。 

③ GPO が合衆国法典（U.S.C.）をデジタルと印刷物の両方で公表する。 

 

法案起草等における主要なアクター： 

アクター 役割 

大統領、及び連邦行政機関 ・議会への施策審議の勧告 

議員（上院、及び下院） 

 

・法案の正式な提出権限の行使 

・政策構想、及び専門的知見の提示 

・SOLC、HOLC と連携した、法案としての成文化 

立法顧問局（上院は SOLC、下院は

HOLC） 

 

・法案起草、及び法的助言 

・起草マニュアルの整備 

・改正法の新旧対照表の作成 

・制定法の溶け込み版の作成 

下院議会事務総長室（Clerk） ・両院可決後の最終的な法案の大統領への送付 

・立法支援システムの開発・運用とデータ標準化推進 

下院法律改定委員会（OLRC） 

 

・合衆国法典の維持・更新 

・法典化法案の起草（Positive Law Codification） 

政府出版局（GPO） ・連邦政府情報の提供（連邦官報含む） 

・公式法令情報サイトの運営 

・データ標準化とワークフローの近代化 

図表 49 主要機関と役割（米国） 

 

立法依頼件数の顕著な増加：HOLCの 2025会計年度の歳出要求報告書において、法案起草

に係る業務が近年顕著に増加していることが報告されている。 

 

指標 第 115 回議会 第 1 会期 

(2017 年 1 月 3 日 ～ 

2018 年 1 月 3 日) 

第 118 回議会 第 1 会期 

(2023 年 1 月 3 日 ～ 

2024 年 1 月 3 日) 

変化率 

（第 115→

第 118） 

下院議員から HOLC への平均依頼

件数※ 

33 件 

 

58 件 

 

∔76% 

HOLC が作成した修正案の総数 9,283 件 

 

12,914 件 

 

∔39% 

HOLC が作成した法案関連文書の

総数  

24,524 件 

 

33,321 件 

 

∔36% 
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指標 第 115 回議会 第 1 会期 

(2017 年 1 月 3 日 ～ 

2018 年 1 月 3 日) 

第 118 回議会 第 1 会期 

(2023 年 1 月 3 日 ～ 

2024 年 1 月 3 日) 

変化率 

（第 115→

第 118） 

弁護士の数  49 人 61 人 ∔24% 

弁護士の平均経験年数 16.4 年 12.7 年 -23% 

※修正案の件数で制定法の件数ではない。HOLC の業務負荷が増加していることを示すため

に歳出委員会へ開示された指標だが、具体的な計算定義は公開された文書内では明示され

ていない。 

図表 50 HOLC における業務需要の増加（第 115回議会と第 118回議会の比較）259 

 

近年、米国では法案が長大化・複雑化しており、1年以上に及ぶ調査や公聴会を経て制

定法の法案が起草されることがしばしばある 260。その一例として「2021 年統合歳出法」の

法案は 5,593 ページに及び、要約だけでも 152ページに達した 261。起草を担う立法顧問

（弁護士）は、HOLC が 56 名、SOLCが 34名規模である 262（いずれも 2020 年時点、HOLC に

ついては 2023年に 61名との記録がある）。立法顧問は高度な専門職であり、育成に 2年

間の厳格な訓練が必要とされ、急激な増員は困難であるとされる 263。 

 

4.1.2. 立法過程 

法案は上院と下院で可決された後、大統領が署名して公布される。立法府内では、機関

ごとに独自の法令エディタや組版システムが用いられており、また、可決された法案も紙

の印刷物が公式な記録「Enrolled bill」として扱われる 264。GPOや議会スタッフは、デジ

タル化された法案データと紙の公式記録が完全に一致しているかを手作業で照合・確認す

る必要があり、これがプロセスの遅延や一気通貫のデジタル化を阻む一因となっている

265。 

 
259 下院立法顧問局「立法府歳出小委員会、2025年度歳出要求書面証言」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf） 

最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
260 Shobe, Jarrod「時系列的な法令解釈と立法起草の進化」（https://www.columbialawreview.org/wp-

content/uploads/2016/04/May-2014-6-Article-Shobe.pdf） 最終アクセス 2025 年 10月 10日 
261 National Affairs「わかりやすい法律文を書くために」

（https://www.nationalaffairs.com/publications/detail/writing-simpler-laws）最終アクセス 2025 年 10月 10日 
262 Jesse M. Cross, Abbe R. Gluck「議会官僚制 CSAS Working Paper 20-23」

（https://administrativestate.gmu.edu/wp-content/uploads/2020/10/Cross-Gluck-The-Congressional-

Bureaucracy.pdf）最終アクセス 2026年 2月 5 日 
263 下院立法顧問局 E. Wade Ballou, Jr.「2025 会計年度 立法顧問局予算要求に関する証言」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf） 最終

アクセス 2026 年 2月 5 日 
264 政府出版局（GPO）「立法過程の近代化に関する証言：連邦議会近代化特別委員会公聴会提出資料」

（https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-

files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf） 

最終アクセス 2026年 2月 4 日 
265 議会データ連合（Congressional Data Coalition）2023年 3月 14日 「Congressional Data Task Force 会合の成

果」（https://congressionaldata.org/developments-from-the-congressional-data-task-force-meeting-on-march-

14-2023/）最終アクセス 2026年 2月 5 日 

https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://www.columbialawreview.org/wp-content/uploads/2016/04/May-2014-6-Article-Shobe.pdf
https://www.columbialawreview.org/wp-content/uploads/2016/04/May-2014-6-Article-Shobe.pdf
https://www.nationalaffairs.com/publications/detail/writing-simpler-laws
https://administrativestate.gmu.edu/wp-content/uploads/2020/10/Cross-Gluck-The-Congressional-Bureaucracy.pdf
https://administrativestate.gmu.edu/wp-content/uploads/2020/10/Cross-Gluck-The-Congressional-Bureaucracy.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://congressionaldata.org/developments-from-the-congressional-data-task-force-meeting-on-march-14-2023/
https://congressionaldata.org/developments-from-the-congressional-data-task-force-meeting-on-march-14-2023/
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連邦議会は通常、一つの会期（2年間）で 300〜400本程度の法律（公法「Public 

Laws」）を成立させる。近年の第 118議会 (2023年－2025年)については、制定数が 100

本程度に留まっている。この要因については、いわゆる「ねじれ議会」による影響 266や、

下院における党内強硬派による議事妨害が立法日程を物理的に遅延させた等の米国のシン

クタンクによる分析がある 267。 

 

4.1.3. 法令の改正方式 

制定法の改正方式：米国では、既存の法令を改正する際に、主に以下の二つの方式が使い

分けられている。 

① 再記述方式「Amendment by Restatement」 

既存の条項全体を「以下のように改正」という形式で示し、変更点を含んだ条項全体

を新たに記述する方式。これは日本の法制事務における全部改正に相当する。改正後

の条文の可読性は高いが、旧法と比較しない限り具体的な変更箇所（何が変わり、何

が変わっていないか）を特定することが難しいという特徴がある。 

② カット・アンド・バイト方式「Cut-and-Bite Amendments」 

既存の条文に対して、特定の語句や句読点を削除「striking」、挿入「inserting」

追加「adding」等の用語でピンポイントに変更する方式。これは日本の法制事務にお

ける一部改正（字句の修正／改め文）に相当する。変更箇所は明確だが、元の条文と

突き合わせないと改正内容の文脈や効果を把握することが困難である。この方式は、

法案を「見えない書記官への指示」として、物理的な切り貼り作業を前提としてきた

慣行に由来する。 

 

 成立した改正法は、新法と同様、紙媒体の印刷物、及びウェブサイトで公表される。 

 

 

 
266 ピュー・リサーチ・センター「昨年議会で可決された法案の大部分は儀礼的な性質のものだった」

（https://www.pewresearch.org/short-reads/2024/01/10/majority-of-bills-passed-by-congress-last-year-were-

ceremonial-in-nature/）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
267 ブルッキングス研究所「2023年に下院で何が起きたのか？」 （https://www.brookings.edu/articles/what-

happened-in-the-house-of-representatives-in-2023/）最終アクセス 2025年 10月 10 日  

https://www.pewresearch.org/short-reads/2024/01/10/majority-of-bills-passed-by-congress-last-year-were-ceremonial-in-nature/
https://www.pewresearch.org/short-reads/2024/01/10/majority-of-bills-passed-by-congress-last-year-were-ceremonial-in-nature/
https://www.brookings.edu/articles/what-happened-in-the-house-of-representatives-in-2023/
https://www.brookings.edu/articles/what-happened-in-the-house-of-representatives-in-2023/
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図表 51 改正法（2024 年連邦機関業績法）の掲載例 268 

 

透明性確保のための枠組み：改正案が既存の制定法に与える影響を審査し、国民に透明性

を提供するために、両院では特定の可視化ルールとデジタル公開の義務が設けられてい

る。 

ラムゼイヤー・ルール「Ramseyer Rule」は、米国下院の規則「House Rule XIII, cl. 

3」であり、委員会が既存の制定法を改正又は、廃止する法案を報告する際、委員会報告

書に、法案が既存法に加える削除部分を取り消し線で、挿入部分をイタリック体で示す比

較印刷物「Comparative Print」を含めることを義務付けている。この比較印刷物により

法案の変更点の可視化を図っている 269。上院にも同様の要件であるコードン・ルール

 
268 政府出版局（GPO）「連邦機関業績法（2024 年）」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/PLAW-

118publ190/pdf/PLAW-118publ190.pdf）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
269 下院立法顧問局「Manual of Drafting Style (2022)」 

（https://legcounsel.house.gov/sites/evo-subsites/legcounsel-

evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/PLAW-118publ190/pdf/PLAW-118publ190.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/PLAW-118publ190/pdf/PLAW-118publ190.pdf
https://legcounsel.house.gov/sites/evo-subsites/legcounsel-evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf
https://legcounsel.house.gov/sites/evo-subsites/legcounsel-evo.house.gov/files/documents/ManualDraftStyle_2022.pdf
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「Cordon Rule」が設けられている 270。ラムゼイヤー・ルールを遵守し、改正点を視覚的

に提示する作業を支援するため、下院は 2023 年に比較印刷物を自動で作成できる

「Comparative Print Suite」（立法文書作成支援ツール）を開発、導入している 271。本

ツールについては、デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関す

る海外動向調査 報告書」（2025 年 3月）の 4.1.1. Comparative Print Suite 項を参照さ

れたい 272。 

 

法源の法的地位：米国では「唯一の正本」ではなく、複数の「公式の法的証拠」が並立す

る。連邦法が成立すると、まず「スリップ・ロー」として公表される。次に「制定順法律

集」に編纂される。「制定順法律集」は会期内に成立した全ての法律と決議を時系列で制

定された時点の文言をそのまま記録した永続的な法律集である 273。「スリップ・ロー」と

「制定順法律集」は議会で実際に可決された条文のテキストで、連邦、及び州の全ての裁

判所、法廷、公的機関において証拠となる 274。これらに対し、一般的かつ恒久的な法律を

分野別に再編成し、現在有効な法律を体系的にまとめた公式の法典が「合衆国法典」であ

る 275。 

 

 スリップ・ロー 制定順法律集 合衆国法典 編纂法令 

正式

名称 

Slip Law United States 

Statutes at Large 

United States Code 

(U.S.C.) 

Statute 

Compilations 

法的

効力 

あり（正本）※ あり（正本）※ あり（条件付き） なし 

内容 議会を通過し大統

領が署名した法

律。 

法律が成立した最

初の公式刊行物で

各会期中に成立した

全ての法律と決議を

収録。法律の恒久的

な法令集であり、収

録されている法律の

法律を主題別に整理

し、改正を反映して

更新される溶け込み

版の現行法律集。

U.S.C.に収録されて

法律の最初の制定以

来行われた改正を溶

け込ませた、最新の

条文を制定時法単位

で収録している。主

 
270 米国議会図書館「How Our Laws Are Made」（https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-

process/how-our-laws-are-made）最終アクセス 2025 年 10月 10日 
271 デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査報告書

（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-

2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf）最終アクセス 2025 年 10 月 10 日 
272 デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」

（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-

2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 9日 
273 コーネル大学ロースクール「合衆国法典 第 1 編 112 条（https://www.law.cornell.edu/uscode/text/1/112）最終

アクセス 2025 年 10月 10日 
274 米国連邦議会「アメリカ合衆国の法律はどのように作られるか」（https://www.congress.gov/help/learn-about-

the-legislative-process/how-our-laws-are-made）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
275 米国連邦議会「連邦法が成立するまでの過程」（https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-

process/how-our-laws-are-made）最終アクセス 2026 年 3月 5 日 

 

https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/1/112%EF%BC%89%E6%9C%80%E7%B5%82%E3%82%A2%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%82%B92025%E5%B9%B410%E6%9C%8810
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/1/112%EF%BC%89%E6%9C%80%E7%B5%82%E3%82%A2%E3%82%AF%E3%82%BB%E3%82%B92025%E5%B9%B410%E6%9C%8810
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
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 スリップ・ロー 制定順法律集 合衆国法典 編纂法令 

あり、公的機関で

有効な証拠となる 

法的証拠として裁判

所で受け入れられ

る。成立時点の法律

を時系列で収録した

ものである 

いる「Positive Law 

Title」は再制定され

たもので、最終的な

証拠力を持つ。（制

定順法律集に優先す

る）が、「Non-

positive Law」は

「一応の証拠」とし

ての限定的な効力を

持つ 

に両院の起草作業を

支援する目的で作成

されているもの。

GovInfo で公開され

ているが、非公式と

いう位置づけであ

り、正式な法令とし

ての引用はできない 

整備

の主

体 

国立公文書館

（NARA）の国立公

文書館連邦官報局

「Office of the 

Federal Register

（OFR）） 

国立公文書館

（NARA）の国立公文

書館連邦官報局

（OFR） 

下院法律改定委員会

（OLRC） 

上院立法顧問局

（SOLC）、及び 

下院立法顧問局

（HOLC） 

公表

の媒

体 

印刷物、及びウェ

ブサイト

（GovInfo、

Congress.gov） 

印刷物、及びウェブ

サイト（GovInfo） 

印刷物、及びウェブ

サイト（GovInfo、

Congress.gov 等） 

印刷物、及びウェブ

サイト（GovInfo、

Congress.gov 等） 

公表

のタ

イミ

ング 

法律が成立（大統

領の署名等）した

後、直ちに公表さ

れる 

毎年 1 月に始まる連

邦議会の各会期の終

わりに編集される

（約 1 年ごと） 

6 年ごとに新しい版が

公表される 

法律が成立（大統領

の署名等）した後、

直ちに公表される 

※ただし、U.S.C.の編がポジティブ・ロー化されると、元の制定法（改正法を含む）は正

式に廃止されその地位を失い、U.S.Cの当該編の条文が「正本」となる。 

図表 52 米国連邦政府・議会提供の法令情報源の比較 276 

 

行政手続法による規定：連邦行政機関が規則を制定、修正、又は、廃止する際の手続は、

連邦法の「行政手続法」によって規定されている。 

 

 
276 公開情報より作成 
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 連邦官報 連邦規則集 連邦規則集（オンラインで

提供される） 

正式名称 Federal Register (FR) Code of Federal 

Regulations (CFR) 

 

Electronic Code of 

Federal Regulations 

(eCFR)  

法的効力 あり あり 

（製本版は正本、デジタル

版は PDF のみ正本扱い） 

なし（非公式） 

概要 連邦政府の公式な公報。

連邦機関の規則案、命

令、行政機関が最終決定

を下した最終規則、大統

領文書等、一般に適用さ

れ法的効力を持つ文書を

掲載する。オンライン版

（電子署名付き PDF）の

効力は従前どおり紙版と

同等である 

 

連邦官報に公布された文書

を、溶け込み版として編集

した現行規則集。連邦規則

の公式記録である。連邦規

則集に収録されている規則

は、法的効力を持つ法律の

一部と見なされる。

GovInfo で提供される CFR

のデジタル版は、PDF、

USLM277、及びレスポンシブ

HTML（XPub による将来的

な形式）を含むが、正本性

が保証されるのは PDF のみ 

日刊の Federal Register

の内容を随時反映する最新

版の規則テキストをオンラ

インで提供する非公式なサ

ービス 

整備の主体 国立公文書館（NARA）の

連邦官報局「Office of 

the Federal Register

（OFR）」 

国立公文書館（NARA の連

邦官報局（OFR）が編集上

の集成を行う 

政府出版局（GPO）、国立

公文書館（NARA） 

公表の媒体 印刷物、及びウェブサイ

ト（GovInfo、

Federalregister.gov） 

印刷物、及びウェブサイト

（GovInfo、

Federalregister.gov 

Federal） 

ウェブサイト（eCRF） 

公表のタイ

ミング 

毎日発行 1 年ごと 数日程度のタイムラグあり 

図表 53 行政規則情報の法源の比較 278 

 

 
277 USLM (United States Legislative Markup):米国の立法文書用 XML 標準。法律や法案等の機械可読性を高め、立法

府機関間での円滑なデータ連携を支える基盤技術 
278 議会調査局（CRS）「連邦規則と規則制定手続の概要」（https://www.congress.gov/crs-product/IF10003）最終ア

クセス 2025年 10 月 10 日 

https://www.congress.gov/crs-product/IF10003
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4.2. 立法支援システム 

議会において法案起草実務を担うのは、HOLC や SOLCに所属する立法顧問である。この

作業を技術面から支え、膨大な法案データを効率的に管理・共有するための基盤となって

いるのが法令エディタである。2000 年代初めより、下院では「XMetaL」、上院では

「LEXA」と呼ばれる専用の法令エディタが導入されてきた。起草された法案は議会内での

共有にとどまらず、GPOによる公式印刷物の出版や、同局が運営する公式法令情報サイト

「GovInfo」、さらには議会図書館「Library of Congress（LOC）」が運営する

「Congress.gov」を通じて一般に広く公開される。しかし、XMetaLも LEXA も導入から 20

年以上が経過して老朽化が進んでおり、現代的な共同編集機能も欠如している。そのため

現在議会では立法システム全体の近代化プロジェクトが進行中である。 

 

次世代立法支援システムの調査の開始：両院の起草部門では、共同作業に対応した編集環

境が整備されておらず、議員・スタッフと立法顧問の協働が従来型の連絡手段に依存して

いる。この課題に対処するため、2022年に米国下院における協調的立法起草の調査研究プ

ロジェクト「Collaborative Drafting Tool Study」が開始された 279。本プロジェクト

は、HOLCと下院議会事務総長室（Clerk）の共同で実施されており、既存の起草ツール、

及びシステムを更新するための専門的な分析と推奨オプションをベンダーやシンクタンク

等外部の専門家から得ることを目的とし、下院の近代化イニシアチブ予算から資金拠出が

承認されている 280。2024年 6月には、本プロジェクトに係る情報提供依頼（RFI）が公表

された 281。現在、ステークホルダーへのインタビューや市場調査、現行の法令エディタや

商用ツールのレビュー、アイデア創出セッション等が行われている段階とされる 282。本プ

ロジェクト完了後に見込まれる初期開発作業とソフトウェアライセンスのため、2026 会計

年度の予算として 150 万ドル 283が要求されている 284。 

 本プロジェクトの開始にあたり、下院議会近代化特別委員会公聴会では、「立法起草は

高度な訓練を要する技術であり、技術に熟達した者が最終的に法案を準備する時こそ、下

 
279 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 7次四半期報告」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
280 下院立法顧問局（HOLC）「2025会計年度予算要求に関する証言」 

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf）最終

アクセス 2025 年 10月 10日 
281 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 14 次四半期報告」

（https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-

d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf）最終アクセス 2025年 10

月 10日 
282 下院議会事務総長室（Clerk）（「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 15次四半期報告」

（https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-

fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-

formats.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
283 2025 年 11月 27日時点の換算レート（1 米ドル＝156 円）で約 2億 3400 万円 
284 下院議会事務総長室（Clerk）「下院下院議会事務総長室 2026 会計年度予算要求に関する証言」 

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20250402/118080/HHRG-119-AP24-Wstate-McCumberK-20250402.pdf）最

終アクセス 2025年 10月 10 日 

https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20250402/118080/HHRG-119-AP24-Wstate-McCumberK-20250402.pdf
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院は最も適切に機能する」と述べていられている。その上で、新たなデジタルツールの導

入にあたっては、単なる利便性の追求だけでなく、既存ワークフローとの整合性、XML構

造、及び政策意図の完全性、そして法的な執行可能性や解釈の正確性といった品質基準が

維持されることが不可欠であると指摘し、下院が新たな立法支援システムに関して求める

要件として具体的に以下の要件が挙げられている 285。 

① 既存のワークフローとエコシステムを補完すること 

② 政策意図が正確に反映できることと、現行の XML形式やワークフロー、起草基準に則

った「法令の階層構造」を保つことの両面が満たされること 

③ 立法プロセスにおける Hopper（法案提出システム）への提出時、及びその他の段階

で、条文の表現や構成が法令として適切な基準を満たしているかという品質を維持す

ること 

④ 法的実効性の質を以下の観点から保持すること 

• 条文は論理的に一貫しているか 

• 意図しない曖昧さはないか 

• 法案が誤解なく解釈され得るか 

• 行政機関や業務システムで実行可能か 

• 改正案は現行法に適合しているか 

 

4.2.1. 立法支援システム整備の主体 

連邦議会における立法支援システムの整備は、主に下院、上院、政府出版局（GPO）、

議会図書館（LOC）の 4つの主要機関が協力して行う。 

 

4.2.2. 法令エディタ 

連邦議会においては、2000年代初頭に導入された法令エディタが現在も使用されている

286。これらは「Bill-DTD」という、米国の立法に特化した XML形式を採用しており、連邦

議会ではこれを「第一世代 XML」と呼んでいる 287。連邦政府全体としては、「第二世代

XML」である United States Legislative Markup（USLM）に統一された次世代システムへ

の移行を進めているが、多数のアクターが関与する複雑なプロセスであることから、なお

移行の途上にある。USLMの詳細については本項の後段に記述する。 

 

 
285 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 10 次四半期報告」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
286 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 10 次四半期報告」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
287 米国立法府イノベーション・ハブ「データ標準化（Data Standardization）」 

（https://usgpo.github.io/innovation/data_standardization/）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 

https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/data_standardization/
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システム名 XMetaL LEXA Hammurabi Coda 

使用機関 下院（HOLC） 上院（SOLC） 下院（OLRC） 下院（OLRC） 

概要 Just System 社の

商用 XML エディタ

「XMetaL」を基盤

として下院向けに

独自にカスタマイ

ズされている 

Just System 社の

商用 XML エディタ

「XMetaL」を基盤

として、上院向け

に独自にカスタマ

イズされている 

XML 形式を入出力

とする法令エディ

タ。OLRC の近代化

プロジェクトの一

部 

OLRC が開発を進め

ている、合衆国法

典（U.S.C.）の編

集作業に使用され

る法令エディタ 

導入時期 2001 年 2004 年 2015 年 2025 年 

データ形式 第一世代 XML

（Bill-DTD XML） 

第一世代 XML

（Bill-DTD XML） 

第二世代 XML 

（USLM） 

第二世代 XML  

（USML） 

現在の状況 共同起草に適して

いないため、困難

で労働集約的な作

業となっている。

GPO の XPub システ

ムへのシームレス

な統合が目標とさ

れている。新しい

起草ツールの選定

に向けた共同研究

プロジェクトが進

行中 288 

XMetaL と同様に、

共同起草やバージ

ョン管理に適して

いない。GPO の

XPub システムへの

シームレスな統合

が目標とされてい

る 289 

U.S.C.の編集ツー

ルを最新バージョ

ンの USLM に準拠

させるためのメン

テナンスと機能強

化に取り組んでい

る 290 

従来の古いロケー

ターベースのシス

テムを置き換え、

XML-in、XML-out

の制作システムを

実装することを目

的としている 291 

図表 54 連邦議会が使用している法令エディタ（2001年～2025 年現在）292 

 

 
288 米国下院立法顧問局「立法府歳出小委員会、2025 年度歳出要求書面証言」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf） 

最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
289 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR15）：立法文書の標準化フォーマット」 

（https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-

fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-

formats.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
290 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR7）：立法文書の標準化フォーマット」 

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
291 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR15）：立法文書の標準化フォーマット」

（https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-

fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-

formats.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
292 公表資料から作成 

https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/9/3/93f89e30-51c0-4949-966f-fca9ad68d673/C2B0011FC65B6DD5EFA5BA4CEF5845B0DA2C55CA35AF4079274266332EA968AD.clerk-qr15-standardized-formats.pdf
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Wordファイルの活用とデータ連携の制約：連邦議会で広く使われてきた法令エディタの

XMetaL や LEXAは、導入から 20 年以上が経過し、様々な問題に直面している。法案起草に

おける関係者の協働作業は、メールや PDFへの注釈、Wordファイルの送受信を介して行わ

れているが、受け取った修正案や変更案を手作業で XMetaLや LEXA に再入力する必要があ

り非効率である 293。XMetaLについては、2022年時点で修正案の検討に Wordを用いていた

という報告がある 294。当時、HOLC は、XMetaLを使用しない議員スタッフとの協業を円滑

化するため、従来の PDFドラフトに加えて「編集可能な Word ファイル」を提供し、Word

の変更履歴機能を用いた修正指示を可能にすることを検討していた。しかし、Word上での

編集や修正指示は容易になる一方で、戻ってきた Wordファイルのテキストを HOLC の立法

顧問が XMetaLへ再入力する手作業の負担は解消されなかったとされている 295。 

その後、2024年に、PDFドラフトへの Wordファイルの埋め込みと、PDF自体をテキスト

編集不可にする機能が正式に導入された。これにより、誤って PDFを直接編集してしまう

リスクは低減されたが、データがシステム間で自動連携できないという根本的な非効率性

は解決されなかった 296。また、上院が作成する法案の XMLファイルが下院で入手できず、

下院の起草者が上院起草のテキストを再入力する必要があるという非効率性も課題として

指摘されており、2024年 3月時点でも PDFドラフトに XMLファイルを添付してメール等で

共有されていたと推測される 297。 

 

USLMに統一したデジタル・ワークフローの推進： 2012年、政府出版局（GPO）、下院、

上院、議会図書館（LOC）、政府監査院（GAO）等の連携により、「立法府バルクデータ・

タスクフォース」が設立された。その目的は、立法プロセスの透明性と公開性を高めると

いうものであり、この体制の下、主要な立法府機関が協力して USLMの普及を推進してい

る。USLMの管理・維持は機関横断的な調整組織である「立法府 XML作業部会」が担ってい

る。 

なお、USLM の最新のスキーマ定義、及びユーザーガイドは、GPOの公式 GitHubリポジ

トリ（https://github.com/usgpo/uslm）を通じて公開・配布されている（現在、USLM の

最新バージョンは v2.1.0 となっている）。 

 
293 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR7）：立法文書の標準化フォーマット」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
294 米国下院立法顧問局「立法府歳出小委員会、2025 年度歳出要求書面証言」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf） 

最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
295 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR10）：立法文書の標準化フォーマット」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf） 最終アクセス

2026年 10月 10 日 
296 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR12）：立法文書の標準化フォーマット」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR12-Standardized-Formats.pdf） 最終アクセス

2026年 10月 10 日 
297 米国下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR12）：立法文書の標準化フォーマット」 

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR12-Standardized-Formats.pdf） 最終アクセス

2025年 10月 10 日 

https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR10-Standardized-Formats.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR12-Standardized-Formats.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR12-Standardized-Formats.pdf
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XPubプロジェクト：GPOは、上述のパートナーと協力して、制定法案、連邦法、制定順法

令集、連邦官報、及び連邦規則集といった主要な立法・規制文書等の連邦政府刊行物を、

従来の印刷用フォーマット（MicroCompシステム 298等）から、USLM へ段階的に移行させる

計画を立て、これを進めている 299。既に「合衆国法典」や「制定法律（Public Laws）」

の USLM 化は完了し、現在は委員会報告書の USLM化等が進行中とのことである 300。 

 

4.2.3. その他の立法支援ツール 

法令・規制との関連性の高いものについては、現在以下が判明している。その他の AIが

主軸のツールは「4.4.4. 米国政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活用に係る AI

活用の事例」に記載した。 

 

フェーズ 整備の主体 ツール／システム名 データ／成果物／機能 

本稼働中 下院

（HOLC、

Clerk） 

Comparative Print 

Suite 

法案の各バージョン間や現行法との変更点を、文脈

に沿ってオンデマンドで比較・可視化し、レポート

を生成するアプリケーション。2017 年に下院で開

発が始まり、2022 年 10 月に下院全体に公式に導入

された。2024 年以降、上院でも導入が進められて

いる 301。立法プロセスの透明性と効率性の向上を

目的としている。変更点の抽出や可視化には自然言

語処理技術（NLP）が活用されており、現在 90%の

精度で動作していると報告されている 302 

本稼働中 下院

（OLRC） 

ClassAct OLRC が担う合衆国法典（U.S.C.）の更新・維持を

支援するツール。可決された制定法の条項をレビュ

 
298 GPOが 1980 年代初頭に開発した独自の組版システム。議会文書の印刷に使用されてきたが老朽化が進み、現在は

USLM をベースにした「XPub」システムへの置き換えが進められている。 
299 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 14 次四半期報告」

（https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-

d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf）最終アクセス 2025年 10

月 10日 
300 政府出版局（GPO）「2019会計年度 年次業績計画／2017会計年度 年次業績報告」

（https://www.gpo.gov/docs/default-source/mission-vision-and-goals-pdfs/gpo-fy19-fy17-performance-

report.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
301 下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR13）：比較印刷プロジェクト」 

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR13-Comparative-Print-Project.pdf）最終アク

セス 2025年 10月 10 日 
302 ボローニャ大学 HyperModeLex プロジェクト「議会文脈における AI に関する報告書」 

（https://site.unibo.it/hypermodelex/en/results/d1-1report-ai-final-

december2024.pdf/@@download/file/D1.1report-ai-final-december2024.pdf）最終アクセス 2025 年 10 月 10 日 

https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/a/1/a1a8acb1-f6aa-425a-8602-d1890d85e04f/4DF8EAC0AA230C0F9924A316197F61C3.clerk-qr14-standardized-formats.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/mission-vision-and-goals-pdfs/gpo-fy19-fy17-performance-report.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/mission-vision-and-goals-pdfs/gpo-fy19-fy17-performance-report.pdf
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR13-Comparative-Print-Project.pdf
https://site.unibo.it/hypermodelex/en/results/d1-1report-ai-final-december2024.pdf/@@download/file/D1.1report-ai-final-december2024.pdf
https://site.unibo.it/hypermodelex/en/results/d1-1report-ai-final-december2024.pdf/@@download/file/D1.1report-ai-final-december2024.pdf
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フェーズ 整備の主体 ツール／システム名 データ／成果物／機能 

ーし、U.S.C.における適切編入先（主題別タイト

ル）を決定するために使用される 303 

本稼働中 下院

（HOLC） 

iManage HOLC の立法起草業務を支える文書管理システム。

導入から 20 年が経過しており、現在、ユーザーイ

ンターフェース部分の更新が進行中 

本稼働中 下院

（Clerk） 

 

eHopper 下院における法案の電子提出、及び共同提案者提出

のためのシステム。従来下院で使用された紙ベース

のシステムを置き換えるために、2020 年に導入さ

れた。2024 年には提出法案の 94%で使用された 304 

図表 55 その他の立法支援ツール 305 

 

システム開発の重複投資削減の取組: 法令に限定しないが、2016 年の「連邦ソースコード

政策」に基づき共通役務庁（GSA）がオープンソース・リポジトリ「Code.gov」を構築し

ている 306。連邦政府機関が開発する ITツール（ソフトウェア）に関しては、2024年制定

の「SHARE IT法（情報技術ソースコード調和・再利用法）」307により、ソースコードの機

関間共有と再利用が義務付けられ、システム開発の重複投資削減が進められている。 

 

4.2.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

連邦議会の法務執行プロセスにおける費用対効果に関して、過去のシステム投資におけ

る業務効率（時間短縮）や、法案の品質向上という観点での効果測定がいくつかの資料で

報告されている。 

 

 
303 下院議会事務総長室（Clerk）「立法文書の標準化フォーマット採用に関する第 7次四半期報告」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
304 下院議会事務総長室（Clerk）「立法府歳出小委員会、2026年度予算要求」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20250402/118080/HHRG-119-AP24-Wstate-McCumberK-20250402.pdf） 最

終アクセス 2025年 10月 10 日 

305 公開資料より作成 

306 会計検査院「令和 6 年度会計検査院委託業務報告書 欧米主要国におけるデジタル施策とそれに対する会計検査の状

況に関する調査研究」（https://www.jbaudit.go.jp/koryu/study/pdf/itaku_r6_2.pdf）最終アクセス 2025 年 11 月

15 日 
307 米国連邦議会「ソースコード調和・再利用による情報技術法（SHARE IT Act）」 

（https://www.govinfo.gov/app/details/PLAW-118publ187） 最終アクセス 2025 年 10月 10日 

https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR7-Standardized-Formats.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20250402/118080/HHRG-119-AP24-Wstate-McCumberK-20250402.pdf
https://www.jbaudit.go.jp/koryu/study/pdf/itaku_r6_2.pdf
https://www.govinfo.gov/app/details/PLAW-118publ187
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分析軸 分析結果 

ROI に基づく評価 308

（GPO の事例） 

旧来の印刷設備から新しいデジタル印刷機へ移行したケースでは、生産性

の向上に伴いプレス部門の人員配置の適正化（12 名の純減）を実施した結

果、約 108 万ドル 309の労働・福利厚生コスト削減を達成した 

所要時間等に基づく評価 

310（GPO の事例） 

米国合衆国法典（U.S.C.）の編纂・出版において、レガシーシステムから

XPub（USLM に対応した GPO の自動組版システム）へ移行した結果、従来組

版の作成に 1.5 年かかっていたプロセスが 1 年未満に短縮された 

成果物の品質等に基づく

評価 311（GPO の事例） 

手動での組版コードの挿入や、文書を文字単位で目視確認するようなアナ

ログな校正作業を XPub へ移行・代替したことで人為的ミスを排除し、

「大幅に効率的かつ高精度に遂行できるように」なった 

所要時間等に基づく評価

312（HOLC の事例） 

修正案が現行法に与える影響や変更点を確認するために複数の文書を比較

し資料を作成していたが、Comparative Print Suite（自然言語処理を活

用して変更点を抽出・視覚化するツール）の導入によりプロセスが自動化

され、法案比較分析の大幅な時間短縮が実現した。自動化により法案の変

更箇所が即座に可視化されるようになったことで、議会予算局等が担う法

案成立に伴う国家予算への影響額の算定作業の迅速化にも寄与した 

図表 56 システム投資による具体的な改善実績（GPO、及び HOLCの事例）313 

 

アウトプット評価の調査手法の具体例：政府出版局（GPO）の組織変革に関する監査報告

書（2022年 5月）314によれば、ITシステム等への資本投資やプロセスの変更においては、

事前に予測される収益性指標（ROI）に基づいて実施されるものがある一方で、従業員の

安全確保や一般公衆向けサービスの拡充等、直接的な収益化を目的としない投資も存在す

る。同報告書では、こうした金銭的評価が困難な状況下において、「アンケート調査」や

「フォーカスグループ」といった手法を活用し、実際のユーザー満足度を直接測定してい

る。 

 
308 政府出版局（GPO）「GPO 組織変革評価報告書 No. 22-06）」 

（https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf） 最

終アクセス 2026年 3 月 2日 
309 2025 年 11月 27日時点の換算レート（1 米ドル＝156 円）で約 1億 6,800万円 
310 政府出版局（GPO）「新たなデジタル出版技術による合衆国法典の刊行」 

（https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-

publishing-technology）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
311 政府出版局（GPO）「新たなデジタル出版技術による合衆国法典の刊行」 

（https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-

publishing-technology）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
312 下院議会事務総長室（Clerk）「四半期報告書（QR13）：比較印刷プロジェクト」 

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR13-Comparative-Print-Project.pdf）最終アク

セス 2026年 3 月 1日 
313 政府出版局（GPO）および下院の公開資料を基に作成 
314 政府出版局（GPO）「GPO 組織変革評価報告書 No. 22-06」 

（https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf） 最

終アクセス 2026年 3 月 2日 

https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf
https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-publishing-technology
https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-publishing-technology
https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-publishing-technology
https://www.gpo.gov/who-we-are/news-media/news-and-press-releases/gpo-produces-US-code-with-new-digital-publishing-technology
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-QR13-Comparative-Print-Project.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf
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これに加え、システムや投資が機関にもたらすポジティブな影響（価値）を証明するた

めに、以下のような定量的、及び定性的な品質評価指標を用いていると報告している。 

• 自動化やデジタル化への移行による中長期的なリソースの削減効果 

• エンドユーザーが利用するサービスの質や、情報へのアクセシビリティが直接的に改

善されること 

• 組織やユーザーの意思決定プロセス、及び報告業務が直接的に高度化・改善されるこ

と 

• 規制・コンプライアンスへの迅速な対応が可能になること 

 

4.3. 法令データの公表媒体・提供状況 

4.3.1. 法令データの整備主体 

 下院法律改定委員会（OLRC）は、法律を主題別に整理した溶け込み版である合衆国法典

の編纂と維持を担う。 

政府出版局（GPO）は、連邦政府三部門（行政・立法・司法）の情報の公式な出版・保

存を任務とし、公式法令情報ウェブサイトの運営を担う。 

連邦官報局（OFR）は、連邦行政機関が制定する規則、及び連邦官報の編集とデータ整

備を担う。 

 

4.3.2. 法令データのデータベース 

米国における立法文書の作成から公開に至るプロセスは、連邦議会や GPOをはじめとす

る立法府機関と、連邦官報局「Office of the Federal Register（OFR）」等の行政府機

関が共通のデータ標準を基盤に連携し合う、緊密な協力体制を通じて実現されている。 

起草者が法令エディタで作成した法案データは、上院と下院それぞれの文書管理システ

ムに格納され、バージョン管理される。議会に提出された法案や可決された法案の最終的

な公式記録は依然として紙媒体であり、これらが第一世代の Bill-DTD形式のデータとと

もに GPOに引き継がれ、GPO が XPubシステム等を通じて第二世代の USLMへの変換とウェ

ブ用・印刷用データの生成を行っている 315。合衆国法典の編纂等においては起草段階から

USLMによる構造化が進んでいる（連邦政府全体としては、法令、及び広範な議会・規制文

書的な文書を第二世代 XML（USLM）で統一すべく、ロードマップに基づきシステムの USLM

化を推進している）。 

処理・生成された法令データは GovInfoのデータベースに格納され、GovInfoの情報を

二次利用した Congress.gov といった法令情報サイトに掲載される情報の原本となる。一

 
315  政府出版局（GPO）The Honorable Hugh Nathanial Halpern「立法過程の近代化に関する証言：連邦議会近代化特

別委員会公聴会提出資料」 （https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-

files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf 最終アクセス 2026年 2 月 6

日 

https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
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方、合衆国法典（U.S.C.）のデータ編集・維持管理は、下院法律改定委員会（OLRC）が担

う。 

このように、複数の立法府機関が、それぞれの専門分野に応じて法令エディタや文書管

理システム等を運用しているのが米国の特徴である。複数のシステムに蓄積されたデータ

が公式法令情報リポジトリである GovInfoに統合・掲載される仕組みとなっている。 

GPO の資料によると、GovInfoは、2018年に国際標準化機構（ISO）の ISO16363に基づ

く「信頼できるデジタル・リポジトリ」として認証を取得した。この認証により、

GovInfo 上のデジタルデータが、紙媒体と同様に「真正かつ改ざんされていない公式記

録」であることが第三者機関によって担保され、米国における法令データの真正性確保、

及び長期保存の基盤となっている 316。 

 

名称 収録されている法令 情報源 整備の主体 

iManage（文書管理

システム）317 318 

下院の法案の条文 HOLC 

 

HOLC 

文書管理システム

「Document 

Management 

System」と呼ばれて

いる）319 

上院の法案の条文 SOLC 

 

SOLC 

データベースの特定

の名称は確認されて

いない 320 

最終可決法案「Enrolled Bill」 HOLC、SOLC Clerk、Secretary 

GovInfo（公開シス

テム、及びリポジト

リ名以外、特定の名

称は確認されていな

い）321 

法令、法典、連邦官報、連邦規則

集、大統領文書等（立法、行政、

司法の公式文書） 

HOLC、SOLC、OLRC、

Clerk、Secretary、

OFR 等 

GPO 

 
316 政府出版局（GPO）「GPO 組織変革評価報告書」（https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-

general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf）最終アクセス 2025 年 10月 10日 
317 法務業界などで広く使われている市販の文書管理システム（DMS）。HOLC では、法案や関連資料の管理基盤として

約 20年にわたり本システムを運用している。 
318 下院立法顧問局（HOLC）E. Wade Ballou, Jr.「2025会計年度 立法顧問室予算要求に関する証言」

（https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf） 最終

アクセス 2026 年 2月 9 日 
319 上院 歳出委員会「2004 会計年度 立法府歳出公聴会録」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/CHRG-

108shrg85935/pdf/CHRG-108shrg85935.pdf） 最終アクセス 2026 年 2月 9 日 
320 米国連邦議会「連邦法が成立するまでの過程」 

（https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
321 国立国会図書館「アメリカ合衆国－政府出版局と連邦デジタルシステム | リサーチ・ナビ」

（https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_5） 最終アクセス 2026年 3月 2 日 

https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/inspector-general/gpo_ote_report-22-06_19may2022_final.pdf
https://docs.house.gov/meetings/AP/AP24/20240417/117121/HHRG-118-AP24-Wstate-BallouE-20240417.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CHRG-108shrg85935/pdf/CHRG-108shrg85935.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CHRG-108shrg85935/pdf/CHRG-108shrg85935.pdf
https://www.congress.gov/help/learn-about-the-legislative-process/how-our-laws-are-made
https://ndlsearch.ndl.go.jp/rnavi/politics/post_5
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名称 収録されている法令 情報源 整備の主体 

データベースの特定

の名称は確認されて

いない 322 

制定順法律集「Statutes at 

Large」 

Clerk、Secretary、

OFR  

OFR、GPO 

Statute 

Maintenance 

System323 

編纂法令「Statute 

Compilation」 

HOLC HOLC、GPO 

Coda324 325 合衆国法典（U.S.C.）のマスター

データ 

OLRC OLRC 

公開システム名は

GovInfo、及び

ecfr.gov（データベ

ースの特定の名称は

確認されていない）

326 

連邦官報「Federal Register」、

及び e-CFR「Electronic Code of 

Federal Regulations」 

各連邦行政機関 OFR、GPO 

図表 57 米国における法令情報のデータベース 327 

 

GovInfoからのデータ配信と二次利用：連邦議会の法案、制定法、制定順法令集のデータ

は GovInfoから米国議会図書館の Congress.govへ、APIやバルクデータ配布で提供され

る。GovInfoで法案や決議のテキストが公開されると、Congress.gov はそのデータを取得

して直後に Congress.govで新しい立法テキストを公開する。GovInfoの法令データは、

API を通じて、Congress.gov以外にも多くの公共、及び民間部門のデータベースをサポー

トしている 328。 

 
322 政府出版局（GPO）「GovInfo（Statutes at Large）」 （https://www.govinfo.gov/help/statute） 最終アクセス

2026年 3 月 2日 
323 下院事務総長室（Clerk）「立法文書の標準フォーマット採用に関する初期報告書」

（https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-Initial-Standardized-Formats.pdf） 最終アクセ

ス 2026 年 2月 9 日 
324 合衆国法典のマスターデータはその後 GPO に送られ、XPub（組版システム）を通じて処理された後、GovInfoで公

開されるが、マスターデータとしては Coda で管理される。 
325 政府出版局（GPO）The Honorable Hugh Nathanial Halpern「立法過程の近代化に関する証言：連邦議会近代化特別

委員会公聴会提出資料」 （https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-

files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月

6 日 
326 国立国会図書館 調査及び立法考査局「短信 統合版 2025年 07月『外国の立法』No.304-1（2025年 7 月）」 

（https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info:ndljp/pid/14437473） 最終アクセス 2026年 3月 2 日 
327 公開資料より作成 
328政府出版局（GPO）「下院立法府歳出小委員会、2025年度予算要求」（https://www.gpo.gov/docs/default-

source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_house-testimony_appropriationsfy2025.pdf）最終ア

クセス 2025年 10 月 10 日 

https://www.govinfo.gov/help/statute
https://usgpo.github.io/innovation/resources/reports/Clerk-Initial-Standardized-Formats.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://dl.ndl.go.jp/view/prepareDownload?itemId=info:ndljp/pid/14437473
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_house-testimony_appropriationsfy2025.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_house-testimony_appropriationsfy2025.pdf
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（執筆者が翻訳） 

図表 58 提出された法案等のデータ処理手順 329 

 

米国における連邦の法源は、三権分立の原則に基づき、立法府・行政府・司法の三部門

に対応する三つの類型に分類される。 

 

Ⅰ.合衆国憲法、及び制定法(立法府) 

法令種別 概要 

合衆国憲法（U.S. Constitution） 国家の最高法規であり、全ての法源の基礎を成す 

法律（Act） 連邦議会で法案「Bill」として提案され、成立して法律

「Act」となるもの。法律名に「Act of ～」と明記される 

両院合同決議（Joint Resolution） 連邦議会で両院合同決議案「Joint Resolution」として提案

され、成立した法的拘束力を有する決議。合衆国憲法修正条

項の発議「Proposed Amendment」や、統合歳出予算決議

「Consolidated Appropriations Resolution」等予算関係の

決議がある 

法律と両院合同決議はそれぞれ性質に

より、右の 2 種類に分けられる（合衆

国憲法修正条項の発議の場合を除く） 

公法律「Public Law」 

基本的には、不特定多数の人々を規律する内容の法律。一般

的に「Pub.L.」又は、「P.L.」と略される 

 私法律「Private Law」 

特定個人に関係する処分や裁決的事項を内容とする法律。一

般的に「Priv.L.」と略される 

図表 59 米国における法令種別（立法府）330 331 

 

Ⅱ. 行政府、及び行政機関による法令（行政府） 

法令種別 概要 

大統領令（Executive Order） 大統領が連邦政府機関や軍に対して発する法的拘束力を持つ

命令。大統領の政策目標の実行のために用いられる 

大統領布告（Proclamations） 

 

大統領が発する布告。過去には法的効力を持つものがあった

が、現代では象徴的なものが多い 

 
329  政府出版局（GPO）The Honorable Hugh Nathanial Halpern「立法過程の近代化に関する証言：連邦議会近代化特

別委員会公聴会提出資料」 （https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-

files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf 最終アクセス 2026年 2 月 6

日 
330 政府出版局（GPO）「米国の統治の仕組み」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-

LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
331 松橋和夫「アメリカ連邦議会上院における立法手続」レファレンス 2004.5 

（https://dl.ndl.go.jp/pid/999946）最終アクセス 2025 年 10月 10 日 

https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://www.gpo.gov/docs/default-source/congressional-relations-pdf-files/testimonies/gpo_testimony_modernizing-the-legislative-process_web-file.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://dl.ndl.go.jp/pid/999946
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法令種別 概要 

連邦規則 (Rules and Regulations) 連邦行政機関が、連邦法を執行するために策定・施行する専

門的な規則／規制。規則は規制と同義である 332 

図表 60 米国における法令種別（行政府）333 

 

Ⅲ. 司法（裁判所） 

法令種別 概要 

判例法（Common Law） 裁判所の過去の判決の蓄積に基づく法源。制定法や行政規則

の解釈を具体化する役割を果たす 

図表 61 米国における法令種別（司法）334 

 

4.3.3. 法令データの公表媒体 

連邦議会、連邦政府が提供する主要な法令データの公表媒体は現在 3媒体あり、それぞ

れに異なる役割を持つ。以下に主な内容をまとめる。 

公表媒体（URL） データの種類と特徴 

GovInfo  

(www.govinfo.gov) 

連邦政府の公式な出版物（法令、議会文書、行政文書）等を

永続的に保存・公開する公式法令情報リポジトリ。提供する

PDF へはデジタル署名技術を用いて公式文書としての真正性

を担保（認証）している、運営主体は政府出版局(GPO)であ

る 

United States Code 

(http://uscode.house.gov/) 

主題別に整理された法律（現行法）を提供する。運営主体は

下院法律改定委員会(OLRC)である 

Congress.gov  

(www.congress.gov) 

HOLC、SOLC、上院議会事務総長室、GPO 等の異なる機関が生

成する立法データを集約・統合し、法案の要約、現在のステ

ータス、議員の投票行動、議事録等を横断的に検索・閲覧で

きる市民、及び実務家向けポータル。各機関からのデータフ

ィードを活用し、正確な立法情報を視覚的に提供する。運営

主体は議会図書館 (LOC)である 

図表 62 連邦議会・連邦政府による法令・情報公表媒体 335 

 

GovInfo における主な利便性の高い機能は以下のとおりである。 

 
332 ウェスタン・ワシントン大学図書館「法律・規則・制定法などの違いは?」

（https://askus.library.wwu.edu/faq/234447）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
333 政府出版局（GPO）「米国の統治の仕組み」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-

LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
334 政府出版局（GPO）「米国の統治の仕組み」（https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-

LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
335 公開情報より作成 

https://digitalgojp.sharepoint.com/sites/DA-TMS-Pub_da_teams_5fd0dca7/Shared%20Documents/General/030_%E6%8A%80%E8%A1%93%E6%A4%9C%E8%A8%BC/020_%E3%83%AC%E3%83%93%E3%83%A5%E3%83%BC%E4%BE%9D%E9%A0%BC%E7%94%A8/4.4%20%E5%9B%BD%E5%86%85%E3%83%BB%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB/01_%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB/R7_%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%EF%BC%88Word%EF%BC%89/www.govinfo.gov
http://uscode.house.gov/
https://digitalgojp.sharepoint.com/sites/DA-TMS-Pub_da_teams_5fd0dca7/Shared%20Documents/General/030_%E6%8A%80%E8%A1%93%E6%A4%9C%E8%A8%BC/020_%E3%83%AC%E3%83%93%E3%83%A5%E3%83%BC%E4%BE%9D%E9%A0%BC%E7%94%A8/4.4%20%E5%9B%BD%E5%86%85%E3%83%BB%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB/01_%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB/R7_%E8%AB%B8%E5%A4%96%E5%9B%BD%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8%EF%BC%88Word%EF%BC%89/www.congress.gov
https://askus.library.wwu.edu/faq/234447
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031/pdf/GOVPUB-S20-PURL-LPS119031.pdf
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機能名 概要 有用性 

Congress.gov 等とのディープリ

ンク（Contextual Linking） 

GovInfo の文書と、

Congress.gov や連邦官報局の

FederalRegister.gov の対応す

るページを相互にリンクさせる

機能 

GovInfo で法的拘束力のある法

令テキスト（PDF）を確認しつ

つ、ワンクリックで

Congress.gov に移動して「現在

の審議状況」を確認したり、

FederalRegister.gov で「読み

やすい HTML 版」を参照したり

と、目的に応じて最適なプラッ

トフォームをシームレスに行き

来できる 

SNS 共有、及び引用情報の自動

生成 

GovInfo の条文ページ上の X（旧

Twitter）や Facebook 等の SNS

アイコンから、文書のリンクや

概要を即座に共有画面へ連携す

る機能や、論文や法的文書に必

要な「引用形式（書誌情報テキ

スト）」を、主要なスタイルガ

イド（APA、 Bluebook 等）に基

づいてワンクリックでコピーで

きる機能 

行政情報の共有や、複雑な引用

ルールの入力の手間を省けるた

め、情報の「拡散」や「学術利

用」の両面で利便性が高まる 

高度な検索による絞り込みと検

索結果のエクスポート 

検索結果画面において、画面左

側のファセット・ナビゲーショ

ン（法令種別、発行日、政府機

関等）を用いた動的な絞り込み

や、並べ替え条件の変更、過去

の版の表示の切り替え機能を提

供する。検索結果の一覧を CSV

又は、JSON 形式で最大 1,000件

まで一括ダウンロードできる機

能も備えている 

正確な法律用語を知らない利用

者でも目的の文書にたどり着き

やすい。メタデータを一括取得

できるため、高度な二次利用や

研究活動に直結する 

文書の文脈表示とナビゲーショ

ン 

連邦官報や合衆国法典等、多数

の個別記事に分割されているも

のも含め、閲覧中の文書が全体

のどの巻・号・章に位置してい

官報の個別告示を閲覧中に、ワ

ンクリックでその日の「号」全

体を表示できるため、前後の告

示や関連する規則改正を容易に
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機能名 概要 有用性 

るかを可視化する機能。同一号

や同一章に含まれる前後の文書

へシームレスに移動できるナビ

ゲーションタブを提供する 

確認できる。合衆国法典の特定

条文から、同じ章・節に含まれ

る隣接条文へ即座に遷移できる

ため、法体系の中での条文の位

置づけを理解しやすい 

開発者向け API、及びデータ連

携機能 

「Developers」セクションにお

いて、RESful API、大規模デー

タの一括取得用リポジトリ、リ

ンク生成機能等を提供してい

る。API では、新規・更新コン

テンツの検知、全体、及び個別

記事レベルでのメタデータ・本

文の取得に加え、ウェブサイト

と同等の高度な検索クエリをプ

ログラムから実行可能である 

外部システムへのデータ統合や

独自の検索・分析ツールの構築

が容易になるほか、大規模デー

タの一括取得により、機械学習

や自然言語処理を用いた高度な

法解析や可視化が可能となる 

図表 63 GovInfoにおける利便性の高い主な機能(2025年時点)336 

 

GovInfo上のデジタル署名と認証：GovInfo で提供される PDFにはデジタル署名技術が使

われており、GPOがその真正性をエンドユーザーに対して保証している。GovInfoから提

供されるデータ（XML ファイルやバルクデータ等）は、Congress.gov や民間のデータ提供

者によって再利用されるが、GPO は、GPOの管理下にないデータの正確性については保証

できないとしている。そのため、外部（第三者）が提供する情報の信頼性についてはユー

ザー自身が判断する必要がある。 

 

 
336 公開資料より作成 
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図表 64 GovInfoで提供される連邦規則の PDFの例（日本語表示にしたもの）337 

 

4.3.4. 費用投入に対するアウトプット評価指標 

インターネットでの公開情報から、アウトプット評価指標については確認されていない。 

 

4.4. 法令データの利活用状況、及び Rules as Code や AI技術活用状況 

4.4.1. 法令データの APIサービス 

法令データの提供に関しては、議会図書館（LOC）が管理・運営するウェブサイト

「Congress.gov」が、市民向けの主要なアクセスインターフェースとして機能している。

「Congress.gov API」は 2023会計年度に公開され、2024 年 9月時点で月間 2,000万〜

4,000万ヒットを記録する等、高い利用状況にある。LOCは、APIを利用する企業からの協

力要請に対応しつつ、データの利用状況を追跡することで、倫理的なデータ利用を促して

いる。また、委員会や公聴会記録等を対象とする新たなデータエンドポイントの提供も、

継続的に計画している 338。 

 

4.4.2. 法令データの民間利活用を促す政府の施策、及び利活用事例 

法的枠組みによる施策：米国では、合衆国法典第 17編第 105条に基づき、連邦政府の著

作物（法令データや USLMスキーマを含む）はパブリックドメイン（著作権保護対象外）

であるとされている 339。この法的枠組みにより、民間事業者による政府データの自由な加

工・再利用やシステム間の相互運用性が保証されており、これが多様なリーガルテック・

サービスの創出を支える基盤となっている。 

 

相互運用性強化による施策：「4.3.2.法令データのデータベース」、及び「4.3.3.法令デ

ータの公表媒体」に記載した法令データ相互運用性の促進は、立法組織の編集、及び出版

ニーズに対応するだけではなく、データの再利用を容易にするための配信メカニズムを強

化している。GPOと LOCは、法令データの大規模データ（バルクデータ）と APIを提供し

ている。USLMスキーマのバージョンやサンプルファイルは、GPOの USLM GitHubリポジト

リ等、GitHubを通じて公的に公開されており、民間からフィードバックを行うことも可能

である。 

 

 
337 GovInfo「米国連邦規則集（CFR）第 29 編 第 900 部（2025年版）」 

（https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2025-title29-vol4/pdf/CFR-2025-title29-vol4-part900.pdf）最終ア

クセス 2025年 10 月 10 日 
338 連邦議会データ・コアリション Congressional Data Coalition「米国議会図書館パブリック・フォーラム 2024年 9

月 8 日」（https://congressionaldata.org/library-of-congress-public-forum-september-8-2024/）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
339 米国下院「立法文書の XML」（https://xml.house.gov/）最終アクセス 2025年 10月 10 日 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2025-title29-vol4/pdf/CFR-2025-title29-vol4-part900.pdf
https://congressionaldata.org/library-of-congress-public-forum-september-8-2024/
https://xml.house.gov/
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法令データを活用した政府機関によるサービスの事例  

（AIが主体の事例については「4.4.4.米国政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活

用に係る AI 活用の事例」に記載） 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

意思決定支

援・業務効率

化 

法案要約

の自動化

／LOC、

CRS 

議会図書館（LOC）の一部である議会調査局

（CRS）が、AI や機械学習（5つの生成 AI

モデル）を活用し、法案テキストの分析を

通じて要約や検索を迅速化する可能性を探

る実験を行っている。これにより、議会に

要約を迅速に提供し、現在 CRS スタッフが

行っている要約にかかる時間を削減するこ

とが期待されている。ただし、現在人間が

作成する要約に匹敵する結果はまだ得られ

ておらず、信頼性と真正性を兼ね備えた成

果を達成するための継続的な反復が必要と

される 

GovInfo、Congress.gov  

最新の行政規

制状況の確認 

e-CFR／

OFR、GPO 

年 1 回更新の公式な連邦行政規則集（CFR）

と、日々の連邦官報（FR）による変更デー

タを溶け込ませ、「現在有効な規制内容」

を毎日更新して表示する Webサービス。最

新の法規制を確認する必要がある実務家に

とっての事実上の標準ツールとなっている 

GovInfo、連邦官報（FR） 

官報情報の高

度検索・可視

化・API 提供 

 

FederalRe

gister.go

v ／OFR 

GovInfo にある Federal Register 公式版

（PDF・XML）を基に、条文ごとの HTML 表

示、フィルター・検索、統計、API 提供等

を行う「Web 版官報」サービス。ユーザー

フレンドリーな閲覧・機械利用のための二

次提供を行う 

GovInfo 

規制策定プロ

セスへの市民

参加（パブリ

ックコメン

ト） 

Regulatio

ns.gov /

共通役務

庁（GSA） 

連邦機関が官報で発表した規制案や通知に

対し、市民がパブリックコメントを提出す

るための一元的なポータル。コメント提出

機能に加え、他者が提出したコメントの閲

覧や、規制案に関連する科学的データ等の

補足資料へのアクセスを一元化している 

連邦官報（FR） 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

憲法解釈と判

例の法的リサ

ーチ 

Constitut

ion 

Annotated 

/LOC 

合衆国憲法の条文ごとに、関連する最高裁

判所の判例要旨や歴史的な解釈を詳細な注

釈として紐づけた「注釈付き憲法」のデジ

タルプラットフォーム。高度な検索機能や

トピック別の解説を提供し、憲法教育や専

門的な法的リサーチを支援する 

最高裁判所判例データ、

議会調査局（CRS）による

憲法分析データ 

議案情報のオ

ープンデータ

提供・二次配

布 

 

Bill 

Status 

Bulk Data 

／GPO 

Congress.gov が作成する米連邦議会の議案

経過情報（Bill Status データ）を、XML 形

式のバルクデータとして一括ダウンロード

できるように提供し、他機関・開発者によ

る再利用を支援するサービス 

Congress.gov, GovInfo 

オープンデー

タ・ポータル

による法令関

連データの再

カタログ化 

 

Data.gov 

／GSA 

 

連邦各機関が保有するデータセットを横断

的にカタログ化・検索可能にするオープン

データ・ポータルとして、Federal 

Register 等の法令関連データセットもメタ

データ付きで再公開し、開発者・研究者に

よる二次利用を促進 

GovInfo、各省庁・独立機

関が登録する法令・統計

データ 

連邦裁判所判

決データの再

利用による検

索サービス

（州政府の

例） 

合衆国最

高裁判決

検索サー

ビス

（例：メ

イン州議

会法務

局） 

州議会の法律図書館・法務局が、GovInfo

の Bulk Data として公開されている合衆国

最高裁判決データ（U.S. Reports）を取り

込み、全文検索や当事者名検索等の機能を

備えた判決検索サービスとして提供してい

る 

 

GovInfo、GPO 提供の裁判

所データ 

図表 65 政府機関が提供する法令データを利活用したサービス事例（米国）340 

 

法令データを活用した民間サービスの事例 

利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

オープンデー

タ政策の提言

Congressi

onal Data 

法令データの透明性と機械可読性の向上を

議会に対して働きかける、政策提言団体。

自らデータを使うのでは

なく、GPO や LOC に対し

 
340 公開情報より作成 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

とエコシステ

ム形成 

Coalition 

／市民団

体・民間

企業の連

合体 

GovTrack、Sunlight Foundation、

FiscalNote 等の二次利用事業者が結集し、

「PDF ではなく XML（バルクデータ）での公

開」を求めてロビー活動を行った。政府内

部の「議会データ・タスクフォース」の設

立を促し、官民対話を通じて USLM や API の

仕様策定にユーザー（民間）側のニーズを

反映させている 

て、GovInfo や

Congress.gov のデータ形

式を改善する提言を行う 

立法情報の追

跡と市民参加

の促進 

GovTrack.

us ／ 

Civic 

Impulse, 

社 

米国初の包括的な議会情報追跡サイト。政

府が提供する法案データや投票記録を機械

的に取得し、法案の成立確率予測や、議員

のイデオロギー分析、複雑な立法プロセス

の可視化を行う。政府公式サイト

（Congress.gov）が整備される以前から、

議会情報のオープンデータ化を牽引してき

たパイオニア的存在である 

GovInfo、Congress.gov、

上院・下院の公式投票デ

ータ 

法令情報の一

般公開と教育 

LII 

(Legal 

Informati

on 

Institute

)／コーネ

ル大学法

科大学院 

1992 年に設立された、オンライン法情報の

草分け的存在。下院法律改定委員会

（OLRC）等が提供する生の法令データを、

ハイパーリンクや検索機能を付加した読み

やすいウェブページとして加工・公開して

いる。法律用語辞典（Wex）や憲法注釈との

連携により、法律の専門家でない市民にも

理解しやすい法情報へのアクセスを保証し

ている 

合衆国法典（U.S.C.）、

連邦行政規則集（e-

CFR）、最高裁判所判例 

市民参加型立

法

（CrowdLaw）

と法案の共同

編集 

Project 

Madison  

／Darrell 

Issa 議

員 ・The 

OpenGov 

Foundatio

n（非営利

団体） 

本事例は、完成した草案に対する意見聴取

である日本のパブコメとは異なり、一般市

民がクラウド上で法案のテキストに行単位

で修正提案できる野心的なプロジェクトで

あった。後の「DATA Act（2014 年）」の修

正案のブラッシュアップにも活用され、後

に GSA 等が IT ポリシー策定に GitHub を活

用するようになる等、「政府内でのデータ

活用文化」にも大きな影響を与えたとされ

議員が作成した法案の草

案段階のテキスト 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

る。しかし、一般市民からの無差別で大量

のコメントの処理に難航し、プロジェクト

は現在終了している。現在米国下院が検討

中の「協調的立法起草」ツールにおいて、

この教訓を活かし、関係者ごとのコメント

権限の細分化や、大量の意見集約への AI 活

用といったアプローチが検討されている 

シビックテッ

クの開拓と

API の無償提

供 

Sunlight 

Foundatio

n（非営利

団体） 

政府の公式システムが未整備だった時代

に、米国におけるシビックテックの草分け

として独自に議会情報をスクレイピング

し、「Sunlight Congress API」として開発

者に無償提供した。これにより、何百もの

政治監視アプリやスタートアップが生ま

れ、現在の「機械可読なデータを政府が公

式に提供すべき」という規範（DATA 法や

OPEN Government Data Act）が形成される

直接的なきっかけを作った。主要なツール

（OpenCongress 等）はその後、GovTrack や

ProPublica 等に引き継がれた。現在は活動

終了・事業譲渡済み 

THOMAS（Congress.gov の

前身となる旧サイト）、

GovInfo 

規制コンプラ

イアンスの自

動化 

Norm Ai 

／ Norm 

Ai 社  

膨大な行政規制を「AI エージェント」に変

換し、企業のコンプライアンス業務を自律

的に遂行させるプラットフォーム。法令テ

キストを単に検索するのではなく、規制の

論理構造を AI が理解し、「この業務フロー

は連邦規則の第〇条に違反するか？」とい

った判断を自動で行う。Stanford CodeX フ

ェローによって創業された 

連邦行政規則集（e-CFR / 

GovInfo）、連邦官報

（Federal Register）、

各州の行政規則データ 

官報情報の高

度検索・可視

化 

GovPulse.

us ／ 民

間シビッ

クテッ

ク・プロ

ジェクト 

連邦官報の記事を日付・機関別・地理情報

等で再構成し、タイムライン表示や地図、

RSS 等を備えた「使いやすい官報インター

フェース」として提供し、官報の実務的な

利用と市民のアクセス性を向上している 

FederalRegister.gov 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

次世代リーガ

ル・リサーチ

と文書作成支

援 

Casetext 

(CoCounse

l)／

Thomson 

Reuters

社 

AI を活用して、自然言語での質問に対して

正確な法令や判例を提示するリーガルアシ

スタント。独自技術「CARA」により、ユー

ザーがアップロードした法的文書の文脈を

解析し、関連するが見落としている判例や

条文を推奨する機能を持つ。現在は GPT-4

を活用した「CoCounsel」として展開。

Stanford CodeX フェローらによって創業さ

れた 

連邦・州裁判所の判例

（PACER、 CourtListener

等）、GovInfo、 

uscode.house.gov、連

邦・州規則 

メディア・開

発者向けの立

法データ API

提供 

 

ProPublic

a 

Congress 

API ／ 

ProPublic

a（非営利

調査報道

機関） 

ニュースアプリや他メディア・開発者が利

用できる、連邦議会の法案・投票・議員・

委員会データの API を提供し、立法過程の

透明性向上とデータジャーナリズムを支え

る基盤として活用 

Congress.gov, GovInfo 

ブロックチェ

ーン規制のグ

ローバル追跡 

RegTrax 

／

Stanford 

CodeX 

Blockchai

n Group 

世界各国のブロックチェーン、及び暗号資

産に関する法案、規制、行政ガイダンスを

網羅的に収集・整理したオープンデータベ

ース。国ごとに異なる規制状況を比較可能

にし、政策立案者や研究者、実務家向けに

法的透明性を提供する 

Congress.gov、各国政府

の官報・法令データベー

ス、規制当局の公表資料 

独占禁止法執

行の計算論的

分析 

Computati

onal 

Antitrust 

Project / 

Stanford 

CodeX 

独占禁止法の条文や判例を計算可能なデー

タとしてモデル化し、企業の市場行動が競

争法に抵触するかを自動検知・分析するた

めのツールや手法を研究開発するプロジェ

クト。他国の競争法当局（FTC 等）や研究

者と連携している 

連邦取引委員会（FTC）、

及び司法省のガイドライ

ン、連邦裁判所の判例、

シャーマン法等の条文デ

ータ 

法令起草支援

（BtoG） 

LegisPro 

／

Xcential 

Legislati

ve 

公開されている法令データ（USLM や Akoma 

Ntoso 形式）を「入力ソース」としてイン

ポートし、法案起草者が既存の法律を引用

したり、改正案を起草する作業を自動化・

支援するプラットフォーム製品。単にデー

GovInfo,各国の標準化さ

れた法令 XML データ 
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利用分野 サービス

名／主体 

主な利活用内容 主に使用されるデータソ

ース 

Technolog

ies 社 

タを表示するだけでなく、公開データを

「再編集可能な構造化データ」として活用

し、起草された法案を再び標準 XML（USLM

等）として出力することで、データの「エ

コシステム（循環）」を形成している。ユ

ーザーは立法府、及び規制当局の職員、特

に法令の起草を担当する法律顧問を想定し

ている。米国下院や英国議会等に導入実績

あり 

要約・機械学

習コーパス開

発(研究/BtoB) 

 

BillSum

データセ

ット / 

FiscalNot

e 

Research 

自動要約モデルの訓練とベンチマークのた

めに、連邦議会法案の本文と CRS が作成し

た人手による要約を組み合わせたデータセ

ットを作成し、公的に利用可能とした。こ

のコーパスは立法文書の自動要約研究を促

進した 

GovInfo、カリフォルニア

州議会のウェブサイトか

ら収集された州法案 

政策リスク管

理と予測分析

（BtoB） 

FiscalNot

e ／

FiscalNot

e 社 

連邦・州・地方レベルの膨大な法令・規制

データを AI で解析し、特定の法案が成立す

る可能性や、ビジネスへの影響度を予測す

るエンタープライズ向けプラットフォー

ム。ロビイストや企業の法務部門向けに、

法案の審議状況アラートや、議員との関係

性マップ等を提供する 

Congress.gov、 

Regulations.gov、全米各

州の議会・行政データ 

司法アクセス

の改善と判例

検索 

CourtList

ener 

(RECAP 

Project) 

／ Free 

Law 

Project 

(非営利団

体) 

連邦裁判所の電子記録システム（PACER）は

有料だが、ブラウザ拡張機能「RECAP」を通

じてユーザーが閲覧した記録を自動的に収

集し、無料の検索可能なデータベースとし

て一般公開している。数百万件の判例や訴

訟記録を API としても提供し、研究者やジ

ャーナリスト、リーガルテック企業等が利

用する「司法インフラ」となっている 

PACER（連邦裁判所記録シ

ステム）、GovInfo 

図表 66 政府機関が提供する法令データを利活用したサービス事例（米国）341 

 
341 公開情報より作成 
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4.4.3. 米国政府機関主導の Rules as Code の事例 

大統領令に基づく Rules as Codeパイロットプロジェクト: 2025年 1月に発令された大統

領令 14144号 342（国家のサイバーセキュリティにおけるイノベーションの強化と促進）は

2025年 6月に改正され 343、連邦政府の ITインフラのルール改訂に加えて、NIST（米国標

準技術研究所）、OMB（行政管理予算局）、CISA（サイバーセキュリティ・インフラスト

ラクチャセキュリティ庁）がサイバーセキュリティに関して公表・管理する方針、及びガ

イダンスの機械可読版について、Rules as Codeアプローチのパイロットプログラムを 1

年以内に確立することが追加された。 

 これに関連し、NISTは 2025年 8月開催のワークショップにおいて、セキュリティ評価

自動化のために独自開発し、標準化された機械可読フォーマットである「Open Security 

Controls Assessment Language（OSCAL）」344を中核に据えた、技術的な方向性を示してい

る 345。 

 

（日本語名称は執筆者が補記） 

図表 67 労働集約的なデータ変換からの脱却とセキュリティ評価の自動化 346 

 
342 米国大統領府「国家のサイバーセキュリティにおけるイノベーションの強化と促進（大統領令 14144 号）」

（https://www.govinfo.gov/content/pkg/DCPD-202500082/pdf/DCPD-202500082.pdf）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
343米国大統領府「国家のサイバーセキュリティ強化に向けた取組の一部継続および大統領令 13694号・14144 号の改

正」（https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/06/sustaining-select-efforts-to-strengthen-the-

nations-cybersecurity-and-amending-executive-order-13694-and-executive-order-14144/） 最終アクセス 2026 年

3月 2 日  
344 NIST が開発した、セキュリティ統制を文書化するための標準的な機械可読言語。異なるツール間で要件を共有し、

セキュリティ評価を自動化するための共通フォーマットとして利用されている 
345 米国標準技術研究所（NIST）「CAPORDINO：OSCALカタログへのデータ変換ツール」

（https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-

media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf ）最終アクセス 2026 年 3月 2

日 
346 米国標準技術研究所（NIST）「CAPORDINO：OSCALカタログへのデータ変換ツール」

（https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-

media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf ）最終アクセス 2026 年 3月 2

日 

https://www.govinfo.gov/content/pkg/DCPD-202500082/pdf/DCPD-202500082.pdf
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/06/sustaining-select-efforts-to-strengthen-the-nations-cybersecurity-and-amending-executive-order-13694-and-executive-order-14144/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/06/sustaining-select-efforts-to-strengthen-the-nations-cybersecurity-and-amending-executive-order-13694-and-executive-order-14144/
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
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 従来、各セキュリティガイドラインのデータセットを評価システムに読み込ませるため

には、ガイドラインごとに専用の変換プログラム（パーサ）を個別に開発する多大な手間

が必要であった。NISTが開発した「CAPORDINO」は OSCAL へと一元的に自動変換するツー

ルである。このツールを用いることで個別のパーサ開発を省き、セキュリティ要件をより

迅速にシステムへ実装することが可能となる。 

（日本語名称は執筆者が補記） 

図表 68 プロジェクトを構成する主要技術群 347 

 
347 米国標準技術研究所（NIST）「CAPORDINO：OSCALカタログへのデータ変換ツール」

（https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-

media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf ）最終アクセス 2026 年 3月 2

日 

https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
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（日本語名称は執筆者が補記） 

図表 69 従来手法と CAPORDINOを活用した手法の比較 348 

 

NISTは、サイバーセキュリティのルールを機械可読化するという複雑な課題に対し、

「OSCAL」という標準フォーマットを採用するとともに、変換ツールである「CAPORDINO」

をオープンソース化するアプローチをとっている（ソースコードは GitHubで公開されて

いる）。これにより、OSCALの開発コミュニティと連携しながら、他のセキュリティフレ

ームワークや多様な入力ソースへの対応拡張を効率的に進める狙いがあるとみられる。 

 

 
348 米国標準技術研究所（NIST）「CAPORDINO：OSCALカタログへのデータ変換ツール」

（https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-

media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf ）最終アクセス 2026 年 3月 2

日 

https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
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図表 70 開発者向けリポジトリを通じた CAPORDINO の提供体制 349 

 

自動化への大きな前進とみられる一方、2025 年 8月時点では課題も残されている。NIST

によれば、機械可読化において要素の特定等に一部手作業が必要であることや、セキュリ

ティフレームワークごとに異なる要素や実装の複雑さをいかに克服するかが今後の課題と

して挙げられている。 

 

Stanford CodeX（法律×コンピュータサイエンスの研究）：スタンフォード大学ロースク

ール、及びコンピュータサイエンス学部の共同研究拠点である「CodeX (The Stanford 

Center for Legal Informatics)」は、世界的な Rules as Code 研究の最先端拠点であ

る。同センターは、法令を単なるテキストデータとしてではなく、コンピュータが解釈・

実行可能なアルゴリズムとして扱う「計算論的法律学（Computational Law）」を提唱し

ている。 

CodeXが主軸を置く Computational Lawと、Rules as Code は、法的ルールを機械で実

行可能にするという方向性において共通している。しかし、Rules as Code が主に行政手

続の機械実行可能化や政策シミュレーションに重心を置く傾向があるのに対し、

Computational Lawは、契約やコンプライアンスの自動化、法的判断の支援、推論等、よ

り広範な領域を対象とする。そのため後者では、単なるルールのコード化にとどまらず、

法の構造そのものを計算機科学的に捉え直す議論が前面に出ることが少なくない。 

 
349 米国標準技術研究所（NIST）「CAPORDINO：OSCALカタログへのデータ変換ツール」

（https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-

media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf ）最終アクセス 2026 年 3月 2

日 

https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
https://csrc.nist.gov/csrc/media/projects/open-security-controls-assessment-language/images-media/2025/oscal-monthly-workshop-38-CAPORDINO/8.20.2025_CAPORDINO_Slides.pdf
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CodeXは、法令や契約の自動執行可能性（Executability）の研究成果を社会実装するハ

ブとしても機能しており、行政規制を自律的な AIエージェントに変換してコンプライア

ンスを自動化する「Norm Ai」350や、ブロックチェーン規制を追跡する「RegTrax」351等、

法令データを高度に二次利用するスタートアップやプロジェクトを多数輩出している。研

究から社会実装へと進んだ代表例として、契約ルールをプログラムの一部として埋め込み

推論を行わせる「Computable Contracts」や、独占禁止法（反トラスト法）の執行プロセ

スにデータ分析や計算ツールを直接組み込む「Computational Antitrust」等が挙げられ

る。一定の自律性を持った AIエージェント同士に NDA（秘密保持契約）の締結や契約交渉

といった法的タスクを遂行させる「Agentic AI & Law」の領域は、今後社会実装が一層進

むことが期待されている。 

商業化の成功例としては、CodeX から派生した Symbium社がある。同社は、複数の規制

当局にまたがる複雑な建築許可申請を、統合的に処理するアプリケーションを開発した。

これは実際の法令や規則をコンピュータプログラムの一部として機能させ、ユーザーが入

力した要件をコード化された法規制と即時に照合し、手続の進行や適合性判定を行う仕組

みである。 

 

ルイジアナ州保健局医療サービス資金部の適格性判定 RFI：2025 年 9月 29日に、ルイジ

アナ州保健局医療サービス資金部が、複数の社会福祉制度にまたがる「適格性判定」、及

び「案件管理」の技術プラットフォームについて、ベンダーからの情報提供を目的とする

RFI を公表した。この RFI において同局は、プラットフォームの長期的な持続可能性を担

保するため、ベンダーに対して「クラウドベースのプラットフォーム、ユーザー中心の設

計、データ共有、アクセシビリティ、不正行為防止、AI活用」等の技術の活用に関する知

見の共有を呼びかけた 352。さらに、システムの望ましい技術機能として、拡張性と保守性

に優れたアーキテクチャやカスタムコード開発を最小限に抑える「Rules as Codeアーキ

テクチャ」等が技術要件として検討されるとしている 353。 

RFI のベンダー説明会には 120名を超える参加があったとされるが、2025年 10月末締

切の RFIに対して、Rules as Codeの要件に対してベンダーや関連機関からどのような提

案が行われたかや、本 RFIから実際の調達に至るかについては今後の動向を注視する必要

がある。本事例については、地方政府機関の公共調達において Rules as Code が技術要件

 
350 LawNext Bob Ambrogi「Norm Ai、Blackstoneから 5,000 万ドルを調達し AI ネイティブ法律事務所を設立」

（https://www.lawnext.com/2025/11/norm-ai-raises-50-million-from-blackstone-launches-ai-native-law-

firm.html）最終アクセス 2025 年 10 月 10 日 
351 スタンフォード大学ロースクール CodeX「RegTrax ブロックチェーン規制トラッキング・イニシアティブ」

（https://law.stanford.edu/codex-the-stanford-center-for-legal-informatics/projects/regtrax/）最終アクセス

2025年 10月 10 日 
352 Digital Government Hub「ルイジアナ州保険局適格性判定およびケースマネジメントに関する情報提供要請

（RFI）」 (https://digitalgovernmenthub.org/examples/request-for-information-for-eligibility-and-case-

management/) 最終アクセス 2026年 3 月 3日 

353 本 RFI の情報は現時点ではウェブサイトで閲覧できない 

https://www.lawnext.com/2025/11/norm-ai-raises-50-million-from-blackstone-launches-ai-native-law-firm.html
https://www.lawnext.com/2025/11/norm-ai-raises-50-million-from-blackstone-launches-ai-native-law-firm.html
https://law.stanford.edu/codex-the-stanford-center-for-legal-informatics/projects/regtrax/
https://digitalgovernmenthub.org/examples/request-for-information-for-eligibility-and-case-management/
https://digitalgovernmenthub.org/examples/request-for-information-for-eligibility-and-case-management/
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として挙げられる事例という点で注目に値する。 

 

内国歳入庁のオンライン連邦税申告サービス：「Direct File」は、内国歳入庁（IRS）が

納税者に向けに開発した無料のオンライン連邦税申告サービスである 354。本サービスは、

連邦所得税法の規定をコード化してソフトウェアに実装しており、ウェブベースのインタ

ーフェースを備え、ナビゲーション形式で申告書を英語とスペイン語で作成する支援を行

うものだった。米国内国歳入庁（IRS）の資料によれば、Direct Fileは、個人の所得税申

告書の作成・提出を可能とする仕組みであり、対象となるのは、賃金、利子所得、失業手

当、社会保障給付などの所得及びそれに関連する税額控除・所得控除である。2024年の確

定申告シーズンには、本サービスのパイロットプログラムが 12州において実施され、

140,803 件の申告が受理された。これは IRSが設定した目標である 10万件を上回り、納税

者の税務申告準備費用も約 560万ドル節減できたとされている。2025 年の申告シーズンに

は、本サービスが対象とする州は 25州に拡大され、3,000万人以上の納税者が対象とされ

ていたが、実際の利用者数は約 30万件にとどまった 355。その主な要因としては、プログ

ラムの認知度が低かったこと、利用資格に制限があり納税者に混乱が生じたこと等が指摘

されている。2026年 1月、連邦政府は民間技術を活用する方が効率的であるとの判断から

Direct Fileを終了したが、代替として民間企業が開発した市販の税務申告ソフトウェア

の無料版（8つから選択可能）と、無料の対面支援が提供される予定とのことである 356。 

 

18F Eligibility APIs Initiative（適格性 APIイニシアチブ）：米国連邦調達局（GSA）

のデジタルサービス機関の「18F（エイティーンエフ）」（2025年 3月に閉鎖）が、2017

年から 2021 年まで主導して行った連邦政府の実証実験の事例は、従来 PDF や印刷物で提

供されていた複雑な社会給付制度の受給資格ルールを API として標準化し提供すること

で、各州や自治体でのシステム統合を容易にし、非効率性を改善することを目的としてい

た。しかし、実際に実験を進めると、連邦政府と州政府の制度的な合意や既存システムと

の統合に課題が明らかとなり、途中から Rules as Code アプローチを用いた簡易判定ツー

ル「プリスクリーナー」のプロトタイプ開発に方向転換し、補充的栄養支援プログラム

「Supplemental Nutrition Assistance Program （SNAP）357」の受給資格ルールをコード

化、受給可能性が判定可能かの検証が行われた。このプリスクリーナーのコードは 

GitHub でオープンソースとして公開され、事業終了後も、非営利団体やシビックテック

の開発者によって SNAP以外の給付プログラムにも応用・拡張されている 358。本イニシア

 
354 米国内国歳入庁（IRS）「ダイレクトファイル・アウトリーチガイド」 

（https://www.irs.gov/pub/irs-access/p6036_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
355 米国内国歳入庁（IRS）「ダイレクトファイル・アウトリーチガイド」 

（https://www.irs.gov/pub/irs-access/p6036_accessible.pdf）最終アクセス 2025年 10 月 10 日 
356 米国財務省「Direct Fileの代替策に関する報告書」（https://home.treasury.gov/system/files/131/Report-

Replacement-of-Direct-File-2025.pdf） 最終アクセス 2025 年 12月 14日 
357 連邦政府が低所得者世帯に対し食料購入に使用できる一種のクレジットカードを支給するというもの 
358 18F の閉鎖により公式ウェブサイトは現時点では閲覧できない 

https://www.irs.gov/pub/irs-access/p6036_accessible.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-access/p6036_accessible.pdf
https://home.treasury.gov/system/files/131/Report-Replacement-of-Direct-File-2025.pdf
https://home.treasury.gov/system/files/131/Report-Replacement-of-Direct-File-2025.pdf
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チブについては、デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する

海外動向調査 報告書」（2025年 3月）の 5.1.4. 18F Eligibility APIs Initiative項を

参照されたい 359。 

 

Policy2Code Prototyping Challenge（ハッカソン型イニシアチブ）：2024年 9月に「The 

Digital Benefits Conference 2024（BenCon 2024）」の一環として実施された、Rules 

as Code アプローチの実践を促進するためのハッカソン型イニシアチブで、ジョージタウ

ン大学の Beeck Center for Social Impact and Innovation と Massive Data Institute

（MDI）によって共同開催され、参加した 12チームが約 4か月間の開発を行った。主な目

的は、米国における公共給付プログラムに関する政府の政策や法令を、生成 AI（LLMや

RAG モデル）を活用して、簡潔な表現やソフトウェアコードに変換することであった。プ

ロトタイプ作成の方向性は、主に①受給資格判定や申請支援の高度化、②AIによる法令の

論理構造の抽出と検証可能な形式（XMLや決定木等）への再構築の二つであった。 

多くのチームが生成 AIを活用した開発に取り組んだ結果、RAGモデルは外部データ（米

国の公共給付プログラムに関する政策、実務マニュアル等）を参照することで精度を向上

させる効果が確認された一方で、LLMによるハルシネーションを完全に防ぐことはでき

ず、複雑な法体系や規定を正確にコード化するには、人間のチェックと修正が不可欠であ

るという重要な知見が得られた。主催団体は、この研究成果等のリソースを CC-BY 4.0 ラ

イセンスに基づき現在も公開している。本イニシアチブについては、デジタル庁「法令立

案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」（2025 年 3

月）の 4.2.1. Policy2Code Prototyping Challenge項を参照されたい 360。 

 

4.4.4. 米国政府機関主導の法制事務、及び法令データ利活用に係る AI活用の事例 

連邦議会においては、下院、議会図書館、GPO等の立法支援機関を中心に、業務効率化

を目的とした AI、及び機械学習（ML）の試験導入が精力的に進められている。しかし、法

案の起草業務そのものへの生成 AI適用については、各機関とも慎重な姿勢を崩していな

い。議会で使用される起草スタイルは多様かつ厳格な組版規則に基づいており、現時点の

技術では、これらを正確に分析し、法的文脈を理解した上で適切なスタイルを適用できる

ツールは確立されていないためである 361。 

現段階における AIの最適な活用領域は、法律の専門家を代替することではなく、条文

比較や検索性向上といった「ワークフローの改善」にあるとの認識が共有されており、現

 
359 デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」

（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-

2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 9日 
360 デジタル庁「法令立案プロセスにおけるデジタル技術の活用等に関する海外動向調査 報告書」

（https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-

2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf） 最終アクセス 2026年 2 月 9日 
361 ノースウェスタン大学バーンズ社会変革センター「AI と立法の未来：米国議会図書館におけるイノベーション」

（2025年 1月 23日開催ウェビナー） 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/7f49ac76-91f1-44ba-91bd-2114973fcc61/2fc433c3/20250530-policies_legal-practice_outline_01.pdf
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状では最終的な法的判断には人間の専門知識が不可欠であるという方針が維持されてい

る。 

行政管理予算局（OMB）は、連邦機関に対し、AI研究開発の恩恵となるように、連邦デ

ータとモデルをレビューし、政府、民間、学術機関等の広範な AI研究コミュニティによ

るアクセスと利用を増やす機会を特定するよう求めている 362。 

 

ツール／シス

テム名 

フェーズ 整備の主体 データ／成果物／機能 

AI-enabled 

search for 

public 

websites 

パイロッ

ト／実証

実験 

下院議会事務総長室

（Clerk） 

従来のキーワード一致の検索では見つけにく

かった議会情報を、自然言語処理を活用する

ことで、市民が情報を見つけやすくする 

Summary of 

Congressional 

bills 

パイロッ

ト／実証

実験 

議会図書館（LOC） 議会に提出された法案の要約文作成を AI で支

援する。連邦議会の公式情報として公開され

る法案要約には正確性が極めて重要である。

そのため独自に 5 つの生成 AIモデルを開発

し、その出力を比較・検証するという大規模

なアプローチをとっている 

Geolocation 

of places 

mentioned in 

legislation 

パイロッ

ト／実証

実験 

議会図書館（LOC） 法案で言及された場所を特定し、地理的位置

情報を付与することで、例えば、議員や議会

スタッフが「当該法案が自らの選挙区に影響

するか否か」を迅速かつ正確に確認できるよ

うになるといったメリットがある。本事例の

主な目的は、AI による議会業務の効率化（手

作業の負担軽減）と、オープンデータやハッ

カソンを通じた民間イノベーションの促進で

ある 

AI to store 

and index 

publications 

パイロッ

ト／実証

実験 

政府印刷局（GPO） 政府刊行物の保存・管理のための出版物イン

デックス作成とメタデータ付与 

図表 71米国政府機関主導の法令データ利活用に係る AI活用の事例 363 

  

 
362 下院首席行政官室（CAO）「人工知能：要件と助言組織に導かれる連邦の取組」

（https://www.gao.gov/assets/gao-25-107933.pdf）最終アクセス 2025年 10月 10 日 
363 米国下院管理委員会 近代化小委員会「立法府における人工知能：フラッシュレポート（2024年 12月 20日版）」

（https://cha.house.gov/_cache/files/4/2/42dca19e-194b-481e-b11b-

67153a8ab821/A0DC312390F4983FB50A73CB71E3E346.cha-modernization-ai-flash-report-12-20-24-v3.0.pdf） 最終

アクセス 2025 年 11月 28日 

https://www.gao.gov/assets/gao-25-107933.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/4/2/42dca19e-194b-481e-b11b-67153a8ab821/A0DC312390F4983FB50A73CB71E3E346.cha-modernization-ai-flash-report-12-20-24-v3.0.pdf
https://cha.house.gov/_cache/files/4/2/42dca19e-194b-481e-b11b-67153a8ab821/A0DC312390F4983FB50A73CB71E3E346.cha-modernization-ai-flash-report-12-20-24-v3.0.pdf
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5. まとめ 

3か国の状況における共通事項：本年度の重点調査 3か国の、法令分野におけるデジタル

化の状況の共通事項、及び対応する各国の具体的事例について、立法支援システム、法令

データ提供・利活用、AI活用、及び Rules as Code の 4点に沿って整理する。 

 

（1）立法支援システム 

構造化データ（XML等）をベースとする立法支援システムの導入や溶け込み版の作成、官

報編集、法令データ公開等への直接連携等、法令データを軸にした法制事務ワークフローの

設計と、手作業の介入減による品質確保が進められている。 

（具体例） 

 「ÉDILE」による起草段階からの構造化データ生成（フランス） 

 「Arbortext」による XML環境での法案起草（カナダ） 

 「USLM（第二世代 XML）」ベースの法令エディタへの移行（米国） 

 

（2）法令データ提供・利活用 

公式法令ポータルに、国民が法令情報を正しく理解し、活用できるようにするための工夫

がサービスに組み込まれている。 

 「Légifrance」と平易な法令解説シートのデータ連携（フランス） 

 「Justice Laws Website」の、過去の特定時点の法令を閲覧できる時点表示機能

（Point-in-time）や、未施行規定の色付け表示機能（カナダ） 

 「GovInfo」でのデジタル署名や ISO認証による真正性保証（米国） 

また、最新・正確な法令データを一元的に、APIやバルクデータ等のオープンデータ形式

で提供し、民間のリーガルテック企業等の法令データ利用を促進している。 

 単一データリポジトリ「RUNE」の開発と、APIを通じたデータ提供（フランス） 

 最新法令データをまとめた「Bulk XML」と、履歴・時点情報や差分をまとめた

「Bulk XML PIT」の 2種類の XMLデータの提供（カナダ） 

 議会図書館（LOC）の「Congress.gov」による APIやバルクデータでの提供（米国） 

 

（3）AI活用 

真正性や透明性が必須となる法令領域において、人間が必ずプロセスに関与すること

（Human-In-The-Loop）を前提としつつ、業務効率化のため積極的な AI活用が進められてい

る。 

 「Théïa」による、溶け込み箇所の提案と法律の専門家による検証・承認（フラン

ス） 

 「Otto」による法務リサーチの支援（カナダ） 

 「Comparative Print Suite」による条文の変更点の可視化（米国） 
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（4）Rules as Code 

法改正事後のデータ生成から「起草と同時のコード化（Co-drafting）」へとアプロ―チ

を転換する事例、導入可能性の検証に留まらず実運用検討を進める事例、生成 AIと組み合

わせた事例等、着実に実装が始まっていると同時に、国際的な情報連携が行われている。 

 全国家族手当金庫（CNAF）での、「Catala」による一つの制度の変換の正確性検証

と、数年での段階的拡大を伴う実導入プロジェクト（フランス） 

 国民議会での「OpenFisca」による法制度改正シミュレーター（LexImpact）の実運

用、及び AI 支援機能の実装（フランス） 

 「Blawx」での、公務員年金法等の起草と並行したコード化（カナダ） 

 「カナダ航行可能な水域法」で「Blawx」から出力された論理を生成 AIで要約する

「ニューロシンボリック AI（ハイブリッド AI）」アプローチの検証（カナダ） 

 Stanford CodeX での「Computational Law」における法令や契約をアルゴリズムとし

て扱う「自動執行可能性」の検証（米国） 

諸外国における Rules as Codeの取組の状況は、法案起草や政策立案の時点から法令執

行段階でのデジタル処理を前提としたプロセスを設計すること、実装フェーズでの取組の

射程が自然言語による法令データのコード化へと焦点化していること、法令データ・AI技

術と Rules as Codeとを掛け合わせることで再現性、透明性、確実性の両立を図ることと

いった点で、令和 4年度からの過年度調査時点と比較し、変化が見受けられた。 

 

我が国の“「法令」×「デジタル」”政策への示唆：これら諸外国の法令分野のデジタル

化政策は、デジタル化する未来社会のあり方を予見しこれに対しどうするか、という戦略

的視点の中で法整備から技術開発・実装まで包括的に取り組まれている状況が見られる。

我が国でも、政府職員の生成 AI 活用が積極的に進められており 364、“「法令」×「デジ

タル」”の取組も、こうした動きも踏まえ進められることが期待される。また、諸外国で

検討が進む、政府職員と技術者が協働可能なツール開発等による法令データの機械活用性

のさらなる向上の取組も、我が国の政策の今後の方向性を検討する上で示唆となると考え

られる。 

最後に、法令分野のデジタル化を推進する国々は、国際会議等での積極的な情報発信・情

報収集を行い、ある国の政策が他国に取り入れられる等の事例が存在することが、調査の過

程で伺われた。我が国の“「法令」×「デジタル」”政策の成果が、日本国の経済的インパ

クトに留まらず、国際的な知見共有や協調の文脈において活用されることも期待し得る。 

                                     以上 

 

 
364 デジタル庁「全府省庁の約 18 万人の政府職員を対象としたガバメント AI（源内）の大規模実証を開始します」 

（https://www.digital.go.jp/news/2d69c287-2897-46d8-a28f-ea5a1fc9bce9） 最終アクセス 2026年 3 月 6日 

 

https://www.digital.go.jp/news/2d69c287-2897-46d8-a28f-ea5a1fc9bce9%EF%BC%89P125
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